
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度事業報告書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 １    事     業  

 

１．概   況  

 

日本経済は、平成２０年９月のリーマン・ブラザーズの倒産以後、急激な  

世界経済の収縮と円高の影響により、輸出産業を中心に大きな打撃を受け、  

さらには東日本大震災などの影響により景気低迷が続いたが、令和元年にかけ

ての数年間は政権が講じてきた一連の経済対策により緩やかな回復基調にあっ

た。しかしながら、令和２年に入り、世界及び日本国内において新型コロナ  

ウイルス感染症が拡大し、社会経済や国民生活は甚大な影響を受け、タクシー

事業においても、緊急事態宣言が度々発出される中、観光客の激減、イベント

の中止、外出の自粛、テレワークの推進等により輸送人員が激減し、廃業を  

余儀なくされる事業者も発生した。令和３年１０月からの全国で２８円から 

３２円、そして令和４年１０月からの全国で３０円から３３円の大幅な最低 

賃金アップの実施、ロシアのウクライナ侵略により拍車のかかった令和３年 

後半からの燃料価格の急激な高騰、加えて、３年に及ぶコロナ禍で加速した  

ドライバー不足の深刻化により、タクシー業界は未曽有の経営危機に瀕している。  

 

 

この様な状況の下、新型コロナウイルス感染防止対策及び燃料価格高騰対策

として、全タク連においては、各県協会と緊密に連携し、与野党のタクシー  

議員連盟を中心とする国会議員の先生方及び国土交通省、厚生労働省、経済  

産業省等に対し、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けている 

タクシー事業への様々な支援要望を積極的に実施。 

これを受けて、まず令和２年度第１次及び２次の補正予算において、「雇用

調整助成金の特例措置の拡充」、「実質無利子・無担保融資の導入等の資金繰り

支援」、「国税・地方税・社会保険料等の納付猶予措置」、「新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金の創設」、「Go To キャンペーン事業の創設」、 

「持続化給付金の支給」、「家賃支援給付金の支給」をはじめ、様々な支援策を

講じられたところ。又、タクシーに特化したものとして、国土交通省において、

「需要激減に伴う臨時休車の特例措置の創設」、「準特定地域に移行した地域の

預かり休車の復活増車に係る期限延長」、「タクシーデリバリーサービスの制度

創設」といった制度面での支援に加え、「防菌シート・感染防止仕切板・タクシ

ーデリバリーサービスに必要な保冷装置の導入等に係る支援」、「乗合タクシー

における車両等の衛生対策等の実証事業の支援」等の予算措置を講じられた 

ところ。 

 



 

令和３年１月２８日に成立した令和２年度第３次補正予算においては、「雇用

調整助成金特例措置の継続」、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時 

交付金の拡充」に加え、「地域公共交通の活性化・継続のための支援（３０５  

億円の内数でタクシー事業者に対する集中的な支援）」等が盛り込まれたとこ

ろ。 

令和３年４月３０日には、令和３年度予算予備費より「新型コロナウイルス 

感染症対応地方創生臨時交付金５，０００億」の使用が閣議決定されたところ。 

令和３年１２月２日には、全日本トラック協会、日本バス協会と合同で  

「燃料価格高騰経営危機突破総決起大会」を開催。 

 令和３年１２月２０日に成立した令和３年度補正予算においては、「地域の 

くらしを創るサステイナブルな地域公共交通の実現のための支援（２８５億円

の内数で、急激な燃料価格高騰対策も含めたタクシー事業者に対する集中的な  

支援）」等が盛り込まれたところ。 

 令和４年４月２８日には、令和４年度予算予備費より「新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金８，０００億円」の使用が閣議決定された   

ところ。  

 令和４年９月２０日には、令和４年度予算予備費より「新型コロナウイルス

感染症対応地方創生交付金４，０００億円」の使用が閣議決定されたところ。 

タクシー事業者に対する燃料価格高騰対策としては、令和４年３月４日  

閣議決定の令和３年度予算予備費で９億円、令和４年４月２８日閣議決定の 

令和４年度予算予備費で２８億円、令和４年５月３１日に成立した令和４年度

第１次補正予算において８４億円、令和４年９月２０日閣議決定の令和４年度

予算予備費で７０．５億円、令和４年１２月２日に成立した令和４年度第２次

補正予算において１６５億円の支援措置が講じられたところ。 

令和４年度第２次補正予算においては、二種免許取得支援等タクシー事業者

の人材確保・育成支援も盛り込まれたところ。 

ハイヤー・タクシー業界においては、国民生活を支える地域公共交通機関と

してのタクシー事業が何とかこの苦境を乗り越えるべく、これらの支援措置を 

最大限活用。 

また、ハイヤー・タクシー業界においては、コロナ禍で売り上げが激減する

中で、燃料価格の高騰対応、タクシー乗務員の労働環境の改善並びに利用者  

利便向上を目的としたキャッシュレス決済・アプリ配車の導入等に係るコスト

アップ対応のため、令和４年より運賃改定の申請を全国的に展開し、一部の  

地域では既に実現したところ。 



 

平成２６年１月より施行された改正タクシー特措法については、これまで 

累計で２９の営業区域が特定地域に指定され、令和５年４月１日時点で２７の

地域の協議会において特定地域計画が策定されたところ。 

１５３（令和４年１０月１日時点）の準特定地域と合わせて、全国のタクシ

ー事業者が改正タクシー特措法に基づき、「タクシー事業進化策２０項目」等、

「タクシー事業における働き方改革の実現に向けたアクションプラン」、  

「訪日外国人向けタクシーサービス向上アクションプラン」を踏まえ、全タク

連要望で創設された預かり休車制度を活用しながら、コロナ禍の中、事業の  

適正化（供給過剰の是正）と活性化（需要の拡大）に鋭意取り組んだところ。 

 

 

依然として「シェアリングエコノミーの推進」という名目の下、インター  

ネットを利用した白タク行為を合法化すべく道路運送法の改正、ライドシェア

新法の成立等を目指す新経済連盟等の動きは消えていない。 

令和５年３月２９日に官邸で開催された新しい資本主義実現会議において、

民間議員の一人から、ライドシェアの解禁が発信されたところ。 

ライドシェアの解禁を選挙公約とする政党も存在するところ。 

新経済連盟等の提案は、ライドシェアの事業主体が運行に関する責任を負わ

ない点が最大の問題。また、ライドシェアドライバーの地位や待遇が今世界  

各地で大きな問題となっている。 

この動きは、国家の様々な法令を遵守し、安全確保のため多大なコストを 

かけ国民に対し安全・安心な旅客輸送サービスを提供している地方創生の担い

手である公共交通機関たるタクシー事業の根幹を揺るがすとともに、与野党 

共同提案の議員立法により圧倒的多数の賛成の下成立した改正タクシー特措法

の意義を著しく損なうものであり、絶対に容認できない。 

全タク連においては、ライドシェア解禁を断固阻止するべく、これまで国土

交通省等関係行政機関、労働組合、バス業界等と連携し、与野党のタクシー議

連を中心とした国会議員、マスコミ、地方自治体等に対し、白タクの問題点を

提供するとともに、ライドシェア問題対策特別委員会でとりまとめた「タクシ

ー事業進化策２０項目」を始めとするタクシー事業の様々な取り組み状況に 

ついて、縷々発信してきたところ。 

 



 

この他、全タク連においては、少子・高齢化の急速な進行及びにＧＸ（グリ

ーントランスフォーメーション）、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

の大きな潮流の中、全国の会員事業者及び各都道府県協会と意見交換、情報  

交換を行い、緊密に連携を図りながら、 

 

・若年・女性・元気な中高年等良質な運転者の雇用 

 

・「事業用自動車総合安全プラン２０２５」に基づいた交通事故防止の徹底 

 

・２０５０年カーボンニュートラル達成を目指し、環境対応車の普及促進等

による環境対策の推進 

 

・ユニバーサルデザイン車両の普及促進等によるケア輸送体制の整備 

 

・妊婦応援タクシー・育児支援タクシーの普及促進による子育て支援の推進 

 

・乗合タクシーの普及促進による地域の高齢者等の移動支援の推進 

 

・地方自治体、地域の観光事業者と一体となった観光地における二次交通 

ネットワークの充実 

 

・スマホ配車の普及促進、キャッシュレス化の推進による利用者利便の向上

及び需要拡大 

 

等諸施策を積極的に推進してきたところ。



 

 

２．新型コロナウイルス感染症問題・燃料価格高騰問題への対応について 

（１）新型コロナウイルスに係る予防・まん延防止対策の徹底 

全タク連では、令和２年１月１４日我が国においても新型コロナウイルス 

感染者が確認されて以降、行政サイドからの指導・要請等に基づき、数次に  

わたり各協会を通じて傘下会員事業者に対し、新型コロナウイルス感染拡大 

防止対策の徹底等について周知を図っている。 

○令和２年１月２３日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルスに係る予防・まん延防止の徹底について」 

・令和２年１月１４日に我が国においても新型コロナウイルス感染者が確認

されたことから、乗務員を含む従業員に対し、咳エチケットや手洗い等、

通常の感染対策の徹底。 

○令和２年１月２９日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルスに係る予防・まん延防止の再徹底について」 

・令和２年１月２８日、渡航歴のないバス運転者が新型コロナウイルスに  

感染していたことが確認された。厚生労働省ホームページ「中華人民共和

国湖北省武漢市における新型コロナウイルス関連肺炎の発生について」 

及び同ホームページ「中華人民共和国湖北省武漢市で発生した新型コロナ

ウイルスに関連した感染症に関する Q＆A」を参考に引き続き感染対策を 

徹底するとともに、従業員に感染が確認された場合には、運輸局に対して

の報告について周知。 

○令和２年１月３１日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルスに係る予防・まん延防止の徹底について（要請）」 

・令和２年１月２９日に８例目の感染者が確認され、当該感染者は 同月２８

日に感染が確認されたバス運転者と同一のバスに乗車していたことから、

ヒトからヒトへの感染が疑われるところであり、引き続き感染の拡大防止

に向けて、マスクの着用、咳エチケット、手洗い等の対策の更なる徹底。 



 

 

○令和２年２月３日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルスに係る訪日外国人旅行者向けコールセンター等の周知に

ついて（協力要請）」 

・新型コロナウイルスを含む事故や非常時にも対応可能な訪日外国人旅行者

向けコールセンターの周知についての協力依頼。 

○令和２年２月７日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルス等の感染症対策の周知について（協力要請）」 

・新型コロナウイルス等の感染症対策について、内閣府ホームページに記載

の感染症対策への協力依頼チラシの掲示・配布等の協力依頼要請。 

○令和２年２月１４日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルスに係る予防・まん延防止の再徹底について（要請）」 

 ・始業点呼時に、運転者から疲労、疾病等の体調を申告させるなどにより、

運転者の健康状態を確実に把握する等の周知と平成２１年に新型インフル

エンザ流行時に全タク連が作成した「ハイタク事業におけるインフルエン

ザ感染防止対策」の活用を要請した。 

○令和２年２月１７日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルスに係る予防・まん延防止の再徹底について（要請）」 

・複数のタクシー運転者に感染が確認されたことから、始業点呼時の健康状

態の把握、マスクの着用確認及び体調不良が確認された際の適切な対応等

新型コロナウイルスに係る予防・まん延防止の再徹底を要請。 

○令和２年２月１８日 全国ハイヤー・タクシー連合会理事長通知 

「新型コロナウイルス防止対策の傘下会員への周知・徹底について（依頼）」 

 ・厚生労働大臣発表に係る「新型コロナウイルスを防ぐためには」の傘下会

員事業者への周知依頼。 

○令和２年３月６日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルス感染拡大を防止に向けたバス・タクシーの車内換気につ

いて（要請）」 

・新型コロナウイルス拡大を防止するため、エアコンを用いて外気を導入  

することや、乗客降車後に窓を開けての車内換気について傘下会員事業者

に要請。 



 

 

○令和２年４月１６日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルスの感染防止対策の徹底について（再要請）」 

・咳エチケットや手洗いの励行、マスクの着用、始業点呼時における検温等

による体調確認の徹底、車内換気の実施等の感染防止対策についての再徹

底を要請。 

○令和２年４月２４日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

 「新型コロナウイルス感染症対策下におけるアルコール検知器の取り扱いに

ついて」 

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、アルコール検知器の除菌及び誤  

検知の防止について、アルコール検知器協議会の知見を踏まえての留意 

事項について傘下会員事業者に周知。 

○令和２年５月１２日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「タクシー車内における新型コロナウイルスの感染防止について（再要請）」 

・乗務員と利用者の間で感染が拡大することを防止するため、 

・乗務員や利用者が触れる箇所の消毒。 

・運転席と後部座席の間の防菌シートの設置などの防護措置の導入。 

・後部座席に着席できるときは、利用者に対し、可能な限り後部座席へ

の乗車に理解を求めること 

について再要請した。 

○令和２年５月１４日 

「タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」作成 

・政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」をはじめと

する政府の諸決定を踏まえ、タクシーにおける新型コロナウイルス感染

症予防策として、実施すべき基本的事項についてのガイドラインを作成。 

○令和２年６月４日 

「タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン第２版」を

作成。 

・直近の知見及び夏季の熱中症対策等を盛り込んだ第２版作成した。 

○令和２年６月４日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「夏季における運転者の体調管理の徹底について（要請）」 

・コロナ感染症予防対策に加え、感染防止スクリーンの設置等により運転席

周辺の温度が上がることが想定されることから脱帽をはじめとする一層の

クールビーズの取り組みを進め、運転者が乗務しやすい環境を確保する 

こと。また、屋外で他人と十分な距離を確保できる場合にはマスクを外す

こと等について、運転者に指導することについて要請した。 

 

 



 

 

 

〇令和２年９月３０日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

「新型コロナウイルス感染拡大予防対策に関する調査協力のお願い」 

・万一、Go To トラベル事業を利用した旅行商品において新型コロナウイル

スの感染者が発症した場合の Go To トラベル事務局による新型コロナ  

ウイルス感染拡大予防対策に関する調査への協力及びタクシーにおける 

感染予防対策ガイドラインの徹底について要請した。 

〇令和２年１０月２６日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

Go To トラベル事業を利用した旅行商品における新型コロナウイルス感染者

が発生した際の調査について 

・国土交通省自動車局安全政策課長からの要請により、改めて Go Toトラベ

ル事業を利用した旅行商品における新型コロナウイルスの感染者が発症 

した場合の従業員の感染の有無や感染防止対策の実施状況等の調査協力及

びタクシーにおける感染予防対策ガイドラインの徹底について要請した。 

○令和２年１１月２７日 全国ハイヤー・タクシー連合会会長通知 

換気シミュレーションを踏まえたタクシー車内における新型コロナウイルス

の感染防止対策について（要請） 

・スーパーコンピューター富岳によるシミュレーション結果を踏まえ、 

１．エアコンを「外気導入モード」に設定し、車内換気を徹底すること。 

２．運転者のマスク着用を徹底及び乗客にもマスクの着用について理解・

協力を求めること。 

を要請した。 

○令和３年１１月１日 

「タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン第３版」を

作成。 

・感染力の強いデルタ株等の出現により、これまでクラスターの生じていな

い場所においてもクラスターが生じていることから、昨今の感染状況、  

新たなエビデンス及び感染症の専門家の指導・助言等を踏まえ「タクシー

における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」（第３版）を  

作成した。 

○令和４年１２月１４日 

「タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン第４版」を

作成。 

・感染拡大防止と社会経済活動の両立の観点から合理的な内容となるよう 

昨今の感染状況、新たなエビデンス及び内閣官房、国土交通省の指導・  

助言等を踏まえ、「タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策  

ガイドライン」（第４版）を作成した。 

 

 



 

 

○令和５年２月１０日 

「マスク着用の考え方の見直し等について」新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策本部決定。 

・令和５年２月１０日、新型コロナウイルス感染症対策本部において、新型

コロナウイルス感染症対策に関し、「マスク着用の考え方の見直し等に  

ついて」が決定され、「現在の取扱いを改め、行政が一律にルールとして

求めるのではなく、個人の主体的な選択を尊重し、着用は個人の判断に  

委ねることを基本」とすることとされた。 

○令和５年３月６日 

「タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン第５版」を

作成。 

・令和５年２月１０日、新型コロナウイルス感染症対策本部において「マス

ク着用の考え方の見直し等について」が決定され、新型コロナウイルス  

感染症対策におけるマスクについては、「着用は個人の判断に委ねること

を基本」とし、国民への周知期間や各業界団体及び事業者の準備期間等も

考慮して３月１３日から適用することとされたとことから、政府の方針 

及び内閣官房、国土交通省の指導・助言等を踏まえ、「タクシーにおける

新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」（第５版）を作成、３月

６日に公表し、３月１３日から実施することとした。 

○令和５年５月８日 

「タクシーにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン第５版」を

廃止。 

・「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の廃止（令和５年４

月２７日新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策本部決定）に伴い、基本的対処方針に基づ

く、業種別ガイドライン等の取組についても廃止となったことを踏まえ、

「タクシーにおける新型コロナウイルス感染症予防対策ガイドライン」を

令和５年５月８日をもって廃止とした。 



 

 

（２）感染予防・まん延防止対策のためのマスク等の調達 

   全タク連では、国土交通省、経済産業省及び民間のマスク製造事業者の  

支援・協力を得て、新型コロナウイルス感染防止のために必要なマスク、  

消毒液の調達を進めている。その概要、措置状況は以下の通りである。 

○ 新型コロナウイルス感染防止対策の実施状況聞き取り調査の実施 

令和２年２月５日、国際空港を抱える東京都、千葉県、愛知県、大阪府   

各協会の傘下会員事業者４３社に対し、新型コロナウイルスへの感染防止 

対策の対応状況等についてサンプル調査を行った。その結果、ほとんどの  

事業者がマスクの着用を義務づけまたは推奨しているが、マスク及び消毒液

の入手が困難な状況にあることが把握できた。このため、全タク連では、 サ

ンプル調査結果を報告するとともに、マスク及び消毒液の調達等を要望した。 

○ 国土交通大臣によるタクシー営業所視察 

令和２年２月１６日、国土交通大臣が東京都内のタクシー営業所を訪問 

し、点呼時の営業所における感染予防対策方法等を視察した。視察後、   

国土交通大臣からタクシー業界に対するマスク等の調達に関する支援が 

表明された。 

○ 国交省斡旋により全タク連で購入したガーゼマスクの協会への配布 

令和２年２月２１日、国交省の斡旋により、国内マスク製造事業者ガーゼ

マスク１０，８００枚を全タク連が購入して、地域の感染者の拡大状況や  

車両台数等に応じて各協会に所用枚数を配分した。 

○ ガーゼマスクの有償購入斡旋 

  令和２年２月２６日、国土交通省、経済産業省、国内マスク製造事業者

マスク供給に関する打ち合わせ会議が開催され、政府の要請を受け海外で

マスク製造ラインを新たに立ち上げたマスク製造事業者より、タクシー・

バス業界向けにガーゼマスクが有償で供給されることとなった。 

  【各タクシー協会の購入枚数】 

    ・令和２年３月分購入枚数  ３７万０，２００枚 

    ・同 年 ４月分購入枚数  １４万７，６００枚 

    ・同 年 ５月分      １３万２，２００枚 

・同 年 ６月分           ８００枚 

＊マスクは繰り返し使用可能のガーゼマスク 

    



 

 

○ エタノール消毒液の有償購入斡旋 

令和２年４月９日、国交省からエタノール供給事業者を通じて、消毒用エタ

ノール供給の可能性があるとの連絡があり、購入を希望する場合の 業界とし

ての必要数の事前調査の依頼があった。全タク連では、各協会に対して概ねの

必要数の聞き取り調査を行ない、その結果を同年４月１７日国交省に報告し

た。 

国土交通省において各業界からの購入希望を取り纏めた結果、全タク連には

１，２００本（１本、４．５リットル）が割り当てられ、各協会に車両台数に

応じて斡旋を行った。 

 



 

 

（３）緊急事態宣言と緊急経済対策等 

○ 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言 

令和２年４月７日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき新型

コロナウイルス感染症に関する緊急事態が発生した旨の宣言が発出され

た。 

また、同日付で改訂された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的   

対処方針」においては、緊急事態措置を実施すべき期間は令和２年４月７

日から令和２年５月６日までの１ヶ月間、実施すべき区域は、埼玉県、  

千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県の７都府県とされる

とともに、緊急事態措置に関する重要事項が定められた。 

令和２年４月１６日より緊急事態措置を実施すべき区域が全都道府県に

拡大され、令和２年５月４日には、緊急事態措置を実施すべき期間の令和

２年５月３１日までの延長が決定された。 

緊急事態宣言は、令和２年５月１４日に、東京都、神奈川県、千葉県、

埼玉県、京都府、大阪府、兵庫県、北海道を除く３９県について解除され、

同年５月２１日に京都府、大阪府、兵庫県が解除された。同年５月２５日

には東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、北海道が解除された。これによ

り全ての都道府県の緊急事態宣言が解除された。 

○ 事業の継続に関する要請等 

    緊急事態措置に関する重要事項として、緊急事態宣言下において「国民

生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者については、十分

に感染拡大防止対策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、業務の継続を要請

する」とされており、タクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求め

られる事業者として例示としてあげられていることから、令和２年４月８

日、国土交通省から全タク連に対し、業務の継続のための体制整備や感染

症対策の一層の推進についての要請があった。 

○ 新型コロナウイルス感染症に関する緊急経済対策 

①  令和２年４月７日、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策及び令和 

２年度第１次補正予算（一般会計歳出総額２５．７兆円）が閣議決定   

された。第 1次補正予算は令和２年４月３０日に成立。 

 国交省におけるタクシー関係の主な施策は以下の通りである。  

  １．感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発 

   ・「３密」を避ける行動の徹底等の感染拡大防止に向けた協力のお願い 

   ・マスク等の感染防止に係る備品の確保について、関係省庁等と調整 

  ２．雇用の維持と事業の継続 

   ・雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大 



 

 

   ・税制措置等 

   ・資金繰り対策 

   ・事業継続に困っている中小規模事業者等への支援 

  ３．次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復 

   ・観光・運輸業等に対する支援 

   ・地域経済の活性化 

  ４．強靱な経済構造の構築 

   ・防菌シート・感染防止仕切板等の導入に係る支援 

  ５．今後の備え 

   ・新型コロナウイルス感染症対策予備費を創設 

② 令和 2 年 5 月 27 日には令和２年度第２次補正予算（一般会計歳出総額   

３１．９兆円）が閣議決定された。また、同日付で旅客課長事務連絡    

「令和２年度第２次補正予算等のタクシー関係の主な施策について」が

発出された。第 2次補正予算は令和２年６月１２日に成立した。 

令和２年度第２次補正予算等のタクシー関係の主な施策は次の通りであ

る。 

・雇用調整助成金の拡充等 

・資金繰り対策の強化 

・家賃支援給付金（仮称）の創設 

・感染防止対策・事業継続支援 

○ 新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組 

  令和２年８月２８日、新型コロナウイルス感染症対策本部決定が公表さ

れ、感染拡大防止対策と社会経済活動との両立の道筋が示された。 

 【取組の柱】 

１．感染症法における入院勧告等の権限の運用の見直し 

２．検査体制の抜本的な拡充 

３．医療提供体制の確保 

４．治療薬、ワクチン 

５．保険所体制の整備 

６．感染症危機管理体制の整備 

７．国際的な人の往来に係る検査能力・体制の拡充 

○ 令和２年１２月８日、「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合

経済対策」（事業規模７３．６兆円）が閣議決定された。 

１．新型コロナウイルス感染症の拡大防止策 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充 

２．ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現 

・高性能フィルタを有する空気清浄機の導入などによるポストコロナを



 

 

見据えた地域公共交通の活性化・継続 

・ＧｏＴｏトラベル事業は、制度を段階的に見直しながら延長し、来年

６月末までとすることを基本の想定としつつ、感染状況を踏まえ柔軟

に対応 

・雇用調整助成金の特例措置等は、現行措置を来年２月末まで延長のう

え、３月以降、段階的に縮減し、５～６月にリーマンショック時並み

の特例とすることを基本の想定としつつ、感染状況や雇用情勢を踏ま

え柔軟に対応 

３．防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保 

・高齢運転者の交通安全対策に資するサポカーの購入支援 

・地域公共交通や鉄道駅のバリアフリー化促進 

４．新型コロナウイルス感染症対策予備費の適時適切な執行 

・現下の感染拡大の影響を踏まえ、感染拡大により予期せぬ不足を生じ

た必要な経費には、引き続き、「新型コロナウイルス感染症対策予備

費」の適時適切な執行により、迅速・機動的に対応   

○ 令和２年１２月１５日、令和２年度第３次補正予算（１９．２兆円）が 

閣議決定された。 

令和３年１月２８日、第３次補正予算が成立した。 

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止策 

１．医療提供体制の確保と医療機関等への支援 

２．検査体制の充実、ワクチン接種体制等の整備 

３．知見に基づく感染防止対策の徹底 

 ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充 

（１兆５，０００億円） 

４．感染症の収束に向けた国際協力 

Ⅱ．ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現 

１．デジタル改革・グリーン社会への実現 

２．経済構造の転換・イノベーション等による生産性向上 

 ・ポストコロナを見据えた地域公共交通の活性化・継続（３０５億円） 

３．地域・社会・雇用における民需主導の好循環の実現 

 ・ＧｏＴｏトラベル（１兆０，３１１億円） 

 ・雇用調整助成金による雇用維持の取組の支援（１兆４，６７９億円） 

 Ⅲ．防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保 

１．防災・減災、国土強靭化の推進 

２．自然災害からの復旧・復興の加速 

３．国民の安全・安心の確保 

○ 令和３年１月７日、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、東京、神奈川、千葉、

埼玉の一都三県を対象区域として新型コロナウイルス感染症に関する緊急



 

 

事態宣言が発出された。（１月８日から２月７日まで） 

○ 令和３年１月８日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、新型コ

ロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項として緊急事態宣言時に

事業の継続が求められる事業者については、「三つの密」を避けるための

取組を講じていただきつつ、事業の継続を求める」とされており、タクシ

ー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として例示とし

てあげられていることから、令和３年１月８日、国土交通省から全タク連

に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コロナウイ

ルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策の一層の推進についての

要請があった。 

○ 令和３年１月１３日、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、大阪、京都、兵庫、愛

知、岐阜、栃木、福岡を対象区域として新型コロナウイルス感染症に関す

る緊急事態宣言が発出された。（１月１４日から２月７日まで） 

○ 令和３年１月１４日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、新型コ

ロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項として緊急事態宣言時に

事業の継続が求められる事業者については、「三つの密」を避けるための

取組を講じていただきつつ、事業の継続を求める」とされており、タクシ

ー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として例示とし

てあげられていることから、令和３年１月１４日、国土交通省から全タク

連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コロナウ

イルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策の一層の推進について

の要請があった。 

〇 令和３年２月２日、緊急事態宣言期間の延長が決定 

緊急事態措置を実施すべ区域を埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐

阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県の１０都府県に変更す

るとともに、これらの区域において緊急事態措置を実施すべき期間を令和

３年３月７日まで延長することとした。（栃木県は解除） 

○ 令和３年２月３日、事業の継続に関する要請等 

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、新型コ

ロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項として緊急事態宣言時に

事業の継続が求められる事業者については、「三つの密」を避けるための

取組を講じていただきつつ、事業の継続を求める」とされており、タクシ

ー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として例示とし



 

 

てあげられていることから、令和３年２月３日、国土交通省から全タク連

に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コロナウイ

ルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策の推進についての要請が

あった。 

〇 令和３年２月２８日、緊急事態宣言を一部解除 

岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県の６府県について

緊急事態宣言を２月２８日をもって解除。埼玉県、千葉県、東京都、神奈

川県は３月７日まで継続。 

〇 令和３年３月５日、緊急事態宣言期間の延長が決定 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の４都県において、令和３年３月７

日までとされていた緊急事態措置を実施すべき期間について、令和３年３

月２１日までの延長が決定された。 

○ 令和３年３月８日、緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金受付開始 

令和３年１月に発令された緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要

不急の外出・移動の自粛により、売り上げが５０％以上減少する等の要件

を満たしたタクシー事業者等の中小法人等に対し、上限６０万円の一時支

援金を給付。 

○ 令和３年３月８日、事業の継続に関する要請等 

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、新型コ

ロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項として緊急事態宣言時に

事業の継続が求められる事業者については、「三つの密」を避けるための

取組を講じていただきつつ、事業の継続を求める」とされており、タクシ

ー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として例示とし

てあげられていることから、令和３年３月８日、国土交通省から全タク連

に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コロナウイ

ルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策の推進についての要請が

あった。 

○ 令和３年３月２１日 緊急事態宣言解除 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県について、３月２１日をもって、緊

急事態宣言を解除されたことにより、全ての都道府県の緊急事態宣言が解

除された。 

○ 令和３年４月１日 まん延防止等重点措置の実施を決定 

  ４月５日より、宮城県（仙台市）、大阪府（大阪市）、兵庫県（神戸市、

尼崎市、西宮市、芦屋市）の３県に対し、まん延防止等重点措置実施が決

定。（４月５日から５月５日まで） 

 



 

 

○ 令和３年４月９日 まん延防止等重点措置の追加実施を決定 

  ４月１２日より、東京都（２３区及び八王子市、立川市、武蔵野市、府

中市、調布市、町田市）、京都府（京都市）、沖縄県（那覇市、浦添市、宜

野湾市、沖縄市、うるま市、糸満市、豊見城市、南城市、名護市）の３都

府県に対しまん延防止等重点措置実施が決定。（京都府及び沖縄県は４月

５日から５月５日まで、東京は４月５日から５月１１日まで） 

 

 



 

 

○ 令和３年４月１６日 まん延防止等重点措置の追加実施を決定 

  ４月２０日より、埼玉県（さいたま市、川口市）、千葉県（市川市、船橋

市、松戸市、柏市、浦安市）、神奈川県（横浜市、川崎市、相模原市）、愛

知県（名古屋市）の４県に対しまん延防止等重点措置実施が決定。（４月

２０日から５月１１日まで） 

○ 令和３年４月２３日、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、東京、京都、大阪、兵

庫を対象区域として新型コロナウイルス感染症に関する緊急事態宣言が発

出された。（４月２５日から５月１１日まで） 

○ 令和３年４月２３日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年４月２３日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

○ 令和３年４月２３日 まん延防止等重点措置の追加実施を決定 

  ４月２５日より、愛媛県（松山市）に対しまん延防止等重点措置実施が

決定。（４月２５日から５月１１日まで） 

  併せて、宮城県、沖縄県に出されていたまん延防止等重点措置を５月 

１１日まで延長。 

○ 令和３年４月２４日 埼玉県、千葉県、神奈川県が、まん延防止等重点措

置区域を新たに追加 

  埼玉県が１３市町（川越市、所沢市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、

朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、ふじみ野市及び三芳町）、千

葉県が７市（千葉市 野田市 習志野市 流山市 八千代市 我孫子市 鎌ヶ谷

市）神奈川県が６市（鎌倉市、厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬

市）を措置区域に追加（４月２８日から５月１１日まで） 

〇 令和３年５月７日、緊急事態宣言の対象地域を追加、期間延長を決定 

緊急事態措置を実施すべき対象区域に愛知県、福岡県を追加するととも

に、緊急事態措置を実施すべき期間を令和３年５月３１日まで延長するこ

ととされた。 

併せてまん延防止等重点措置区域に北海道（札幌市）、岐阜（岐阜市、

大垣市、多治見市、関市、中津川市、羽島市、美濃加茂市、土岐市、各務

原市、可児市、瑞穂市、本巣市、岐南町、笠松町、養老町、北方町、５月



 

 

１６日から高山市、瑞浪市、恵那市、山県市、下呂市、御嵩町を追加）、

三重（桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町、四日市市、菰野町、朝日町、

川越町、鈴鹿市、亀山市、伊賀市、名張市）を５月９日から追加し、５月

１１日までとされていた実施期間を５月３１日まで延長することとされ

た。（宮城県は５月１１日で解除） 

○ 令和３年５月７日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年５月７日、国土交通省から

全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コ

ロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期すと

ともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請があ

った。 

〇 令和３年５月１４日、緊急事態宣言の対象地域を追加 

緊急事態措置を実施すべき対象区域に北海道、岡山県、広島県を追加し、

その期間を５月１６日から５月３１日までとした。 

併せてまん延防止等重点措置区域に群馬（前橋市、高崎市、伊勢崎市、

太田市、沼田市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、玉村町）、石川（金

沢市）、熊本（熊本市）を追加し、その期間を５月１６日から６月１３日

までとされた。 

〇 令和３年５月２１日、緊急事態宣言の対象地域を追加 

緊急事態措置を実施すべき対象区域に沖縄県を追加し、その期間を５月

２３日から６月２０日までとされた。 

併せてまん延防止等重点措置区域に指定されていた愛媛県については、

５月２２日に解除することとされた。 

○ 令和３年５月２４日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年５月２４日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

〇 令和３年５月２８日、緊急事態宣言の期間延長を決定 

北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県及

び福岡県において緊急事態措置を実施すべき期間を令和３年６月２０日ま



 

 

で延長することとされた。 

また、同じく埼玉県、千葉県、神奈川県、岐阜県及び三重県において 

まん延防止等重点措置を実施すべき期間を令和３年６月２０日まで延長す

ることとされた。（群馬、石川、熊本は変更なし（6月１３日まで）） 

○ 令和３年５月２８日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年５月２８日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

〇 令和３年６月１７日、緊急事態宣言を解除（沖縄県を除く） 

緊急事態宣言については、北海道、東京都、愛知県、京都府、大阪府、

兵庫県、岡山県、広島県、福岡県について、６月２０日をもって解除する

こと、沖縄県について、７月１１日まで延長することを決定。 

まん延防止等重点措置については、緊急事態宣言が解除された北海道、

東京都、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県を新たに対象とし、期

間は７月１１日までとすること、埼玉県、千葉県、神奈川県については、

７月１１日まで延長すること、岐阜県、三重県については、６月２０日を

もって終了することを決定。 

○ 令和３年６月１７日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年６月１７日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

○ 令和３年７月８日、東京に４度目の緊急事態宣言 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、緊急事態宣言の対象区

域として７月１２日から東京都を追加し、また、沖縄県については緊急事

態宣言を実施すべき期間を８月２２日まで延長することとされた。 

まん延防止等重点措置については、埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪府

について、８月２２日まで延長すること、北海道、愛知県、京都府、兵庫

県、福岡県については、７月１１日をもって解除することとされた。 



 

 

○ 令和３年７月９日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年７月８日、国土交通省から

全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コ

ロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期すと

ともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請があ

った。 

〇 令和３年７月３０日、緊急事態宣言の対象地域の追加及び期間延長 

緊急事態措置を実施すべき対象区域に埼玉県、千葉県、神奈川県、大阪

府が追加され、その期間を８月２日から８月３１日までとするとともに、

すでに宣言が出されていた東京都と沖縄県の緊急事態措置を実施すべき期

間を同じく令和３年８月３１日まで延長することとされた。 

 併せて、まん延防止重点措置区域から埼玉県、千葉県、神奈川県及び大

阪府を除外し、北海道、石川県、京都府、兵庫県及び福岡県を追加する変

更を行い、これらの道府県においてまん延防止等重点措置を実施すべき期

間を令和３年８月２日から令和３年８月３１日までとされた。 

○ 令和３年７月３０日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年７月３０日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

〇 令和３年８月５日、まん延防止等重点措置区域を新たに追加 

政府は、まん延防止重点措置区域に福島県、茨城県、栃木県、群馬県、

静岡県、愛知県、滋賀県及び熊本県を加える変更を行うとともに、これら

の県においてまん延防止等重点措置を実施すべき期間を令和３年８月８日

から令和３年８月３１日までとした。 

〇 令和３年８月１７日、緊急事態宣言の対象地域の追加及び期間延長 

緊急事態措置区域として埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府及

び沖縄県に加え、８月２０日より茨城県、栃木県、群馬県、静岡県、京都

府、兵庫県及び福岡県が追加され、その期間が令和３年９月１２日まで延

長された。 

併せて、８月２０日より、まん延防止重点措置区域から茨城県、栃木県、



 

 

群馬県、静岡県、京都府、兵庫県及び福岡県を除外し、宮城県、富山県、

山梨県、岐阜県、三重県、岡山県、広島県、香川県、愛媛県及び鹿児島県

を追加する変更を行い、これらの県においてまん延防止等重点措置を実施

すべき期間については、令和３年８月３１日までとされた。 

○ 令和３年８月１７日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年８月１７日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

〇 令和３年８月２５日、緊急事態宣言等の対象地域の追加 

緊急事態措置区域 として茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、静岡県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県及び沖縄

県に加え、北海道、宮城県、岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、岡山県

及び広島県を追加する変更を行うとともに、北海道、宮城県、岐阜県、

愛知県、三重県、滋賀県、岡山県及び広島県において緊急事態措置を実

施すべき期間については令和３年８月２７日から令和３年９月１２日ま

でとされた。 

併せて８月２７日より、まん延防止重点措置区域から北海道、宮城県、

岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、岡山県及び広島県を除外し、高知県、

佐賀県、長崎 県及び宮崎県を追加する変更を行うとともに、高知県、佐

賀県、長崎県及び宮崎県においてまん延防止等重点措置を実施すべき期

間については令和３年８月２７日から令和３年９月１２日までとされ

た。 

○ 令和３年８月２５日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年８月２５日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

 

 



 

 

〇 令和３年９月９日、緊急事態宣言等の期間延長 

北海道、茨城県、栃⽊県、群⾺県、埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川

県、岐⾩県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、⼤阪府、兵庫

県、広島県、福岡県及び沖縄県において緊急事態措置を実施すべき期間

を令和３年９⽉３０⽇まで延⻑することとされた。宮城県及び岡⼭県に

ついては、９⽉１２⽇をもって緊急事態措置区域から除外された。 

併せて、まん延防止重点措置については、緊急事態措置区域から除外

された宮城県及び岡⼭県を追加するとともに、福島県、⽯川県、⾹川県、

熊本県、宮崎県及び⿅児島県とともに実施すべき期間については、令和

３年９⽉３０⽇までとされた。 

また、富⼭県、⼭梨県、愛媛県、⾼知県、佐賀県及び⻑崎県について

は、９⽉１２⽇をもってまん延防⽌等重点措置解除された。 

○ 令和３年９月９日、事業の継続に関する要請等 

    「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和３年８月２５日、国土交通省か

ら全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型

コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請が

あった。 

〇 令和３年９月２８日、全ての緊急事態宣言、まん延防止重点措置の解除 

政府は、９⽉３０⽇をもって全ての緊急事態措置及びまん延防⽌等重

点措置を終了することを決定した。 

○ 令和３年１１月１９日 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を

閣議決定 

 タクシーに関連する主な施策は以下の通り。 

第２章 本経済対策のねらい 

●新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の枠組みを活用し、地

方の実情に合わせた取組を支援する。 

第３章取り組む施策 

●事業者への支援 

・「事業復活支援金（仮称）」として事業規模に応じて支給 

基準期間同月比５０％以上減少上限２５０万円 

〃     上限１５０万円 

・政府系金融機関による実質無利子・無担保融資及び危機対応融資は来年３

月まで 

●生活・暮らしへの支援 

・雇用調整助成金の特例措置等は、特に業況が厳しい企業等に配慮しつつ、



 

 

令和４年３月まで延長する。 

●エネルギー価格高騰への対応 

・最近のガソリン、灯油、軽油、重油、ＬＰＧ価格等の高騰を踏まえ農業、

漁業、運輸など関係業界やお困りの方々への支援を実施する 

・経営に大きな影響を受けている地域公共交通の維持に向けた事業者の取組

を支援する 

●安全・安心を確保した社会経済活動の再開 

・旅行、飲食、イベント参加等への消費喚起を行う Go To キャンペーン業

等の新たな需要喚起策を、飲食店の第三者認証制度やワクチン接種証明書等

を活用し、より安全・安心を確保した制度に見直した上で実施する。（地域

共通クーポンの仕組みを含む） 

●未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動 

・2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ戦略 

・テレワーク、ドローン宅配、自動配送、自動運転などデジタルの地方から

の実装 

・国家戦略特別区域を活用したスーパーシティ構想の早期実現を図る 

・観光立国の復活 

地域観光事業支援 

地域のくらしを創るサスティナブルな地域公共交通の実現 

●分配戦略 

・最低賃金引上げの環境整備 

○ 令和３年１１月２６日、令和３年度補正予算閣議決定 

  令和３年１２月２０日、補正予算成立 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 6.8兆円 

・地域のくらしを創るサスティナブルな地域公共交通の実現等（燃油価格高

騰対策を含む・国土交通省）285億円の内数 

・地域一体となった観光地の再生・観光サービスの高付加価値化（観光と連

携した取り組みを行うタクシー事業者に対する支援・観光庁）約 1,000 億

円の内数 

○ 令和４年１月７日 まん延防止等重点措置の実施を決定 

１月９日より、広島県、山口県、沖縄県の３県に対し、まん延防止等重

点措置実施を決定。（１月９日から１月３１日まで） 

○ 令和４年１月１１日、事業の継続に関する要請等 

   「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者とし

て例示としてあげられていることから、令和４年１月１１日、国土交通

省から全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおけ

る新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万

全を期すとともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応する



 

 

よう要請があった。 

○ 令和４年１月１９日 まん延防止等重点措置の追加を決定 

１月２１日より、まん延防止等重点措置を実施する区域に、群⾺県、

埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐⾩県、愛知県、三重県、

⾹川県、⻑崎県、熊本県及び宮崎県を追加することを決定。（１月２１

日から２月１３日まで） 

○ 令和４年１月２０日、事業の継続に関する要請等 

   「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者とし

て例示としてあげられていることから、令和４年１月２０日、国土交通

省から全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおけ

る新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万

全を期すとともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応する

よう要請があった。 

○ 令和４年１月２５日 まん延防止等重点措置の追加・延長を決定 

１月２７日より、まん延防止等重点措置を実施する区域に、北海道、

⻘森県、⼭形県、福島県、茨城県、栃⽊県、⽯川県、⻑野県、静岡県、

京都府、⼤阪府、兵庫県、島根県、岡⼭県、福岡県、佐賀県、⼤分県及

び⿅児島県を追加することを決定。（１月２７日から２月２０日まで） 

併せて、広島県、⼭⼝県及び沖縄県においてまん延防⽌等重点措置を

実施すべき期間を２⽉２０⽇まで延⻑することを決定。 

○ 令和４年１月２６日、事業の継続に関する要請等 

   「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者とし

て例示としてあげられていることから、令和４年１月２６日、国土交通

省から全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおけ

る新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万

全を期すとともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応する

よう要請があった。 

○ 令和４年２月３日 まん延防止等重点措置の追加を決定 

２月５日より、まん延防止等重点措置を実施する区域に、和歌山県を

追加することを決定。（２月５日から２月２７日まで） 

○ 令和４年２月４日、事業の継続に関する要請等 

   「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者とし

て例示としてあげられていることから、令和４年２月４日、国土交通省



 

 

から全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける

新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全

を期すとともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよ

う要請があった。 

○ 令和４年２月１０日 まん延防止等重点措置の延長・追加を決定 

東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、群馬県、新潟県、岐阜県、愛知

県、三重県、香川県、長崎県、熊本県、宮崎県の１都１２県のまん延防

止等重点措置を３月６日まで延長を決定。 

また、高知県に同措置を適用し、期間は２月１２日から３月６日まで

とすることを決定。 

○ 令和４年２月１１日、事業の継続に関する要請等 

   「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者とし

て例示としてあげられていることから、令和４年２月１１日、国土交通

省から全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおけ

る新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万

全を期すとともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応する

よう要請があった。 

○ 令和４年２月１８日 まん延防止等重点措置の延長を決定 

北海道、⻘森県、福島県、茨城県、栃⽊県、⽯川県、⻑野県、静岡県、

京都府、⼤阪府、兵庫県、和歌⼭県、岡⼭県、広島県、福岡県、佐賀県、

⿅児島県の１道２府１４県のまん延防止等重点措置を３月６日まで延長

を決定。（⼭形県、島根県、⼭⼝県、⼤分県及び沖縄県については、２月

２０日で終了） 

○ 令和４年２月１９日、事業の継続に関する要請等 

  「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者とし

て例示としてあげられていることから、令和４年２月１９日、国土交通

省から全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおけ

る新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万

全を期すとともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応する

よう要請があった。 

○ 令和４年３月４日、令和３年度予備費の使用を閣議決定。 

タクシー事業者に対する液化石油ガス価格激変緩和対策事業に必要な

経費として９億円。 

○ 令和４年３月４日 まん延防止等重点措置の延長を決定 

北海道、⻘森県、茨城県、栃⽊県、群⾺県、埼⽟県、千葉県、東京都、



 

 

神奈川県、⽯川県、岐⾩県、静岡県、愛知県、京都府、⼤阪府、兵庫県、

⾹川県、熊本県の１８都道府県のまん延防止等重点措置を３月２１日ま

で延長を決定。（福島県、新潟県、⻑野県、三重県、和歌⼭県、岡⼭県、

広島県、⾼知県、福岡県、佐賀県、⻑崎県、宮崎県、⿅児島県について

は、３月６日で終了） 

○ 令和４年３月５日、事業の継続に関する要請等 

  「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、引き続

きタクシー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として

例示としてあげられていることから、令和４年３月５日、国土交通省から

全タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コ

ロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期すと

ともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請があ

った。 

〇 令和４年３月１７日、全てのまん延防止重点措置の解除 

政府は、３⽉２１⽇をもって全てのまん延防⽌等重点措置を終了する

ことを決定した。 

○ 令和４年４月２６日 「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等 

総合緊急対策」」を閣議決定 

 タクシーに関連する主な施策は以下の通り。 

Ⅰ．原油価格高騰対策  

１．激変緩和策  

●燃料油に対する激変緩和事業（経済産業省、国土交通省） 

  ➢燃料油価格の激変緩和策について、長引く原油価格の高騰・乱高下が

コロナ禍からの経済回復や国民生活への悪影響を与えることを防ぐ観

点から、新たに、基準価格を 168 円とし、支給幅を 35 円とするとと

もに、更なる超過分についても１／２を支援する制度を設けることで

備えを万全にする。また、航空機燃料も対象とする。 

なお、本事業が時限的、緊急避難的な措置であることを踏まえつつ、

今年度上半期中実施し、事業終了時に大幅な価格変動が生じることが

ないよう、一定期間経過後、基準価格の見直しを検討する。 

ＬＰガスを使用するタクシー事業者にも同様に支援を継続・拡充す

る 

  ２．業種別対策  

（３）運輸業  

●タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策（国土交通省）（再掲）  

➢ＬＰガスの価格高騰による負担軽減のため、原油価格高騰の激変緩

和制度（経済産業省）に準じて、タクシー事業者に対する支援を拡



 

 

充する。 

４．その他 

●観光事業者等への支援（国土交通省、農林水産省）  

➢新型コロナウイルス感染症や原油価格高騰等の影響を受ける観光事

業者等に対して、感染対策を図りつつ、地域が連携して実施する環

境に配慮した持続可能な観光の推進を図る取組への支援を実施し、

新型コロナウイルス感染症や原油価格高騰等の危機に対して強靱で

持続可能な観光を実現する。 

➢新型コロナウイルス感染症の状況やワクチンの接種状況等を踏ま

え、新たな Go To トラベル事業の開始については引き続き注意深く

検討していく。それまでの間も、感染防止策を講じつつ、地域観光

事業支援により観光需要の喚起を図る。 

➢観光産業を支援する取組として、地域一体となった観光地の再生・

観光サービスの高付加価値化事業を推進する。 

➢地域経済と国民の暮らしを支えるバス・タクシー、地方鉄道等の公

共輸送サービスを今後も安定的に提供していくため、公共交通のＤ

Ｘ化や電動車導入等を通じた経営の改善を図る取組を支援する。 

Ⅲ．新たな価格体系への適応の円滑化に向けた中小企業対策等 

●賃上げ・価格転嫁対策（内閣官房、経済産業省、公正取引委員会、

国土交通省、厚生労働省）  

➢積極的な賃上げや人材投資に取り組む中小企業に対し抜本的に拡充

された賃上げ促進税制、赤字でも賃上げした中小企業に対する補助

金の補助率の引上げ、公共調達や補助金において、賃上げ等を行う

企業に対する加点等の実施及び利用の促進を図るなど、あらゆる施

策を総動員し、新しい資本主義の時代にふさわしい賃上げが実現で

きるよう万全を期す 

●資金繰り支援等（財務省、経済産業省、金融庁、内閣府、農林水産

省、厚生労働省） 

➢金融庁等において金融機関から資金繰り支援の状況等についてヒア

リングを行うとともに、引き続き、返済猶予や条件変更等の取組状

況の報告を求め、金融機関の取組や事業者の業況をフォローしてい

く。 

➢新型コロナウイルス感染症で影響を受けた事業者に対し、政府系金



 

 

融機関による実質無利子・無担保融資及び危機対応融資等の９月末

までの延長を行い、資金繰り支援に万全を期す。 

➢政府系金融機関、信用保証協会、商工会議所、商工会連合会、各経

済産業局等に設置した「ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する

特別相談窓口」で、原油価格上昇の影響により資金繰りや経営に困

難を来している中小企業者の相談を引き続き受け付ける。 

➢事業再構築補助金を拡充し、新型コロナウイルス感染症に加え、原

油価格高騰等の影響も受ける事業者への支援を強化する 

Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援 

１．生活困窮者支援 

●雇用調整助成金の特例措置等の延長（厚生労働省）  

➢雇用調整助成金の新型コロナウイルス感染症にかかる特例措置等に

ついて、原油価格・物価高騰等による影響がコロナ禍からの経済回

復に及ぼす影響も十分に踏まえ、延長も含め、具体的な助成内容を

検討の上、５月末までに可及的速やかに公表する。 

３．地方公共団体の実施する対策への支援 

 ●新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内閣府）  

➢新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を拡充し、「コ

ロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」を創設する。これによ

り、運輸・交通分野をはじめとする中小企業者等の支援といった取

組をしっかりと後押しする 

Ⅴ．今後への備え 

●予備費の確保 

➢今後の災害、新型コロナウイルス感染症の再拡大や原油価格・物価

の更なる高騰等による予期せぬ財政需要に迅速に対応し、国民の安

心を確保するため、一般予備費について、本対策で使用した金額相

当を措置し、引き続き 5,000 億円の水準を確保するとともに、新型

コロナウイルス感染症対策予備費について、本対策で使用した金額

を踏まえ、「新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対

策予備費（仮称）」として改組・使途を拡大した上で、５兆円の水

準を確保する。 

 

 



 

 

○ 令和４年４月２８日、令和４年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策 

予備費（1兆１，１７０億円）及び令和４年度一般会計予備費（３，９４

０億円）の使用を閣議決定。 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 8 千億円、一般会計予

備費（３，９４０億円）から、タクシー事業者に対する液化石油ガス価格激変緩

和対策事業に必要な経費（令和４年４月～５月分）として約２８億円。 

○ 令和４年５月１７日、令和４年度補正予算（２．７兆円）閣議決定 

  令和４年５月３１日、補正予算成立 

   原油価格高騰対策 

   〇タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業  84億円 

○ 令和４年５月２４日、事業の継続に関する要請等 

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、マスクの

着用等について新たな方針が示された。本件について、令和４年５月２

４日、国土交通省から全タク連に対し周知要請がなされ、併せて、業務

の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コロナウイルス感染予

防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期すよう要請があった。 

○ 令和４年７月２１日、事業の継続に関する要請等 

  オミクロン変異株「ＢＡ．５」への置き換わりを見据え「新型コロナウ

イルス感染症対策の基本的対処方針」等が改正された。引き続きタクシ

ー事業は緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として例示と

してあげられていることから、令和４年７月２０日、国土交通省から全

タク連に対し、業務の継続のための体制整備やタクシーにおける新型コ

ロナウイルス感染予防対策ガイドラインによる感染症対策に万全を期す

とともに、都道府県等からの協力要請について適切に対応するよう要請

があった。 

○ 令和４年９月９日 「足元の物価高騰に対する追加策等について」物価・

賃金・生活総合対策本部で決定。 

 タクシーに関連する主な施策は以下の通り。 

２．エネルギー  

（２）業種別の原油価格高騰対策 

○ タクシー事業者へのＬＰガス価格高騰の負担軽減支援について、予備

費を措置し、 引き続き年内実施。 

○ 令和４年９月２０日、令和４年度予備費使用 閣議決定 

   〇タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業  ７０．５億円 

○ 令和４年１１月２８日、事業の継続に関する要請等 

  「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等が改正され、引

き続きタクシー事業は、感染防止に配慮しつつ事業の特性を踏まえ、必

要な事業の継続が求められる事業者として例示されていることから、令



 

 

和４年１１月２８日、国土交通省から全タク連に対し、どう対処方針の

変更について周知要請があった。 

○ 令和４年１１月８日、令和４年度第２次補正予算閣議決定 

  令和４年１２月２日、令和４年度第２次補正予算補正予算成立 

〇タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業  165億円 

〇旅客運送事業者への二種免許取得支援 等 

○ 令和５年１月３０日、事業の継続に関する要請等 

  「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等が改正され、引

き続きタクシー事業は、感染防止に配慮しつつ事業の特性を踏まえ、必

要な事業の継続が求められる事業者として例示されていることから、令

和５年１月３０日、国土交通省から全タク連に対し、どう対処方針の変

更について周知要請があった。 

   なお、新型コロナウイルス感染症対策本部は、「新型コロナウイルス感

染症の感染症法上の位置づけについて」（令和５年１月 27 日厚生科学審

議会感染症部会）を踏まえ、オミクロン株とは大きく病原性が異なる変

異株が出現するなどの特段の事情が生じない限り、５月８日から新型コ

ロナウイルス感染症（COVID-19）について、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症

法」という。）上の新型インフルエンザ等感染症に該当しないものとし、

５類感染症に位置づけることを決定した。 

○ 令和５年２月１３日、事業の継続に関する要請等 

  「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等が改正され、引

き続きタクシー事業は、感染防止に配慮しつつ事業の特性を踏まえ、必

要な事業の継続が求められる事業者として例示されていることから、令

和５年１月３０日、国土交通省から全タク連に対し、同対処方針の変更

について周知要請があった。 

   なお、令和５年２月１０日、新型コロナウイルス感染症対策本部にお

いて、新型コロナウイルス感染症対策に関し、「マスク着用の考え方の

見直し等について」が決定され、「現在の取扱いを改め、行政が一律に

ルールとして求めるのではなく、個人の主体的な選択を尊重し、着用は

個人の判断に委ねることを基本」とすることとされた。 

○ 令和５年３月２８日、令和４年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策

及び原油価格・物価高騰対策予備費（２兆２，２２６億円）の使用を閣議

決定。 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の電力・ガス・食料品

等価格高騰重点支援地方交付金を７千億円増額等。 

 



 

 

○令和５年４月２７日 

「「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を廃止」新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ

感染症対策本部決定。 

・新型コロナウイルス感染症について、感染症法の規定に基づき、令和５年

５月７日をもって同法の新型インフルエンザ等感染症と認められなくなる

旨が公表され、これに伴い、同月８日に同法の５類感染症に位置付けられ

ることとなったため、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」

は、令和５年５月８日に廃止することを決定。 

 



 

 

（４）国への支援要望 

○ 令和２年３月１１日 国土交通大臣、厚生労働大臣に対し、全タク連会長

名をもって、新型コロナウイルスによる深刻な影響に対するタクシー事業

への支援要望を行った。 

   【要望事項】 

1. マスク・消毒液などの感染防止に係る備品の優先的な供給。 

2. 公的融資制度のより一層の拡充、銀行等からの融資金の返済猶予、   

雇用  

3. 助成金の特例適用の拡大、赤字補填、休業補償などタクシー事業者に

対する助成金の創設・拡充。 

4. 待機時間の賃金支払いに対応するため、最低賃金の規制の例外的・   

弾力的な適用・運用。 

5. 感染防止のためタクシー事業者が行う安全対策等正確な情報の積極的

発信。 

○ 令和２年４月２０日 経済産業省に対し、補助対象が本年５月末までとさ

れているキャッシュレス・消費者還元事業に係る決済端末機の設置期限に

ついて、当面の間の延長することについて要望書提出。 

○ 令和２年４月２０日 経済産業省に対し、キャッシュレス・消費還元事業

に係る決算端末機の設置に関し、５月末までとされている決済端末の設置

期限の延長を要望した。これを受けて６月末まで延長された。 

○ 令和２年４月２３日 厚生労働大臣に対し、現下の緊急事態宣言下におい

て、隔日勤務等に対してタクシー事業者が２日分の休業手当を支払った場

合には、雇用調整助成金の休業日の計算において２日間休業したものとす

る旨、全国一斉的な取り扱いを要望した。 

○ 令和２年５月 12日 国土交通大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣に対し、

新型コロナウイルスによる深刻な影響に対するタクシー事業への支援要望

についての要望書を提出。 

要望の主な内容は次の通りである。 

  １．タクシー事業者への経営助成 

  ２．資金繰り支援 

  ３．雇用調整助成金の拡充 

  ４．公租公課の特例措置 

  ５．キャッシュレス・消費者還元事業の延長 



 

 

○ 令和２年５月２５日 厚生労働大臣に対し、現在６月３０日までとされ

ている雇用調整助成金の特例措置に関し、新型コロナウイルスによる問題

が一段落するまでの間、特例措置の延長を要望。 

（令和２年６月１２日付け、特例措置の期間令和２年９月３０日まで延長決

定） 

○ 令和２年６月１２日 経済産業大臣に対し、タクシー事業者が事業を営

むにあたり設置が義務付けられている営業所、自動車車庫、仮眠又は睡眠   

施設などの設備を賃貸借契約により賃借している事業者が多く存在する 

ことから、これら事業者の事業用施設全般を家賃支援給付金の補助対象と

するよう要望書を提出した。 

○ 令和２年６月２４日 観光庁に対し、新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえた政府の第１次補正予算におけるGo Toキャンペーン事業につい

て、付与される地域共通クーポン等については、タクシー利用など旅行先

での移動経費も対象であることを明確にし、広く周知・広報することなど

を要望した。 

○ 令和２年７月１３日 国土交通省・厚生労働省に対し、令和３年度予算

編成・税制改正に関する要望書を提出した。新型コロナウイルス感染症対

策関係の要望事項は下記のとおり。 

 【税制関係】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、極めて深刻な状況に直面す

るタクシー事業者に対し、法人税、消費税、固定資産税、事業所税、自

動車関係諸税等について負担軽減措置。 

 【予算関係】 

   ・タクシー事業者への経営助成 

   ・資金繰り等への支援 

   ・雇用調整助成金の拡充 

   ・Go To Travel キャンペーンの推進によるタクシー需要の復活  

○ 令和２年８月２０日 国土交通大臣に対し、「新型コロナウイルス感染

拡大の影響を踏まえたタクシー事業者による有償貨物運送について」に

関する要望書を提出した。 

【要望書概要】 

この度の新型コロナウイルス感染症の影響により、タクシー需要は激

減し、極めて厳しい経営環境にある一方、飲食店における営業自粛等の

ため、飲料・食料の配送へのニーズは大きかったところです。 

こうした状況から、タクシー事業者は、一定の制限の下、食料・飲料

の配送を行うことが時限的・特例的に許可され、このサービスを通じて、

緊急事態宣言下において在宅で過ごさざるを得なかった国民の皆様に、

生活に不可欠な食料・飲料を運ぶことにより、社会インフラとしての使

命を果たすことができたものと考えており、実際に飲食店・利用者から



 

 

も好評でした。 

今後も「新しい生活様式」下において、食料・飲料の配送については

常態的な利用者のニーズが見込まれ、かつ、国民生活にも直結するサー

ビスであることを踏まえ、ウィズコロナ時代の新しいビジネスモデルと

して定着させる観点から、時限的・特例的な措置ではなく、手続きの簡

素化や審査要件の緩和等にも充分に考慮して頂くとともに、特例許可の

期限が到来する 10 月 1 日以降においてもシームレスに継続して実施で

きるよう必要な措置を講じていただくよう強く要望いたします。 

○ 令和２年８月２４日 加藤勝信厚生労働大臣に対し、全国ハイヤー・タ

クシー連合会、全国トラック協会、日本バス協会の３団体合同で、雇用

調整助成金の一層の拡充及び現在本年９月３０日までとなっている雇用

調整助成金の特例措置の事態が収束するまでの間の延長について要望し

た。 

（令和２年８月２８日付け、特例措置の期間令和２年１２月３１日まで延

長決定） 

○ 令和２年９月２９日 梶山経済産業大臣に対し、家賃給付金制度の申

請・準備書類が多く煩雑なこと等から給付金の支払いまでに相当な期間

を要していることから、申請手続きの簡素化、提出書類の削減について

要望書を提出した。 

○ 令和２年９月２９日 田村憲久厚生労働大臣に対し、エッセンシャルサ

ービス産業であるタクシー事業に従事する運転者に、優先的にインフル

エンザワクチンの接種が受けられるよう要望書を提出した。 

○ 令和２年１０月５日 厚生労働省職業安定局長に対し、雇用調整助成金

の特例措置の期間延長等について、全タク連武居副会長、神谷理事長等

が直接面談の上要請した。 

○ 令和２年１１月２日 田村憲久厚生労働大臣に対し、雇用調整助成金の

特例措置について、新型コロナウイルス感染症問題が収束するまでの延

長及び一層の拡充をするよう要望書を提出した。 

○ 令和２年１１月１６日 赤羽国土交通大臣に対し、新型コロナウイルス

による急激な需要低下に伴う休車の特例措置について、事態が収束する

までの間、延長するよう要望書を提出した。 

○ 令和２年１１月１８日 （一社）全国旅行業協会、（一社）日本ホテル

協会、（一社）日本旅館協会等に対し、Go To トラベル地域共通クーポ

ンが登録したハイヤー・タクシーで利用できることの傘下会員会社への

周知徹底について要請した。 

○ 令和３年１月６日「新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に係るﾜｸﾁﾝの接種について（案）」  

   内閣官房新型コロナウイルス感染症対策室のパブリックコメントの募

集に対し、公共交通機関であるタクシー事業に従事する運転者等につい

て優先的にワクチン接種を受けることができるよう意見書を提出。 



 

 

○ 令和３年１月１２日 田村憲久厚生労働大臣に対し、雇用調整助成金の

特例措置について、新型コロナウイルス感染症問題が収束するまで延長

するよう要望書を提出した。 

○ 令和３年１月２２日 赤羽一嘉国土交通大臣に対し「新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症

に係るﾜｸﾁﾝ接種についての要望書」を提出 

全タク連、全ト協、日バス協の会長が国土交通大臣と面談し、エッセ

ンシャルワーカーであるドライバーについても優先的に新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感

染症に係るﾜｸﾁﾝ接種が受けられるように要望書を提出。 

○ 令和３年２月３日 赤羽国土交通大臣に対し、新型コロナウイルスによ

る急激な需要低下に伴う休車の特例措置について、事態が収束するまで

の間、延長するよう要望書を提出した。 

○ 令和３年２月４日 田村憲久厚生労働大臣に対し、新型コロナウイルス

感染症問題が収束するまでの間、厚生年金保険料等の納付猶予の特例措

置の延長及び社会保険料、労働保険料の減免について要望書を提出した。 

○ 令和３年４月８日 赤羽国土交通大臣に対し、新型コロナウイルスによ

る急激な需要低下に伴う休車の特例措置について、事態が収束するまで

の間、延長するよう要望書を提出した。 

○ 令和３年４月２６日 田村憲久厚生労働大臣に対し、エッセンシャルサ

ービス産業かつ社会インフラであるタクシー事業の維持、継続のため、

雇用調整助成金の一層の拡充と現在緊急事態宣言解除翌月までとなって

いる雇用調整助成金の特例措置を事態が終息するまでの間延長するよう

要望書を提出した。 

○ 令和３年４月２６日～２７日 上記要望書を携え、雇用調整助成金の特

例措置の期間延長等について、全タク連武居副会長、神谷理事長等が与

野党議連幹部に対し面談の上要請した。 

○ 令和３年４月３０日 田村憲久厚生労働大臣に対し、エッセンシャルサ

ービス産業かつ社会インフラであるタクシー事業の維持、継続のため、

厚生年金保険料等の納付猶予に係る延滞金について事態が終息するまで

の間、全額免除するよう要望書を提出した。 

○ 令和３年７月９日 田村憲久厚生労働大臣に対し、エッセンシャルサー

ビス産業かつ社会インフラであるタクシー事業の維持、継続のため、雇

用調整助成金の一層の拡充と現在緊急事態宣言解除翌月までとなってい

る雇用調整助成金の特例措置を、ワクチン接種が全国的に普及し新型コ

ロナウイルス感染症問題が終息するまでの間延長するよう要望書を提出

した。 

○ 令和３年７月１３日 赤羽国土交通大臣に対し、新型コロナウイルスに

よる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について、事態が収束するま

での間、延長するよう要望書を提出した。 

 



 

 

○ 令和３年８月３日 田村憲久厚生労働大臣に対し、全タク連、全ト協、

日バス協の三団体連名により、最低賃金について今後行われる地方の審

議会において中小企業・小規模事業者事業者や地域経済の窮状を考慮し

た検討が行われること及び中小企業・小規模事業者事業者への支援や雇

用対策に万全を期すよう要望書を提出した。 

○ 令和３年８月１６日 田村憲久厚生労働大臣に対し、雇用調整助成金の

特例措置の延長を要望 

１０月から全国で最低賃金を２８円以上引き上げることが最低賃金審

議会で答申され、歩合給を中心とするタクシー業界においては、解雇や

廃業が続発することが懸念されることを踏まえ、エッセンシャルサービ

ス産業かつ社会インフラであるタクシー事業の維持、継続のため、雇用

調整助成金の一層の拡充と現在緊急事態宣言解除翌月までとなっている

雇用調整助成金の特例措置を事態が終息するまでの間延長するよう要望

書を提出した。 

○ 令和３年１０月８日 斉藤国土交通大臣に対し、新型コロナウイルスに

よる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について、事態が収束するま

での間、延長するよう要望書を提出した。 

○ 令和４年２月８日 後藤茂之厚生労働大臣に対し、エッセンシャルサー

ビス産業かつ社会インフラであるタクシー事業の維持、継続のため、雇

用調整助成金の特例措置を、現行のまま４月以降も、３回目のワクチン

接種や経口薬が全国的に普及し新型コロナウイルス感染症問題が終息す

るまでの間、延長するよう要望書を提出した。 

○ 令和４年４月１日 斉藤国土交通大臣に対し、ＬＰＧ価格の高騰により

危機に瀕するタクシー業界からの要望書を提出 

今般のロシアによるウクライナ侵略の影響もあり、令和２年度に比べ

約２倍程度価格が高騰しているＬＰＧについて、１．燃料の安定供給の

確保と燃料費高騰対策のための各種支援の拡充 ２．石油ガス税及び石

油石炭税の緊急減税 ３．運賃改定の速やかな実施の三点を求める要望

書を提出した。 

○ 令和４年５月１１日 後藤茂之厚生労働大臣に対し、エッセンシャルサ

ービス産業かつ社会インフラであるタクシー事業の維持、継続のため、

雇用調整助成金の特例措置を、現行のまま７月以降も現行のまま延長す

るよう要望書を提出した。 

○ 令和４年６月２３日 和田観光庁長官に対し、全国を対象とした観光需

要喚起策の実施に係るタクシー利用の促進について要望書を提出。 

 １．本観光需要喚起策における割引上限額である一泊あたり８，０００円

の対象となる交通機関にタクシーを明記するとともに、旅行代理店、利

用者等に対し周知していただきたい。 

 ２．本観光需要喚起策におけるクーポン券の取扱いについて、ハイヤー・



 

 

タクシーでの利用を対象とするとともに、旅行代理店、利用者等に対し

周知していただきたい。 

○ 令和４年８月３日 後藤茂之厚生労働大臣に対し、エッセンシャルサー

ビス産業かつ社会インフラであるタクシー事業の維持、継続のため、雇

用調整助成金の特例措置を、現行のまま１０月以降も現行のまま延長す

るよう要望書を提出した。 

○ 令和４年８月２４日 斉藤国土交通大臣に対し、全日本トラック協会、

全タク連、日本バス協会の 3 団体連名により、燃料価格激変緩和措置等

の延長に関する要望書を提出 

令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰相当分の支援措置

等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について要望書を提出した。 

○ 令和４年８月２４日 西村経済産業大臣に対し、全日本トラック協会、

全タク連、日本バス協会の 3 団体連名により、燃料価格激変緩和措置等

の延長に関する要望書を提出 

令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰相当分の支援措置

等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について要望書を提出した。 

○ 令和４年９月５日 自民党 萩生田政務調査会長に対し、自民党タク・

ハイ議連、トラック議連、バス議連の 3 議連の連名により、燃料価格激

変緩和措置等の延長に関する要望書を提出 

令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰相当分の支援措置

等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について要望書を提出した。 

○ 令和４年９月６日 鈴木財務大臣に対し、自民党タク・ハイ議連、トラ

ック議連、バス議連の 3 議連の連名により、燃料価格激変緩和措置等の

延長に関する要望書を提出 

令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰相当分の支援措置

等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について要望書を提出した。 

○ 令和４年９月６日 斉藤国土交通大臣に対し、自民党タク・ハイ議連、

トラック議連、バス議連の 3 議連の連名により、燃料価格激変緩和措置

等の延長に関する要望書を提出 

令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰相当分の支援措置

等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について要望書を提出した。 

○ 令和４年９月６日 西村経済産業大臣に対し、自民党タク・ハイ議連、

トラック議連、バス議連の 3 議連の連名により、燃料価格激変緩和措置

等の延長に関する要望書を提出 

令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰相当分の支援措置

等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について要望書を提出した。 

 

 

 



 

 

○ 令和５年５月１８日 斉藤国土交通大臣に対し、新型コロナウイルスに

よる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について、事態が収束するま

での間、延長するよう要望書を提出した。 

 

○ 全タク連においては、毎月全国の協会の協力を得て作成した売り上げ、

輸送実績に係るデータを活用し、川鍋会長を先頭に関係行政機関に対し、

コロナ対策に係る支援要望活動を鋭意実施中 

 

 



 

 

（５）国会議員等に対する働きかけ 

○ 令和２年３月１８日 公明党新型コロナウイルス感染症対策本部・国土 

交通部会合同会議ヒアリング 

・ 公明党新型コロナウイルス感染症対策本部・国土交通部会合同会議  

より、新型コロナウイルス感染症による影響に関するヒアリングを   

受け、川鍋会長より、感染予防に係る備品の優先的供給、資金繰り

が厳しくなっている事業者に対する支援、雇用調整助成金の拡大・

充実等について要望した。 

○ 令和２年３月１９日 自民党国土交通部会ヒアリング 

・ 自民党国土交通部会より、新型コロナウイルス感染症による影響に

関するヒアリングを受け、川鍋会長より、感染予防に係る備品の優

先的供給、資金繰りが厳しくなっている事業者に対する支援、雇用

調整助成金の拡大・充実等について要望した。 

○ 令和２年３月２３日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会 

・ 渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員、国土交通省、厚生労

働省，金融庁参加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイ

ヤー議員連盟総会が開催された。全タク連からは、川鍋会長、坂本

最高顧問をはじめ、正副会長メンバーが出席した。総会は、「新型

コロナウイルス感染症による影響」について、活発な意見交換が行

われた。 

○ 令和２年３月２３日 公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇話会総会 

・ 高木陽介会長代行をはじめとする多数の国会議員、国土交通省、内

閣官房、厚生労働省、金融庁出席の下、衆議院第一議員会館におい

て開催された。全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問をはじめ

正副会長会議メンバーが出席した。総会は、「新型コロナウイルス

感染症による影響」について、活発な意見交換が行われた。 

○ 令和２年３月２４日 タクシー政策議員連盟総会 

・ 増子輝彦会長をはじめとする多数の国会議員、国土交通省、ハイタ

クフォーラム出席の下、衆議院第２議員会館において開催された。

全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問をはじめ正副会長会議メ

ンバーが出席した。総会は、「新型コロナウイルス感染症による影

響」について、活発な意見交換が行われた。 



 

 

【与野党議連総会等での要望事項】 

1. 乗務員等の新型コロナウイルス感染防止に努めるため、  

マスクや消毒液などの感染防止に係る備品について、公共

交通機関であるタクシー事業者等への優先的な供給をお願

いします。 

2. タクシーを利用されるお客様の安心を担保するために、  

防菌シート、感染防止仕切り板などを車内に設置した場合、

その費用の助成をお願いします。 

3. 感染防止のためタクシー事業者が行う安全対策等正確な  

情報の積極的な発信をお願いします。 

4. 資金繰りが厳しくなっている事業者に対する支援として、 

① 公的融資制度のより一層の拡充（無利子・無担保の返済   

期間の猶予を含む②固定資産税、事業者税、自動車税等の

軽減などの税制特例措置③金融機関からの融資金返済猶予

④金融機関による貸し剥がしの防止⑤社会保険料、労働  

保険料の減免⑥赤字補填などタクシー事業者に対する   

助成・支援の創設・拡充を是非ともお願いします。 

5. ドライバーの雇用継続のために、雇用調整助成金制度の  

拡大・充実、申請手続きの簡素化、迅速な支給について、

よろしくお願いいたします。特に以下の２点につき是非と

もお願いします。 

① 休業した場合の休業手当、教育訓練した場合の賃金相当

額についてリーマンショック時の引き上げと同様に助成

率を中小企業２／３→４／５、大企業１／２→２／３へ

引き上げること。 

② 教育訓練した場合の教育訓練費について、リーマンショ

ック時の引き上げと同様に１人 1 日当たりの加算額を 

引き上げること。（1 日 1,200 円→中小企業 6,000 円、  

大企業 4,000円） 

6. 歩合制が中心のタクシードライバーの雇用継続のために、

コロナウイルス問題が収束するまでの間、前年同月比ベー

スでみた給与減少分の賃金補填を是非ともお願いします。 



 

 

7. タクシー需要の激減、売り上げの激減による待機時間の  

賃金支払いに対応するため、コロナウイルス問題が収束  

するまでの間、最低賃金法の規制の例外的・弾力的な運用・

適用をお願いします。 

  具体的には、一方策として、最低賃金額割れとなる場合に

その不足額の補填を是非ともお願いします。 

 

 

○ 令和 2年 4月 24日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟会長への支援要請 

・ 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟渡辺会長、盛山事務局長に対し、   

全タク連川鍋会長、武居副会長兼労務委員長、理事長から、4 月 23

日に厚生労働大臣に要望した隔日勤務等に対してタクシー事業者が

２日分の休業 手当を支払った場合には、雇用調整助成金の休業日

の計算において２日間休業したものとする全国一斉的な取り扱いに

ついての  迅速な運用についての支援を要請した。 

○ 令和２年５月１２日から１５日にかけて ２次補正予算編成に向けての 

支援要望 

・ 川鍋会長、坂本最高顧問を先頭に、自民党、公明党及び野党議連に

対して、２次補正予算編成に向けての根回しを行った。 

○ 令和２年５月１８日 自民党政務調査会長に第２次補正予算編成に向け

ての要望書提出 

主な内容は次の通りである。 

・タクシー事業者への経営助成 

・資金繰り支援 

・雇用調整助成金の拡充 

・公租公課の特例措置 

・キャッシュレス・消費者還元事業の延長 

○ 令和２年５月 18日 公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇話会幹部会開催 

・川鍋会長、坂本最高顧問、武居副会長、理事長が出席して２次補正予

算編成に向けての支援を要望した。 

 

 

 



 

 

○ 令和２年６月２３日 自民党「地域公共交通の活性化及び再生を目指す 

議員連盟」総会開催 

  ・武居副会長兼労務委員長が出席し、新型コロナウイルス感染症により  

深刻な影響を受けているタクシー事業への経営助成、資金繰り支援、雇

用調整助成金の拡充、社会保険料、労働保険料等公租公課の特例措置及

び「Go To Travelキャンペーン」の推進によるタクシー需要の復活等の

支援を要望した。 

上記要望の結果、令和２年８月７日、日本政策金融公庫・中小中金等

による実質無利子融資の取り扱いについて、次の通り改善された。 

①日本政策禁輸公庫等の実質無利子融資に伴う利子補給の実施時期に

ついて、３年分の利子相当額を一括して顧客事業者に概算払いする方

式で利子補給を実施する。顧客事業者に対して８月末から順次利子補

給交付申請書の送付を開始する。 

②日本政策金融公庫の融資において、日本政策金融公庫本部から全国の

支店に対して、社会保険の支払いが融資条件であると顧客に受け取ら

れることがないよう顧客説明において十分に注意するよう周知され

た。 

○ 令和２年９月１０日 自民党観光産業振興議員連盟緊急集会開催 

・新型コロナウイルス対策に関連して極めて深刻な打撃を受けている観光

産業分野について、観光振興策への早急な立て直しを図るべく、自民党

観光産業振興議員連盟緊急集会が開催され、観光・交通関係業界の代表

から現状の聴取・意見交換が行われた。   

・全タク連からは、川野副会長、神谷理事長が出席し、新型コロナウイル

ス感染症により深刻な影響を受けているタクシー事業の現状説明と強

力なる支援の要望を実施。 

○ 令和２年１０月７日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会開催 

・ 渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局

長等参加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟

総会が開催された。 

・ 全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問をはじめとする正副会長メン

バーが出席した。 

 

 



 

 

・ 総会は、国土交通省自動車局長から「令和３年度予算要求・税制改正要

望等」及び「新型コロナウイルス感染症による影響及びその対応につい

て」の説明が行われ、その後、活発な意見交換が行われた。 

・ 総会では、タクシーが地域における公共交通機関かつ地方創生の担い手

として、新型コロナウイルス感染症の影響による「新しい生活様式」の

下でサービスの提供を継続し、利用者が安心して利用できるよう、国の

積極的な支援が必要不可欠であることから、「新型コロナウイルス感染

症による影響下においても、タクシーが公共交通機関としてサービスを

安定的に提供できるよう、感染防止対策を支援するとともに、運転者の

労働環境を維持・改善し、タクシー事業を継続するために必要な雇用調

整助成金や資金繰り支援の充実化、公租公課の負担軽減等を図り、また、

Go To Travel 事業の推進やタクシーデリバリー等の「新しい生活様式」

に合致したサービスの普及等によるタクシー需要の喚起策を支援する

こと」、「安全・安心の確保、利用者の保護等の観点から問題のある、

自家用車を用いたいわゆる「ライドシェア」の導入を認めないこと」等

を盛り込んだ決議が採択された。 

・ 議連総会終了後、参議院会館駐車場において感染防止対策を講じたタク

シー車両の視察が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

○ 令和２年１０月２７日 自民党 雇用問題調査会 松野博一会長に対し、

全タク連武居副会長兼労務委員長、神谷理事長より、雇用調整助成金の特

例措置について、新型コロナウイルス感染症問題が収束するまでの延長及

び一層の拡充を要望した。 

○ 令和２年１１月１１日 公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇話会開催 

・富田茂之会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局長等

参加の下、参議院議員会館において公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇

話会開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問をはじめとする正副会長メンバ

ーが出席し活発な意見交換がなされた。 

・全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けてい

るタクシー事業への経営助成、資金繰り支援、雇用調整助成金の拡充、社

会保険料、労働保険料、タクシーデリバリーサービス推進のための登録免

許税の軽減等公租公課の特例措置及び「Go To Travelキャンペーン」の推

進によるタクシー需要の復活等の支援を要望した。 

・会議終了後、参議院会館駐車場において感染防止対策を講じたタクシー車

両の視察が行われた。 

○ 令和２年１１月１２日 自民党政策懇談会開催 

・伊藤副会長、神谷理事長が出席し、新型コロナウイルス感染症により深刻

な影響を受けているタクシー事業への経営助成、資金繰り支援、雇用調整

助成金の拡充、社会保険料、労働保険料、タクシーデリバリーサービス推

進のための登録免許税の軽減等公租公課の特例措置及び「Go To Travelキ

ャンペーン」の推進によるタクシー需要の復活等の支援を要望した。 

○ 令和２年１１月１３日 全タク連川鍋会長、神谷理事長が、自民党雇用問

題調査会松野博一会長、川崎二郎議連顧問、渡辺博道議連会長、盛山正仁

議連幹事長、阿達雅志総理大臣補佐官（議連メンバー）に対し、雇用調整

助成金の特例措置について、令和３年１月１日以降、新型コロナウイルス

感染症問題が収束するまでの延長等コロナ対策支援について要望した。 

○ 令和２年１１月１８日 タクシー政策議員連盟 総会開催  

・新たに選出された辻元清美会長をはじめ多数の国会議員及び国土交通省自

動車局長等出席の下、衆議院議員会館においてタクシー政策議員連盟総会

が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問をはじめとする正副会長会議メ



 

 

ンバーが出席し活発な意見交換がなされた。 

・また、全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受

けているタクシー事業への経営助成、資金繰り支援、雇用調整助成金の拡

充、社会保険料、労働保険料、タクシーデリバリーサービス推進のための

登録免許税の軽減等公租公課の特例措置及び「Go To Travelキャンペーン」

の推進によるタクシー需要の復活等の支援を要望した。 

○ 令和２年１１月１９日 自民党自動車議連総会に 全タク連伊藤副会長、

神谷理事長が出席し、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受け

ているタクシー事業への支援を要望した。 

○ 令和２年１２月２日 自民党 新型コロナウイルス感染症対策本部 訪日

外国人観光客コロナ対策ＰＴに 全タク連 川野副会長、井出常務理事が出

席し、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けているタクシー

事業への支援を要望した。 

○ 令和３年１月１３日 自民党雇用問題調査会幹部及び与党タクシー議連幹

部に対し、全タク連 神谷理事長より雇用調整助成金の特例措置について、

新型コロナウイルス感染症問題が収束するまでの延長を要請した。 

○ 令和３年１月１３日 与党タクシー議連幹部に対し、全ﾀｸ連 神谷理事長

より、公共交通機関であるタクシー事業に従事する運転者等について優先

的にワクチン接種を受けることができるよう要請した。   

○ 令和３年２月１５日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会開催 

・ 渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局

長等参加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟

総会が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、田中副会長ほか、緊急事態

宣言発令中のため在京正副会長会議メンバーが出席し活発な意見交換

がなされた。 

・また、全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を

受けているタクシー事業への経営助成、資金繰り支援、雇用調整助成金

の特例措置の延長、社会保険料、労働保険料、タクシーデリバリーサー

ビス推進のための登録免許税の軽減等公租公課の特例措置、第３次補正

予算案に組み込まれた１．５兆円の新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金のタクシー事業への活用支援及び「Go To Travel キャ

ンペーン」の推進によるタクシー需要の復活等の支援を要望した。 

 



 

 

〇 令和３年３月２日 地方創生臨時交付金を活用した支援の働きかけ 

について文書を発出 

   ２月１５日開催の自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会で、議連とし

ても運輸局、各都道府県協会と連携して各都道府県に働きかけを行うべきと

の意見が出されたことを受けて、各都道府県知事充宛ての自民党タクシー・

ハイヤー議員連盟会長名の要請書を作成していただいたところ。全タク連で

は、各都道府県協会にあっては、地元選出の議連議員の協力をいただきつつ、

同要請書を活用して適宜、各都道府県に働きかけを実施されたい旨の会長名

の依頼書を発出。 

○ 令和３年５月１１日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟合同総会開催 

・ 渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局

長等参加の下、憲政記念館において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟、

バス議員連盟合同総会が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、武居副会長、

秋山委員長、佐藤委員長、川村委員長、藤原委員長、神谷理事長が出席

し活発な意見交換がなされた。 

・また、全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を

受けているタクシー事業への経営助成、第３次補正予算案に組み込まれ

た１．５兆円の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のタ

クシー事業への活用、令和３年度予算予備費で手当てされた５，０００

億円の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のタクシー

事業への活用支援、支援資金繰り支援、雇用調整助成金の特例措置の延

長、社会保険料、労働保険料、タクシーデリバリーサービス推進のため

の登録免許税の軽減等公租公課の特例措置、エッセンシャルワーカーた

るタクシー乗務員等に対する新型コロナウイルスワクチンの優先的接

種及び Go To Travel事業の推進によるタクシー需要の復活地域共通ク

ーポン券のタクシー利用促進に対するＰＲ等の支援を要望した。 



 

 



 

 

 

○ 令和３年５月１２日 タクシー政策議員連盟 総会開催 

・辻元清美会長をはじめ多数の国会議員及び国土交通省自動車局長等出席の

下、衆議院議員会館においてタクシー政策議員連盟総会が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、伊藤副会長、 

田中副会長、秋山委員長、佐藤委員長、川村委員長、神谷理事長が出席

し活発な意見交換がなされた。 

・また全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受け

ているタクシー事業への経営助成、第３次補正予算案に組み込まれた１．

５兆円の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のタクシー

事業への活用、令和３年度予算予備費で手当てされた５，０００億円の新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のタクシー事業への活

用支援、支援資金繰り支援、雇用調整助成金の特例措置の延長、社会保険

料、労働保険料、タクシーデリバリーサービス推進のための登録免許税の

軽減等公租公課の特例措置、エッセンシャルワーカーたるタクシー乗務員

等に対する新型コロナウイルスワクチンの優先的接種及び Go To Travel

事業の推進によるタクシー需要の復活地域共通クーポン券のタクシー利

用促進に対するＰＲ等の支援を要望した。 

○ 令和３年５月１８日 自民党雇用問題調査会開催 

・全タク連から武居副会長、神谷理事長、浅野労務部長が出席し、雇用調整

助成金の特例措置について、7 月以降、新型コロナウイルス感染症問題が

収束するまでの間の延長を強く要請した。 

○ 令和３年５月１９日 公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇話会、国土交

通部会合同会議開催 

・富田茂之会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局長等

参加の下、衆議院第２議員会館において公明党ハイヤー・タクシー振興

議員懇話会、国土交通部会合同会議が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、武居副会長、 

佐藤委員長、川村委員長、藤原委員長、神谷理事長が出席し活発な意見交

換がなされた。 

・また全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受け

ているタクシー事業への経営助成、第３次補正予算案に組み込まれた１．

５兆円の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のタクシー事



 

 

業への活用、令和３年度予算予備費で手当てされた５，０００億円の新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のタクシー事業への活用支

援、支援資金繰り支援、雇用調整助成金の特例措置の延長、社会保険料、

労働保険料、タクシーデリバリーサービス推進のための登録免許税の軽減

等公租公課の特例措置、エッセンシャルワーカーたるタクシー乗務員等に

対する新型コロナウイルスワクチンの優先的接種及び Go To Travel事業の

推進によるタクシー需要の復活地域共通クーポン券のタクシー利用促進に

対するＰＲ等の支援を要望した。 

○ 令和３年５月１９日 自民党国土交通部会開催 

・全タク連から川鍋会長、武居副会長、神谷理事長が出席し、雇用調整助

成金の特例措置について、7 月以降、新型コロナウイルス感染症問題が

収束するまでの間の延長を強く要請した。 

○ 令和３年７月２９日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟合同総会開催 

・渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局長

等参加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟が

開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、武居副会長、

伊藤副会長、秋山委員長、佐藤委員長、川村委員長、藤原委員長、神谷

理事長が出席し活発な意見交換がなされた。 

・また、全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を

受けているタクシー事業への経営助成、令和３年度予算予備費で手当て

された５，０００億円の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金のタクシー事業への活用支援、支援資金繰り支援、コロナ感染症問

題が終息するまでの雇用調整助成金の特例措置の延長、社会保険料、労

働保険料、タクシーデリバリーサービス推進のための登録免許税の軽減

等公租公課の特例措置、エッセンシャルワーカーたるタクシー乗務員等

に対する新型コロナウイルスワクチンの優先的接種及び Go To Travel

事業の推進によるタクシー需要の復活地域共通クーポン券のタクシー

利用促進に対するＰＲ等の支援を要望した。 

・総会では、政府においてタクシー等の公共交通機関が担う輸送サービス

の提供維持・確保に向けて、必要な財政上の措置等を講ずるべく、下記

の決議が採択された。 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

○ 令和３年１２月１日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会開催 

・渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局長

等参加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟が

開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、今井副会長、佐々木副会長、

川野副会長、伊藤副会長、滝川副会長、天野副会長、田畑副会長、信原

副会長、田中副会長、秋山委員長、佐藤委員長、藤原委員長、神谷理事

長が出席し活発な意見交換がなされた。 

・また、全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を

受けているタクシー事業への経営助成、コロナ感染症問題が終息するま

での雇用調整助成金特例措置の延長、令和３年度補正予算で手当てさ

れた 5000億円の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の

タクシー事業への活用支援、令和３年度補正予算編成に際して、新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充を図るとともに

タクシー事業への活用を支援資金繰り支援、公租公課の特例措置、Go To 

Travel 事業の推進によるタクシー需要の復活及び地域共通クーポン券

のタクシー利用促進に対するＰＲ、需要回復期に向けた新規採用推進

のための２種免許取得に対する支援、エッセンシャルワーカーたるタ

クシー乗務員等に対する３回目の新型コロナウイルスワクチン接種の

推進等の支援を要望した。 

・総会では、政府においてタクシー等の公共交通機関が担う輸送サービス

の提供維持・確保に向けて、必要な財政上の措置等を講ずるべく、下記

の決議が採択された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

○ 令和３年１２月２日 燃料価格高騰経営危機突破総決起大会開催（自民党） 

 自民党本部において全タク連、全ト協、日バス協の３団体合同による燃

料価格高騰経営危機突破総決起大会が開催された。 

・来賓として、渡辺博道会長をはじめとするタクシー・ハイヤー議連、ト

ラック議連、バス議連幹部など多数の国会議員及び国土交通省が出席。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、神谷理事長他

が出席した。 

・京都大学藤井教授から激励の挨拶がなされた。 

・三団体連名で下記５項目の大会決議を採択した。 

一、燃料価格高騰分の価格転嫁のための対策の実施 

一、軽油引取税、ガソリン税、石油ガス税等燃料税制対策の実施 

    一、燃料費負担の軽減に資する補助支援制度の創設 

    一、供給量の増加によるエネルギー価格低廉化方策の実施 

    一、高速道路料金の更なる割引の拡充 

○ 令和３年１２月２日 燃料価格高騰経営危機突破総決起大会開催（公明党） 

 第一ホテル東京において全タク連、全ト協、日バス協の３団体合同によ

る燃料価格高騰経営危機突破総決起大会が開催された。 

・来賓として、高木陽介公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇話会会長を

はじめとするタクシー・ハイヤー議員懇話会、トラック議員懇話会、バ

ス議員懇話会幹部など多数の国会議員及び国土交通省が出席。 

・全タク連からは、川野副会長、坂本最高顧問、神谷理事長他が出席した。 

・三団体連名で下記５項目の大会決議を採択した。 

一、燃料価格高騰分の価格転嫁のための対策の実施 

一、軽油引取税、ガソリン税、石油ガス税等燃料税制対策の実施 

    一、燃料費負担の軽減に資する補助支援制度の創設 

    一、供給量の増加によるエネルギー価格低廉化方策の実施 

    一、高速道路料金の更なる割引の拡充 

○ 令和４年２月１６日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会開催 

・渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局長

等参加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟が

開催された。 

・全タク連からは、坂本最高顧問、田中副会長、武居副会長、滝川副会長、

天野副会長、坂本副会長、信原副会長、漢副会長、秋山委員長、佐藤委

員長、川村委員長、藤原委員長、神谷理事長が出席し活発な意見交換が

なされた。 

・また、全タク連からは、新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を

受けているタクシー事業への経営助成、コロナ感染症問題が終息するま

での雇用調整助成金特例措置の延長、令和３年度補正予算（総合政策

局予算、観光庁予算）のタクシー事業支援への重点的投入、令和３年



 

 

度予算予備費で手当てされた５０００億円の新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金のタクシー事業への活用支援、令和３年度

補正予算において措置された新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金のタクシー事業への活用支援、資金繰り支援、公租公課の

特例措置、Go To Travel 事業の推進によるタクシー需要の復活及び地

域共通クーポン券のタクシー利用促進に対するＰＲ、需要回復期に向

けた新規採用推進のための２種免許取得に対する支援、エッセンシャ

ルワーカーたるタクシー乗務員等に対する３回目の新型コロナウイル

スワクチン接種の早期実施、燃料価格の高騰対応、タクシー乗務員の

労働環境の改善並びに 利用者利便向上を目的としたキャッシュレス

決済・アプリ配車に係る手数料等のコストアップ対応のための運賃改

定の速やかな実施等の支援を要望した。 

○ 令和４年８月３日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟幹部会開催 

・渡辺博道会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局長、

観光庁参事官（旅行振興）、厚生労働省職業安定局雇用開発企画課長等

参加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟が開

催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、武居副会長、

田中副会長、佐藤委員長、川村委員長、神谷理事長が出席し活発な意見

交換がなされた。 

・また、全タク連からは、燃料価格の高騰対応、タクシー乗務員の労働環

境の改善並びに 利用者利便向上を目的としたキャッシュレス決済・ア

プリ配車に係る手数料等のコストアップ対応のための運賃改定の速や

かな実施、タクシー事業への経営助成、令和４年度予算予備費において

措置された新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のタク

シー事業への活用支援、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金の拡充とタクシー事業への活用支援、コロナ感染症問題が終息する

までの雇用調整助成金特例措置の延長、資金繰り支援、公租公課の特例

措置、全国を対象とした観光需要喚起策の実施に関し、割引上限額が上

乗せされる交通付旅行商品の交通手段として、ハイヤー・タクシーが含

まれることの明記及びクーポン券のハイヤー・タクシーへの使用が可能

なことの周知徹底等の支援を要望した。 

○ 令和４年８月２４日 自民党トラック議連、タクシー・ハイヤー議連、バ

ス議連合同コアメンバー会議開催 

・渡辺博道会長をはじめとする各議連幹部など多数の国会議員及び国土交

通省自動車局長ほか行政からは総合政策局、観光庁、資源エネルギー庁、

厚労省労働基準局、職業安定局等参加の下、衆議院第 2 議員会館におい

て自民党トラック議連、タクシー・ハイヤー議連、バス議連合同コアメ

ンバー会議が開催された。 



 

 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、武居副会長、

佐藤委員長、神谷理事長が出席し活発な意見交換がなされた。 

・三団体から連名で、令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰

相当分の支援措置等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について

要望書を提出した。 

○ 令和４年８月２４日 公明党トラック、ハイヤー・タクシー、バス議員懇

話会合同コアメンバー会議開催 

・高木陽介会長をはじめとする各議連幹部など多数の国会議員及び国土交

通省自動車局長ほか行政からは総合政策局、観光庁、資源エネルギー庁、

厚労省労働基準局、職業安定局等参加の下、衆議院第 2 議員会館におい

て公明党トラック、ハイヤー・タクシー、バス議員懇話会合同コアメン

バー会議が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、武居副会長、

佐藤委員長、神谷理事長が出席し活発な意見交換がなされた。 

・三団体から連名で、令和４年９月末までとなっているＬＰガス価格高騰

相当分の支援措置等各業界に対する激変緩和措置の期限延長について

要望書を提出した。 

○ 令和５年４月２８日 タクシー政策議員連盟 総会開催  

・辻元清美会長をはじめ多数の国会議員、労働組合等出席の下、参議院議

員会館においてタクシー政策議員連盟総会が開催された。 

・全タク連からは、神谷理事長が出席し、タクシー業界を巡る諸課題につ

いて意見交換をおこなった。 

○ 令和５年５月１０日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会開催 

・盛山正仁幹事長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動車局

長、厚生労働省人材開発統括官付若年者・キャリア形成支援担当参事官、

法務省出入国在留管理庁政策調整室長、警察庁交通局運転免許課長等参

加の下、自民党本部において自民党タクシー・ハイヤー議員連盟総会が

開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、今井副会長、下山副会長、

川野副会長、武居副会長、伊藤副会長、滝川副会長、天野副会長、田畑

副会長、坂本副会長、信原副会長、渡部副会長、田中副会長、四元九乗

協会長代行、秋山委員長、佐藤委員長、川村委員長、漢委員長、藤原委

員長、神谷理事長が出席し活発な意見交換がなされた。 

・また、全タク連からは、ライドシェア断固阻止、乗務員不足対策支援、

タクシー乗務員の労働環境の改善、燃料価格の高騰対応並びに利用者利

便向上を目的としたキャッシュレス決済・アプリ配車導入に係るコスト

アップ対応のための運賃改定の速やかな実現、タクシー事業者への経営

助成、ＧＸ・ＤＸの推進支援を要望した。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

○ 令和５年５月１０日 公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇話会開催 

・高木陽介懇話会会長をはじめとする多数の国会議員及び国土交通省自動

車局長、厚生労働省人材開発統括官付若年者・キャリア形成支援担当参

事官、法務省出入国在留管理庁政策調整室長、警察庁交通局運転免許課

長等参加の下、衆議員第２議員会館において公明党ハイヤー・タクシー

議員懇話会が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、今井副会長、下山副会長、

川野副会長、武居副会長、伊藤副会長、滝川副会長、天野副会長、田畑

副会長、坂本副会長、信原副会長、渡部副会長、田中副会長、四元九乗

協会長代行、秋山委員長、佐藤委員長、川村委員長、漢委員長、藤原委

員長、神谷理事長が出席し活発な意見交換がなされた。 

・また、全タク連からは、ライドシェア断固阻止、乗務員不足対策支援、

タクシー乗務員の労働環境の改善、燃料価格の高騰対応並びに利用者利

便向上を目的としたキャッシュレス決済・アプリ配車導入に係るコスト

アップ対応のための運賃改定の速やかな実現、タクシー事業者への経営

助成、ＧＸ・ＤＸの推進支援を要望した。 

○ 令和５年６月１３日 タクシー政策議員連盟 総会開催  

・辻元清美会長をはじめ多数の国会議員、労働組合等出席の下、参議院議

員会館においてタクシー政策議員連盟総会が開催された。 

・全タク連からは、川鍋会長、坂本最高顧問、川野副会長、武居副会長、

田中副会長、秋山委員長、佐藤委員長、藤原委員長、神谷理事長が出席

し活発な意見交換がなされた。 

  全タク連からは、ライドシェア断固阻止、乗務員不足対策支援、タク

シー乗務員の労働環境の改善、燃料価格の高騰対応並びに利用者利便向

上を目的としたキャッシュレス決済・アプリ配車導入に係るコストアッ

プ対応のための運賃改定の速やかな実現、タクシー事業者への経営助

成、ＧＸ・ＤＸの推進支援を要望した。 

 

○ 全タク連においては、毎月全国の協会の協力を得て作成した売り上げ、輸

送実績に係るデータも活用し、川鍋会長を先頭に与野党のタクシー議員連

盟を中心とした国会議員に対し、コロナ対策に係る支援要望活動等を鋭意

実施中。 



 

 

（６）新型コロナウイルス感染症対策に係る国土交通省等支援の状況 

○ 令和２年２月２８日 厚生労働省発表 雇用調整助成金の特例の対象とな

る事業主の範囲拡大 

〇特例措置の対象となる事業主を、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける

事業主に拡大。 

対象期間令和２年１月２４日から令和２年７月２３日まで。 

（１）特例措置 

① １月２４日以降の休業計画届を受理する 

② 生産指標の確認期間を１カ月へ変更 

③ 設置１年未満の事業所へ拡大 

④ 最近３か月の雇用量の緩和 

⑤ 被雇用保険期間の緩和 

⑥ 過去の受助成金給歴の緩和 

（２）北海道の事業者の特例 

① 生産指標の廃止 

② 助成率の拡充（中小３分の２から４分の３へ） 

③ 雇用保険対象者以外も緊急特定地域雇用安定助成金で救済 

④ 影響を受ける事業者に拡大 

○ 令和２年３月３１日 自動車局旅客課長事務連絡 

「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置」 

（概要） 

 今般の新型コロナウイルスによる需要の急減に伴う事業の深刻な影響

により、非稼働となる車両の不必要な維持コストを抑制するとともに、

需要が回復した際に迅速に輸送供給力を回復できるような柔軟な運用が

求められており、一部の地方運輸局において「やむを得ない事由」に    

該当するものとして、事業計画の変更を要しない休車の特例措置を、   

まだ臨時休車措置を講じていない地方運輸局においては、地域のニーズ

や要望に応じて積極的な対応を検討することとされた。 

 臨時休車は、令和 2年 9月 30日を超えない範囲で各地方運輸局におい

て設定することとされた。 

なお、一時抹消登録等を実施した場合、事業者は期間終了後 2 か月以

内に登録を行わない場合は、減車したものとみなされることとされた。 

 



 

 

○ 令和２年３月３１日 自動車局旅客課長事務連絡 

「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化

及び活性化に関する特別措置法に基づく営業方法に関する取り扱いの一部

変更」 

（概要） 

 今般の新型コロナウイルスの影響を踏まえ、令和２年４月１日におい

て特定地域から準特定地域に移行する地域については、今回の移行に 

限り、本通達第２２に規定する「１による抹消登録を行った車両数を   

限度として、特定地域指定の解除後６か月を経過するまでの間、車両法

に規定する新規登録等を行うことができる」を「１による抹消登録を   

行った車両数を限度として、特定地域指定の解除後１２か月を経過する

までの間、車両法に規定する新規登録等を行うことができる」に読み   

替えて運用することとされた。 

○ 令和２年３月３１日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長通達 

  「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用

自動車の定期点検について」 

  （概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業

用自動車の定期点検について、運輸支局へリストを提出することで、一

時抹消登録をした自動車と同様に定期点検整備の義務はかからないこと

とされ、適用期間は本年６月３０日までとされた。 

○ 令和２年４月１０日 厚生労働省発表 雇用調整助成金の特例の追加実

施、申請書類の簡素化 

   令和２年４月１日から６月３０日まで緊急対応期間として上乗せ特例措置

の拡大 

    ① 全業種に拡大 

    ② 生産指標要件を緩和（１か月５％以上の低下） 

    ③ 助成率の拡充（中小４分の５、解雇しない場合は１０分の９へ） 

    ③ 雇用保険対象者以外も緊急特定地域雇用安定助成金で救済 

    ④ 計画届けの事後提出を認める 

    ⑤ １年必要なクーリング期間の廃止 

    ⑥ 教育訓練費の拡充（１２００円から２４００円へ）  等 

 



 

 

○ 令和２年４月２１日 自動車局旅客課、貨物課事務連絡 

「新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえたタクシー事業者による 

有償貨物運送について」 

（概要） 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言期間に 

調整期間を加えた期間、令和２年５月１３日までタクシー事業者の安全

管理能力等を踏まえ、タクシー事業者が一定の条件の下において有償で

貨物輸送を行うことを特例的に認めることとされた。 

 運送する貨物の種類は、店内で飲食等を自粛している飲食店等から  

運送の委託を受けた飲料、食材など、公共の福祉を確保するためやむを

得ないものと運輸支局がみとめるものとされた。 

○ 令和２年4月25日 厚生労働省発表 雇用調整助成金の特例の更なる拡大 

（４月８日以降の休業に遡及適用） 

〇中小企業が解雇等を行わない場合の助成率１０分の１０へ 

○ 令和２年４月２８日 自動車局長通達 

「新型コロナウイルス感染拡大に伴う適性診断の受診の取り扱いについ

て」 

（概要） 

適性診断の受診については、受診期間が規定されているが、緊急事態

宣言期間に２か月を加えた期間は、当該受診期間に含めないものとして

扱う。 

○ 令和２年４月３０日 旅客課長事務連絡 

「新型コロナウイルスの感染拡大防止対策を踏まえた道路運送法等の運用

について 

（概要） 

道路運送法において、令和２年５月末までの報告を求めている各種手続

きについては、できる限り柔軟な運用を行うこととされた。 

○ 令和２年５月８日 自動車局旅客課・貨物課事務連絡 

「新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえたタクシー事業者による有

償貨物運送について（一部改正）」 

（概要） 

令和２年４月２１日付け事務連絡により、タクシー事業者が一定の条件

の下において有償で貨物輸送を行うことを５月１３日までの間特例的に 



 

 

認めることとされたところであるが、特例による許可の期間を令和２年９

月３０日まで延長されることとされた。 

○ 令和２年５月１２日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長通達 

  「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用

自動車の定期点検について（適用期間の延長）」 

   （概要） 

     令和２年３月３１日付け、安全政策課長・旅客課長・整備課長通知に

おいて、新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなっ

た事業用自動車の定期点検については、一時抹消登録をした自動車と同

様に定期点検整備の義務はかからないこととされ、その適用期間は本年

６月３０日までとされたが、政府の緊急事態宣言が延長されたことを踏

まえて、新型コロナウイルス感染症の影響による利用者減少が改善され

る状況にないことから、本取扱いの期間が本年９月３０日まで延長され

た。また、リストの再提出がなくとも届け出されている休車期間を同年

９月３０日までと読み替えることとされた。 

○ 令和２年6月12日 厚生労働省発表 雇用調整助成金の上限額を引き上げ 

 （１）助成額の上限額の引上げ 

    ８，３３０円から企業規模を問わず１５，０００円へ 

（２）特例措置の延長 

    ４月１日から９月３０日まで 

○ 令和２年６月１９日 自動車局旅客課、貨物課事務連絡 

   「新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえたタクシー事業者による  

有償貨物運送について（一部改正） 

   （概要） 

     タクシーによる有償貨物運送の特例措置を定めた事務連絡（令和２年

４月２１日付事務連絡「新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえた

タクシー事業者による有償貨物運送について」）を一部改正し、保温・

保冷措置を講じるなどの一定の条件を満たした場合に配送する飲食物を

座席スペースに積載することを認める運用を開始した。 

○ 令和２年６月３０日 自動車局旅客課事務連絡 

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充に伴う地方 

公共団体への働きかけについて」 

 



 

 

（概要） 

タクシー事業に対する臨時交付金の積極的な活用に向けて、各都道府

県タクシー協会から地方公共団体へ働きかけが行われるよう対応願いた

い。各地方運輸局等にもタクシー協会等から相談があった際には協力す

るよう連絡してあるので、連携を図られたい。 

○ 令和２年６月３０日 自動車局旅客課事務連絡 

「タクシー事業者が救援事業で行う処方箋に基づく薬剤の受け取り代行

について」 

（概要） 

タクシー運転者が利用者から処方箋を受け取り、利用者に替わって薬

局を訪問し、処方箋に基づく薬剤の受け取りを代行するサービスについ

ても、「タクシー事業者が行う救援事業」（自動車局旅客課長平成３１

年３月２８日）に沿って行われる場合には、実施しても差し支えないこ

と。タクシー運転者が服薬指導を受けることは認められないことに留意

するほか、「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通

信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いについて」（令和２年     

４月１０日厚生労働省医政局医事課、医薬・生活衛生局総務課事務連絡）

を参照し、適切に対応すること。 

○ 令和２年８月１９日 自動車局旅客課長事務連絡 

   「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置につ

いて」 

  （概要） 

新型コロナウイルスによる需要の急減に伴う事業への深刻な影響によ

り、非稼働となる車両の不必要な維持コストを抑制するとともに、需要

が回復した際に迅速に輸送供給力を回復できるよう一部の地方運輸局に

おいて事業計画の変更を要しない休車の特例措置「臨時休車」を講じて

いるところであるが、更なる特例措置の拡充要望もあることから、 

・臨時休車を講じていない地方運輸局においては、地域のニーズや要

望等を踏まえ積極的な対応を検討。 

・臨時休車は、令和２年１２月３１日を超えない範囲で設定（３か月

延長）。 

・臨時休車期間終了後の復活期限を来年３月まで延長。 

    とする。なお、今後の新型コロナウイルスの影響状況を踏まえて必要に

応じ、随時取り扱いの見直しを行うものとする。 

○ 令和２年８月１９日 国土交通省プレスリリース 

  「タクシーを安心してご利用いただくため～利用者の皆様にお願い～」 

   （概要） 

タクシーは、国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な公共交通機関

であり、今般の新型コロナウイルス感染症が拡大する中においても、最



 

 

低限の事業の継続が求められております。そのような中、新型コロナウ

イルスの感染リスクを低減し、安心してタクシーをご利用いただけるよ

う、国土交通省とタクシー事業者とが協力して対策に取り組んでいると

ころであり、国土交通省から以下の点について、新型コロナウイルス感

染拡大防止の観点から、ご理解・ご協力をお願い致します。   

・マスクを着用し、会話は控えめにしていただく 

・後部座席に着席が可能である場合、できる限り助手席のご利用は控え

ていただく 

・換気のため走行中の窓開けにご理解・ご協力をいただく 

○ 令和２年８月２１日 自動車局意見募集（パブリックコメント） 

  「タクシー事業者における食料・飲料に係る貨物運送に関する通達の制定

等について（概要）」に関する意見募集について 

  【パブコメの概要】 

   〇 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う食料及び飲料の運送に係るニ

ーズの増加等を踏まえ、タクシー事業者が道路運送法第 78 条第３号の

許可を受けた上で、本年９月末まで、有償で食料等を運送することを

特例的に認めることとしている。 

〇 「新しい生活様式」が普及し、そのニーズは引き続き見込まれると

ともに、タクシー事業者が食料等の運送を行うことへの期待も強いと

ころである。さらに、タクシー事業者による食料等の運送については、

特例措置を開始して以降、地域公共交通という重要な役割を担うタク

シー事業者の本業であるタクシー事業」への影響という観点から、ま

た、タクシーにより食料等を運送するという貨物運送上の安全性の観

点からも、一定の条件下においては、大きな問題等が生じないことが

確認できたところである。 

〇 こうした状況を鑑み、特例措置からのシームレスな移行の実現や貨

物を食料等に限定することを踏まえた申請手続の簡素化や審査要件の

緩和等の弾力的な対応にも考慮しつつ、貨物自動車運送事業法第３条

に基づくタクシー事業者における貨物運送の許可の取り扱いに関し

て、通達の制定等を行うこととする。 

〇 今後のスケジュール 

意見募集期間  令和２年８月３０日 

  新制度運用開始 令和２年１０月１日 

○ 令和２年８月２４日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長通達 

  「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用

自動車の定期点検について（適用期間の再延長）」 

   （概要） 

     新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業

用自動車の定期点検については、令和２年３月３１日付け、安全政策課



 

 

長・旅客課長・整備課長通知において、一時抹消登録をした自動車と同

様に定期点検整備の義務はかからないこととされ、その適用期間は本年

５月１２日付け、３課長連名の通知により９月３０日まで延長されてい

るところであるが、依然として新型コロナウイルス感染症の影響による

利用者減少が改善される状況にないことから、本取扱いの期間が本年 

１２月３１日まで延長された。 

○ 令和２年８月２８日 厚生労働省発表 雇用調整助成金の特例措置の延長 

  特例措置の延長 １２月３１日まで 

○ 令和２年９月１０日 自動車局長通達 

  「タクシー事業者による食料・飲料に係る貨物自動車運送事業の許可の取

扱い等について」 

  （概要） 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う食料及び飲料の運送に係るニ

ーズの増加等を踏まえ、「新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ

たタクシー事業者による有償貨物運送について」（令和２年４月 21 日

付け事務連絡）により、令和２年９月 30 日まで、タクシー事業者が有

償で食料等を運送することが道路運送法第 78 条第３号に基づき特例

的に認められていた。 

「新しい生活様式」が普及し、食事はデリバリーや出前を利用すると

いったニーズが引き続き見込まれるとともに、タクシー事業者が食料等

の運送を行うことへの期待も強く、さらに、タクシー事業者による食料

等の運送については、特例措置を開始して以降、一定の条件下において

は、大きな問題等が生じないことが確認されたことから、タクシー事業

者が一定の条件の下において食料等に限り有償で貨物運送を行うこと

を貨物自動車運送事業法に基づき認めることとされた。 

新通知に基づく許可申請は令和２年９月１１日から開始されるが、許

可又は却下を受けるまでの間については、同年９月３０日までに申請を

行った者に限り、個別に特例措置に係る有効期限が延長され、サービス

のシームレスな継続が図られることとなった。 

〇今後のスケジュール 

９月１１日 申請の受付開始 

９月３０日 特例の期限 

１０月 以降 順次、貨物自動車運送事業法に基づく許可 



 

 

○ 令和２年１１月１９日 自動車局旅客課長事務連絡 

 「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」 

（概要） 

新型コロナウイルスによる需要の急減に伴う事業への深刻な影響によ

り、非稼働となる車両の不必要な維持コストを抑制するとともに、需要

が回復した際に迅速に輸送供給力を回復できるよう一部の地方運輸局

において事業計画の変更を要しない休車の特例措置「臨時休車」を講じ

ているところであるが、更なる特例措置の拡充要望もあることから、 

・臨時休車を講じていない地方運輸局においては、地域のニーズや要

望等を踏まえ積極的な対応を検討。 

・臨時休車は、令和３年３月３１日を超えない範囲で設定（３か月延

長）。 

・臨時休車期間終了後の復活期限を来年６月まで延長。とする。 

なお、今後の新型コロナウイルスの影響状況を踏まえて必要に応じ、

随時取り扱いの見直しを行うものとする。 

○ 令和２年１１月２７日 厚生労働省発表 雇用調整助成金の特例措置 

の延長 

  特例措置の延長 令和３年２月２８日まで 

○ 令和２年 12月 10日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長事務 

連絡 

 「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検について（適用期間の再延長）」 

（概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検については、令和２年３月３１日付け、安全政策課長・旅客

課長・整備課長通知において、一時抹消登録をした自動車と同様に定期点検

整備の義務はかからないこととされ、その適用期間は本年８月２４日付け、

３課長連名の通知により１２月３１日まで延長されているところであるが、

依然として新型コロナウイルス感染症の影響による利用者減少が改善される

状況にないことから、本取扱いの期間が令和３年 3 月３１日まで延長された。 

 

 

 



 

 

 

○ 令和３年１月８日 厚生労働省発表 雇用調整助成金について、新型コロ

ナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の特例措置の延長（令和３年２月

２８日まで）に伴い、新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の縮

小を余儀なくされた事業主は、雇用調整助成金を１年を超えて引き続き受給

することが可能となった。（１年を超えて引き続き受給できる期間は令和３

年６月３０日まで） 

○ 令和３年１月２２日 厚生労働省発表 雇用調整助成金の特例措置 

の延長 

１． 雇用調整助成金等、休業支援金等については、緊急事態宣言が全国で解

除された月の翌月末まで現行措置を延長する予定。 

 ※ 緊急事態宣言が２月７日に解除された場合、３月末まで。 

２． 特に業況が厳しい大企業への雇用調整助成金等の助成率引上げ 

緊急事態宣言に伴い、緊急事態宣言対象地域の知事の要請を受けて営

業時間の短縮等に協力する飲食店等に対しては、雇用調整助成金等に係

る大企業の助成率を最大 10／10 に引き上げる、これに加え、生産指標

（売上等）が前年又は前々年同期と比べ、最近３か月の月平均値で 30％

以上減少した全国の大企業に関して、当該宣言が全国で解除された月の

翌月末まで、雇用調整助成金等の助成率を最大 10／10とする予定。 

○ 令和３年２月１日 自動車局旅客課長事務連絡 

  新型コロナウイルスワクチン接種に必要となる旅客運送の円滑化 

について（依頼） 

（概要） 

  新型コロナウイルスワクチン接種については、円滑なワクチン輸送に加え

て、接種を受ける者及び医療従事者の会場等への運送を迅速かつ円滑に行う

ことが課題であり、国土交通省は、接種者等の輸送に関する地方自治体から

の相談を想定し、地方運輸局に支局単位で相談窓口を設置、地方自治体のニ

ーズに応じて接種者等の運送に際し、事業者を紹介する等適切な対応を指示。 

  各自治体に対し地方運輸局から会員事業者を紹介することがあることか

ら、旅客課長から全タク連に対し、地方自治体の要望を踏まえ、可能な限り

接種者等の運送に協力するとともに地方運輸局から各県協会に対し相談等が

あった場合の協力依頼がなされた 

 



 

 

○ 令和３年２月１２日 自動車局旅客課長事務連絡 

 「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」 

（概要） 

新型コロナウイルスによる需要の急減に伴う事業への深刻な影響により、

非稼働となる車両の不必要な維持コストを抑制するとともに、需要が回復し

た際に迅速に輸送供給力を回復できるよう一部の地方運輸局において事業計

画の変更を要しない休車の特例措置「臨時休車」を講じているところである

が、更なる特例措置の拡充要望もあることから、 

・臨時休車を講じていない地方運輸局においては、地域のニーズや要望等

を踏まえ積極的な対応を検討。 

・臨時休車は、令和３年６月３０日を超えない範囲で設定（３か月延長）。 

なお、今後の新型コロナウイルスの影響状況を踏まえて必要に応じ、随

時取り扱いの見直しを行うものとする。 

・臨時休車期間終了後の復活期限３か月以内。とする。 

○ 令和３年２月１７日 自動車局旅客課長事務連絡 

  新型コロナウイルスワクチン接種に必要となる旅客運送の円滑化のための 

地方自治体への働きかけについて（依頼） 

（概要） 

  新型コロナウイルスワクチン接種については、円滑なワクチン輸送に加え

て、接種を受ける者及び医療従事者の会場等への運送を迅速かつ円滑に行う

ことが課題であり、国土交通省は、接種者等の輸送に関する地方自治体から

の相談を想定し、地方運輸局に支局単位で相談窓口を設置したところ。 

他方、接種者等の運送が本格化するにあたり、地方自治体に対して、各都

道府県協会から接種者等の運送に協力できる旨、働きかけることも有効であ

ると考えられることから、旅客課長から全タク連に対し、各都道府県協会か

ら地方自治体へ接種者等の運送に協力する旨働きかけを行うよう要請がなさ

れた 

○ 令和３年２月 19日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長事務連絡 

 「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検について（適用期間の再延長）」 

（概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検については、令和２年３月３１日付け、安全政策課長・旅客



 

 

課長・整備課長通知において、一時抹消登録をした自動車と同様に定期点検

整備の義務はかからないこととされ、その適用期間は数次にわたり延長され、

令和３年３月３１日までとされているところであるが、依然として新型コロ

ナウイルス感染症の影響による利用者減少が改善される状況にないことか

ら、本取扱いの期間が令和３年６月３０日まで延長された。 

○ 令和３年２月２６日 日本年金機構公表「新型コロナウイルス感染症の影

響により厚生年金保険料等の納付が困難な事業者の皆様へ」 

（概要） 

特例措置の延長を求めて田村厚生労働大臣へ要望書を提出するなど各種の

取り組みを行った結果、個別に相談することにより、担保不要、かつ延滞金

を１％にて、１年を超える期間を前提として分割納付などが認められること

となった。 

○ 令和３年３月２日 自動車局旅客課長事務連絡 

 「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法」に基づく営業方法の制限に関する取扱いに

ついて（一部変更） 

（概要） 

今般、新型コロナウイルス感染症の影響が引き続き深刻化している状況等

を踏まえ、全日制限車両について、復活期限が到来するまでの間に「新型コ

ロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」による

臨時休車の手続きを行った場合には、当該車両を臨時休車に移行できること

とされた。 

〇 令和３年３月１１日 自動車局旅客課長事務連絡 

新型コロナウイルスワクチン接種に必要となる旅客運送の円滑化のための 

乗合旅客の輸送に関する取扱いについて 

（概要） 

新型コロナウイルスワクチン接種については、原則として、住民票所在地

の市町村の医療機関や接種会場等で接種が行われる予定。 

円滑なワクチン輸送に加えて、接種を受ける者及び医療従事者（以下「接

種者等」という。）の接種会場等への運送を迅速かつ円滑に行うことも課題

となっているため、各地方自治体において、接種者等を乗合旅客としてタク

シーに輸送させる取組が行われる場合には、道路運送法第２１条の手続を迅

速かつ柔軟に運用する。各地方運輸局も相談に応じる。 

 



 

 

〇 令和３年３月１７日 自動車局旅客課長事務連絡 

  金融機関との資金繰りに係る相談について（依頼） 

  （概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい経営状況にある事業者の資

金繰りに重大な懸念が生じることのないよう対応を図るため、国土交通省と

しても、資金繰りの相談について積極的に後押しを行う。 

また、金融機関と相談した際に、貸し渋り・貸し剥がしのような対応が見

受けられた場合には、地方運輸局に対して、当該金融機関名、相談内容、金

融機関の対応等について情報提供することを周知。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

○ 令和３年 3月 25日厚生労働省発表 雇用調整助成金の特例措置等について 

５月・６月の２か月間、原則的な措置を縮減(10/10→9/10)するとともに、

感染が拡大している地域・特に業況が厳しい企業について特例(10/10)を設け

る予定。 

７月以降については、雇用情勢が大きく悪化しない限り、上記の原則的な措

置及び感染が拡大している地域・特に業況が厳しい企業への特例措置をそれぞ

れ更に縮減する予定。 

 

（※１）～４月末 ：緊急事態措置実施地域、まん延防止等重点措置実施地域において、知事によ

る、新型インフルエンザ対策等特別措置法第 18 条に規定する基本的対処方針

に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設におる営業時間の短縮

等に協力する事業主（大企業のみ） 

５月・６月 ：まん延防止等重点措置実施地域において、知事による、新型インフルエンザ

対策等特別措置法第 18条に規定する基本的対処方針に沿った要請を受けて同

法施行令第 11 条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事業主 

（まん延防止等重点措置実施地域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象。

まん延防止等重点措置の解除月の翌月末まで適用。） 

（※２）生産指標が最近３か月の月平均で前（々）年同期比 30％以上減少の全国の事業主 



 

 

○ 令和３年 3月 26日 観光庁発表 地域観光事業支援について 

感染状況が落ち着いているステージ２相当以下と判断した都道府県が行う

県内旅行の割引事業を国が財政的に支援する、「地域観光事業支援」を実施。  

GoToトラベル事業が再開するまでの間、ステージ２相当以下と判断した都

道府県が、同一県内での旅行への割引支援を実施することを決定し、国によ

る支援を希望する場合には、一人一泊当たり５,０００円を上限として、国か

ら当該都道府県に補助金を交付。 

旅行への割引支援と併せてクーポン等で土産物屋、飲食店、公共交通機関

などの地域の幅広い産業に裨益する支援を実施する場合、一人一泊当たり２,

０００円を上限に追加して補助金を交付。 

４月１日（木）以降、準備が整った都道府県から順次開始、当面５月末ま

で実施することを基本とし、予算規模は総額で約３,０００億円を予定。 

○ 令和３年４月１２日 自動車局旅客課長通達 

  一般乗用旅客自動車運送事業者が保有するタクシー車両をハイヤー車両

として臨時的に流用する特例制度について 

   （概要） 

     公共交通機関の使用ができない帰国者等の輸送手段を適切に確保する

観点から、流しにより一般の旅客が使用することがないハイヤーを活用

して、感染防止対策を適切に講じたハイヤーによる輸送体制を構築する

ため、当面の間、タクシー車両をハイヤー車両に臨時的に流用すること

を認める特例制度を創設。 

○ 令和３年４月１４日 自動車局旅客課長事務連絡 

 「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」 

（概要） 

・臨時休車を講じていない地方運輸局においては、地域のニーズや要望等

を踏まえ積極的な対応を検討。 

・臨時休車は、令和３年９月３０日を超えない範囲で設定（３か月延長）。 

なお、今後の新型コロナウイルスの影響状況を踏まえて必要に応じ、

随時取り扱いの見直しを行うものとする。 

・臨時休車期間終了後の復活期限３か月以内。とする。 

 

 

 



 

 

○ 令和３年４月 25日 観光庁発表 地域観光事業支援について 

「地域観光事業支援」について、新たな支援措置として、宿泊事業者によ

る前向きな事業継続への支援及び前売り宿泊券等の発行への支援を追加。 

併せて、令和３年５月末までとされていた支援期間を１２月末まで延長。 

○ 令和３年５月 14日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長事務連絡 

 「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検について（適用期間の再延長）」 

（概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検については、令和２年３月３１日付け、安全政策課長・旅客

課長・整備課長通知において、一時抹消登録をした自動車と同様に定期点検

整備の義務はかからないこととされ、その適用期間は数次にわたり延長され、

令和３年６月３０日までとされているところであるが、依然として新型コロ

ナウイルス感染症の影響による利用者減少が改善される状況にないことか

ら、本取扱いの期間が令和３年９月３０日まで延長された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

○ 令和３年 5月 28日 厚生労働省発表 7月以降の雇用調整助成金の特例措

置等について 

   今般の緊急事態宣言の延長等を踏まえ、７月についても、５月・６月の助成

内容を継続する。 

 

 

（※１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置

区域」と いう）において、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 18 条に規定

する基本的対処方 針に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設における営業時

間の短縮等に協力する事 業主（～４月末は大企業のみ。） ※重点措置区域については、知事

が定める区域・業態に係る事業主が対象。 ※各区域における緊急事態措置又はまん延防止等

重点措置終了月の翌月は、当該翌月に存在する 地域特例が適用され、翌々月は原則的な措置

が適用される。 

 （※２）生産指標が最近３か月の月平均で前年又は前々年同期比 30％以上減少の全国の事業主 

 （※３）原則的な措置では、令和２年１月２４日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断 地

域・業況特例では、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断 

 



 

 

○ 令和３年６月１７日 厚生労働省発表 ８月以降の雇用調整助成金の特例 

措置等について 

   今般、沖縄県において緊急事態措置を実施すべき期間が延長され、また、東

京都・愛知県・大阪府等の都道府県においてまん延防止等重点措置を実施す

べきとされたこと等を踏まえ、７月末までとしている現在の助成内容を８月

末まで継続することとする。 

○ 令和３年７月８日 厚生労働省発表 ９月以降の雇用調整助成金の特例措

置等について 

   今般、緊急事態措置区域として東京都が追加されるとともに、埼玉県、千葉

県、神奈川県及び大阪府においてまん延防止等重点措置を実施すべき期間が

延長されたこと等を踏まえ、８月末までとしている現在の助成内容を９月末

まで継続することとする。 

○ 令和３年７月１４日 自動車局旅客課長事務連絡 

 「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」 

（概要） 

・臨時休車を講じていない地方運輸局においては、地域のニーズや要望等

を踏まえ積極的な対応を検討。 

・臨時休車は、令和３年１２月３１日を超えない範囲で設定（３か月延長）。 

なお、今後の新型コロナウイルスの影響状況を踏まえて必要に応じ、

随時取り扱いの見直しを行うものとする。 

・臨時休車期間終了後の復活期限３か月以内。とする。 

○ 令和３年８月５日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長事務連絡 

  「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動

車の定期点検について（適用期間の再延長）」 

（概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検については、令和２年３月３１日付け、安全政策課長・旅客課

長・整備課長通知において、一時抹消登録をした自動車と同様に定期点検整備

の義務はかからないこととされ、その適用期間は数次にわたり延長され、令和

３年９月３０日までとされているところであるが、依然として新型コロナウイ

ルス感染症の影響による利用者減少が改善される状況にないことから、本取扱

いの期間が令和３年１２月３１日まで延長された。 

 



 

 

○ 令和３年８月１１日 自動車局旅客課長事務連絡 

  新型コロナウイルス感染症の感染者の輸送に関する道路運送法第 20 条の取り

扱いについて 

（概要） 

緊急事態宣言が発出された緊急事態措置区域に限り、地方自治体又は地方自

治体の指導に従った者が感染者を病院、宿泊療養施設等に運送する申込みを行

い、当該感染者の症状等に鑑み迅速に運送する必要がある場合には、当該運送

の営業区域外に在する一般旅客自動車運送事業者であっても、当該事業者の判

断により、道路運送法第 20 条第１号に該当する「営業区域外旅客運送」とし

て当該運送の申込みを引き受けることができるものとされた。 

○ 令和３年８月１７日 厚生労働省発表 １０月以降の雇用調整助成金の特

例措置等について 

   今般、緊急事態措置区域として７府県が追加されるとともに、緊急事態措置

を実施すべき期間が延長されたこと等を踏まえ、９月末までとしている現在

の助成内容を１１月末まで継続することとする。 

○ 令和３年１０月１４日 自動車局旅客課長事務連絡 

 「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」 

（概要） 

・臨時休車を講じていない地方運輸局においては、地域のニーズや要望等

を踏まえ積極的な対応を検討。 

・臨時休車は、令和４年３月３１日を超えない範囲で設定（３か月延長）。 

なお、今後の新型コロナウイルスの影響状況を踏まえて必要に応じ、

随時取り扱いの見直しを行うものとする。 

・臨時休車期間終了後の復活期限３か月以内。とする。 

○ 令和３年１０月１９日 厚生労働省発表 １２月以降の雇用調整助成金の

特例措置等について 

   １１月末までとしている雇用調整助成金の期限を来年３月まで延長。現在の

助成内容は令和３年１２月末まで継続することとする。 

 

 

 

 

 



 

 

○ 令和３年 11月 19日 厚生労働省発表 令和 4年 1月以降の雇用調整助成

金の特例措置等について下記のとおりとする。 

 

 

 

（※１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点

措置区域」と いう）において、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第

18条に規定する基本的対処方針 に沿った要請を受けて同法施行令第 11条に定める施設

における営業時間の短縮等に協力する事業主。 ※重点措置区域については、知事が定め

る区域・業態に係る事業主が対象。 ※各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施

期間の末日の属する月の翌月末まで適用。  

（※２）令和３年 12 月までは、生産指標が最近３か月の月平均で前年又は前々年同期比 30％以

上減少の全国 の事業主。令和４年１月～３月は、生産指標が最近３か月の月平均で前年、

前々年又は３年前同期比 30%以上減少の全国の事業主。 なお、令和３年 12 月までに業

況の確認を行っている事業主は、令和４年１月１日以降に判定基礎期間 の初日を迎える

ものについては、その段階で業況を再確認する。  

（※３）【令和３年 12 月まで】原則的な措置では、令和２年１月２４日以降の解雇等の有無で適

用する助成率を判断。地域・業況特例では、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適

用する助成率を判断。 【令和４年１月から】原則的な措置、地域・業況特例のいずれに

ついても、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。 

 



 

 

○ 令和３年１１月２２日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長事務

連絡 

 「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動車

の定期点検について（適用期間の再延長）」 

（概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検については、令和２年３月３１日付け、安全政策課長・旅客課

長・整備課長通知において、一時抹消登録をした自動車と同様に定期点検整備

の義務はかからないこととされ、その適用期間は数次にわたり延長され、令和

３年１２月３１日までとされているところであるが、依然として新型コロナウ

イルス感染症の影響による利用者減少が改善される状況にないことから、本取

扱いの期間が令和４年３月３１日まで延長された。 

○ 令和３年１２月９日 自動車局安全政策課長事務連絡 

   臨時休車に伴う運行管理者の選任の特例措置について 

（概要） 

新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置に際して、

臨時休車による休車車両は運行されないことから、減車された車両とみなすこ

ととし、選任すべき運行管理者の数については、「当該営業所が運行を管理す

る事業用自動車の数」から臨時休車による休車車両の数を引いた数を４０で除

して得た数に１を加算して得た数とするなど柔軟な取り扱いがなされた。 

本取扱いの期間は令和４年３月３１日まで。 

○ 令和４年１月７日 自動車局旅客課長通達 

一般乗用自動車運送事業者が保有するタクシー車両をハイヤー車両として臨

時的に流用する特例制度（令和４年度大学入学者選抜等における受験生の運送

に限る。）について 

（概要） 

新型コロナウイルスの濃厚接触者である受験生の受験機会を可能な限り確

保するため、一定の条件の下でタクシーが利用可能となるよう、受験生の運送

に限った特例制度を今年度内に限って創設。本制度の適用により、タクシー事

業者は、事前に地方運輸局等に届け出ることなく、タクシー車両をハイヤー車

両として臨時的に流用して受験生の運送を引き受けることを可能とし、また、

他のタクシー事業者から予約を断られた受験生など、緊急的に受験生を運送す

る必要がある場合には、当該運送の営業区域外に存する場合であっても、運送



 

 

を引き受けることが可能となる。 

○ 令和４年１月３１日 自動車局旅客課長事務連絡 

  新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置の今後の方

針について 

（概要） 

・臨時休車の特例措置は、当該期限である令和４年３月３１日までとし、

延長しないこととする。 

・臨時休車の復活期限については、令和６年３月３１日まで延長。 

・今後、新型コロナウイルスの影響により、１カ月分営業収入がコロナ発

生前の令和元年同月と比較して、３カ月連続で６割を下回る場合には、

必要に応じて、臨時休車を認める期間の再設定や臨時休車の復活期限の

延長といった措置を講じる。 

○ 令和４年２月１７日 自動車局旅客課長事務連絡 

  「臨時休車に伴う運行管理者の選任の特例措置について」の一部改正について 

（概要） 

臨時休車の復活期限が令和６年３月３１日までとされたことに伴い、

「臨時休車に伴う運行管理者の選任の特例措置について」（令和３年１２

月９日付け、自動車局安全政策課長事務連絡）の取扱いの適用期間「令和

４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」とする。 

○ 令和４年２月２５日 厚生労働省発表 ４月以降の雇用調整助成金の特例

措置等について 

   ３月末までとしている現在の助成内容を６月末まで継続することとする。 

○ 令和４年３月８日 自動車局安全政策課長・旅客課長・整備課長通達 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動

車（ハイヤー及びタクシー）の定期点検について（臨時休車の復活期限延長

に伴う適用期間の延長） 

（概要） 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自

動車の定期点検については、令和２年３月３１日付け、安全政策課長・旅客課

長・整備課長通知において、一時抹消登録をした自動車と同様に定期点検整備

の義務はかからないこととされ、その適用期間は数次にわたり延長され、令和

４年３月３１日までとされているところであるが、今般、国土交通省から「「新

型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置」に関する今後



 

 

の運用方針について」（令和４年１月３１日付け、自動車局旅客課長事務連絡）

により、臨時休車の復活期限が令和６年３月３１日までとされたことに伴い、

本取扱いの適用期間を令和６年３月３１日まで延長された。 

○ 令和４年３月２５日 観光庁発表 県民割支援地域観光事業支援（需要創

出））の運用について 

３月２１日に全てのまん延防止等重点措置が解除されたこと等を踏まえ、

４月１日より、県民割支援の対象に、都道府県間の同意を前提として、同一

の地域ブロックにある都道府県を追加。 

併せて、県民割支援の期間を令和４年４月２８日宿泊分まで延長。 

○ 令和４年５月２０日 観光庁発表 県民割支援地域観光事業支援（需要創

出））の期間延長について 

県民割支援（地域観光事業支援（需要創出））の実施期間については、５

月３１日宿泊分（６月１日チェックアウト分）までとしていたところ、本支

援の活用状況を踏まえ、６月３０日宿泊分（７月１日チェックアウト分）ま

で延長することを決定。 

○ 令和４年５月３１日 厚生労働省発表 ７月以降の雇用調整助成金の特例

措置等について 

   ６月末までとしている現在の助成内容を９月末まで継続することとする。 

〇 令和４年７月２８日 パブリックコメント 

  「「タクシー事業者による食料・飲料に係る貨物自動車運送事業の許可の 

取扱い等について」の一部改正について（概要）」 

  （概要） 

現行通達の許可期限について、令和４年９月３０日と定められているとこ

ろ、今後 のニーズを見極めつつ、事業の安全管理の状況等を確認するため許

可の日から起算して１年を経過する日に改めることとする。なお、期限後も

事業を行う場合については、所定の手続きを行うことで、当該許可期限につ

いて、１年を限度として延長することとする旨の意見募集がなされた。 

○ 令和４年６月１７日 観光庁発表 県民割支援地域観光事業支援（需要創

出））の期間延長について 

県民割支援の実施期間については、６月３０日宿泊分（７月１日チェック

アウト分）までとしていたところ、本支援の活用状況を踏まえ、７月１４日

宿泊分（７月１５日チェックアウト分）まで延長する。 



 

 

 

○ 令和４年７月１４日 観光庁発表 県民割支援の期間延長について 

県民割支援の実施期間については、７月１４日宿泊分（７月１５日チェッ

クアウト分）までとしていたところ、本支援の活用状況を踏まえ、８月３１

日宿泊分（９月１日チェックアウト分）まで延長する。 

〇 令和４年７月２８日 パブリックコメント 

  「「タクシー事業者による食料・飲料に係る貨物自動車運送事業の許可の 

取扱い等について」の一部改正について（概要）」 

  （概要） 

現行通達の許可期限について、令和４年９月３０日と定められているとこ

ろ、今後 のニーズを見極めつつ、事業の安全管理の状況等を確認するため許

可の日から起算して１年を経過する日に改めることとする。なお、期限後も

事業を行う場合については、所定の手続きを行うことで、当該許可期限につ

いて、１年を限度として延長することとする旨の意見募集がなされた。 

○ 令和４年８月２５日 観光庁発表 県民割の期間延長について 

県民割支援の実施期間については、８月３１日宿泊分（９月１日チェック

アウト分）までとしていたところ、本支援の活用状況を踏まえ、９月３０日

宿泊分（１０月１日チェックアウト分）まで延長する。 

 



 

 

 

○ 令和４年８月３１日 厚生労働省発表 令和４年１０月以降の雇用調整助

成金の特例措置等について下記のとおりとする。 

 

 

 

 

 



 

 

〇 令和４年９月 16日 自動車局長通達 

  タクシー事業者による食料・飲料に係る貨物自動車運送事業の許可の 

取扱い等について 

   現行通達の許可期限について、令和４年９月３０日と定められているとこ

ろ、今後 のニーズを見極めつつ、事業の安全管理の状況等を確認するため許

可の日から起算して１年を経過する日とする。なお、期限後も事業を行う場

合については、所定の手続きを行うことで、当該許可期限について、１年延

長することとする。 

○ 令和４年９月 26日 観光庁発表 全国旅行支援の実施について 

「全国旅行支援」を令和４年１０月１１日より実施することとし、対象期

間を１２月下旬までとすることを決定。 

割引率 40％、割引上限額については、交通付旅行商品（鉄道、バス、タク

シー・ハイヤー、航空、フェリーなど）一人一泊当たり８,０００円、それ以

外は５，０００円。 

クーポン券については、平日３,０００円、休日１，０００円。 

また、現在実施中の県民割支援の実施期間については、令和４年１０月 

１０日宿泊分（１０月１１日チェックアウト分）まで延長。 

 

 

 

 



 

 

○ 令和４年１０月２８日 厚生労働省発表 令和４年１２月以降の雇用調整

助成金の特例措置等について下記のとおりとする。 

 
１２月以降通常制度とするとともに、業況が厳しい事業主については、一定の経過

措置（支給要件の緩和、日額上限・助成率を通常制度よりも高率とする等）を設ける。 

 

（※１）令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。 
（※２）生産指標が前年同期比（令和５年３月までは、令和元～４年までのいずれかの年の同期又は 過去１

年のうち任意月との比較でも可）で１か月 10%以上減少している事業主。なお、令和４年 12 月以
降に対象期間が１年を超える事業主については業況を再確認する。 

（※３）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置 区域」
という）において、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 18 条に規定する 基本的
対処方針に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設における営業時間の 短縮等に協力
する事業主。 重点措置区域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象。 各区域に
おける緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用。 

（※４）生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比で 30%以上減少している事 業主。
なお、令和４年４月以降は毎月業況を確認している。 

（※５）令和４年 12 月～令和５年３月について、※２の措置のほか、以下の措置を講じる。 ・クーリング
期間制度（直前の対象期間満了日の翌日から１年経過するまで新たに受給できな い制度）を適用し
ない。 ・クーリング期間制度の適用除外となる事業主については、令和４年 12 月１日～令和５年
３月 31 日の間において支給限度日数である 100 日まで受給可能。 ・その他、申請書類の簡素化等
の特例を継続する。 ・これまでコロナ特例を利用せず、令和４年 12 月以降の休業等について新規
に雇用調整助成 金を利用する事業主は、経過措置ではなく通常制度による申請を行う。 

 （※６）生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比で 30%以上減少している事 業主。
なお、毎月業況を確認する。 

 

 

 

 

 



 

 

○ 令和４年１２月 13 日 観光庁発表 年明け以降の観光需要喚起策の実施

について 

年明け以降の「全国旅行支援」については、令和５年１月１０日より実施

することとし、対象期間については、これまでに措置した予算の範囲内で都

道府県において設定する。 

また、割引率 20％、割引上限額については、交通付旅行商品（鉄道、バス、

タクシー・ハイヤー、航空、フェリーなど）一人一泊当たり５,０００円、そ

れ以外は３，０００円（日帰り旅行を含む）。 

クーポン券については、平日２,０００円、休日１，０００円。（※原則と

して電子クーポン） 

○ 令和５年１月５日 自動車局旅客課長通達 

一般乗用自動車運送事業者が保有するタクシー車両をハイヤー車両として臨

時的に流用する特例制度（令和５年度大学入学者選抜等における受験生の運送

に限る。）について 

（概要） 

新型コロナウイルスの濃厚接触者である受験生の受験機会を可能な限り

確保するため、一定の条件の下でタクシーが利用可能となるよう、受験生の

運送に限った特例制度を昨年度と同様に受験生の運送に限った特例制度を

定め、本制度の適用により、タクシー車両をハイヤー車両として臨時的に流

用して受験生の運送を引き受けることを可能とし、また、他のタクシー事業

者から予約を断られた受験生など、緊急的に受験生を運送する必要がある場

合には、当該運送の営業区域外に存する場合であっても、運送を引き受ける

ことが可能とする。 

○ 令和５年３月１７日 厚生労働省発表  

雇用調整助成金の特例措置（コロナ特例）の経過措置についは、令和５

年３月３１日をもって終了する。 

○ 令和５年４月２８日 自動車局旅客課長通達 

マスク非着用者のタクシー乗車に係る約款の認可について 

（概要） 

これまで国土交通省では、病気などの「正当な理由」がないにも関わら

ず、マスク着用の求めに応じない者については、乗車を拒絶することができ

る旨の約款（以下「マスク約款」という。）を申請に応じて認可してきたと

ころ。 



 

 

他方、令和５年２月１０日、新型コロナウイルス感染症対策本部決定「マ

スク着用の考え方の見直し等について」の（７）において「マスクを着用す

るかどうかは、個人の判断に委ねることを基本とされ、マスクを着用しない

ことについて「正当な理由」は不要となった。 

このため、今後、マスク約款については、原則認可せず、特段の事情が

ある場合に限って認可することとし、現在、マスク約款の認可を受けている

事業者においては、約款変更を含め、その取扱いについて検討するよう要請

がなされた。 

 



 

 

 

３．白タク問題への対応について 

(１) 主なシェアリングエコノミーを巡る政府等の動きについて 

        

・平成 27年２月初旬  福岡市でウーバーなる外資系企業が、ライドシェア

実験と称した白タク行為を開始、国交省より指導を 

受け中止 

・平成 27年 3月 26日  参議院国土交通委員会でウーバー問題が徹底審議。 

太田大臣から「安全・安心ということについて確保   

されてきた日本の社会全体が変なことで壊されない 

ように全力を尽くしたいと思う」との答弁がなされた。 

・平成 27年４月以降  楽天三木谷社長が代表理事の新経済連盟から、シェ 

アリングエコノミーの成長を促す法的環境整備と  

いう名目の下、白タク行為を合法化すべく道路運送法

の改正等について、政府の規制改革会議、国家戦略  

特区諮問会議、産業競争力会議、ＩＴ総合戦略本部等

に対して、要望・提案がなされている。 

・平成 27 年６月 30 日  「日本再興戦略」改訂２０１５、「世界最先端ＩＴ

国家創造宣言」において「シェアリングエコノミー   

などの新たな市場の活性化のために必要な法的措置

を講ずる」旨閣議決定される。 

・平成 27 年９月 ９日  第１５回国家戦略特区諮問会議に対し竹中平蔵教授

ら５人の民間議員が連名で、｢過疎地域等における 

自家用ライドシェアの拡大｣などの意見書を提出 

・平成 27年９月      国家戦略特別区域会議等において、京丹後市、仙北 

市、養父市が自家用ライドシェアの導入を提案 

・平成 27 年 10 月 20 日 第１６回国家戦略特区諮問会議で安倍総理から  

「日本を訪れる外国の方々の滞在経験を、より便利で   

快適なものとしていかなければなりません。・・・・

過疎地等での観光客の交通手段として、自家用自動車

の活用を拡大する。」との発言がなされた。 

・平成 27年 10月 30日 新経済連盟から「シェアリングエコノミー活性化に

必要な法的措置に係る具体的提案」が内閣官房長官、

規制改革担当大臣、IT担当大臣、厚生労働大臣、国土

交通大臣あてに提出された。 



 

 

 

・平成 27年 12月 10日 ＩＴ総合戦略本部より「ＩＴの利活用に関する制度

整備検討会」の中間整理(案)が公表され、同案がパブ

リックコメントに付された。全タク連では、本中間 

整理案に対し「中間整理案における「シェアリング 

エコノミーサービスの範囲」に一般社団法人新経済 

連盟等が提案している「ライドシェア」が想定されて 

いるならば断固反対である」等の意見を提出した。 

・平成 28年３月２日   第２０回国家戦略特区諮問会議において、国家戦略

特別区域法の一部を改正する法律案（過疎地域等での

自家用自動車の活用拡大）が決定された。また、石破

大臣の会見では、「白タクを解禁とは訳が違う、運送

事業者の理解を得ながら進める」との発言がなされた。 

・平成 28年４月 19日 産業競争力会議において、三木谷議員は「改訂成長 

戦略に盛り込むべき具体的施策」として、シェアリン

グエコノミーとしてのホームシェアとライドシェアの

導入を提案。 

・平成 28年５月 19日  第６３回規制改革会議は、「現在の組織に続く新組織

を迅速に立ち上げ、切れ目なく規制改革に取り組む 

ことが重要」「シェアリングエコノミーの一層の進展

に対応するための制度見直しの検討」など「規制改革

に関する第４次答申」をとりまとめ安倍総理に提出 

された。 

・平成 28年５月 27日 国家戦略特別区域法の一部を改正する法律案は、４ 

月２８日衆議院本会議で裁決、参議院内閣委員会で  

質疑・採決を経て参議院本会議で可決成立した。同法

に対しては、衆・参両院から「いわゆる「ライドシェ

ア」の導入は認めないこと」等の附帯決議がなされた。 

・平成 28 年６月２日  「日本再興戦略」改訂２０１６、「シェアリングエコ

ノミーの推進」として「シェアリングエコノミーの 

健全な発展に向け協議会の立ち上げ・・・本年秋を   

目途に必要な措置をとりまとめる。」旨閣議決定され

る。 

 



 

 

 

・平成 28年９月 12日  政府は、大田弘子教授を議長に新たな規制改革推進

会議を設置。平成２９年６月を目途に答申とりまとめ

に向けて議論を開始した。 

・平成 28 年９月 16 日  国家戦略特区Ｗ・Ｇにおいて、新経済連盟から、      

ライドシェアの実現を含む「Japan Ahead」構想の

推進が追加提案された。 

・平成 28年 11月４日 「日本再興戦略」改訂２０１６(H28.6.2閣議決定) 

を受け発足したシェアリングエコノミー検討会議は、

７月の発足から７回の会議を開催し、シェアリング 

エコノミー発展に向けた基本的考え方など中間報告

を取りまとめた。 

・平成 28 年 11 月９日 未来投資会議の第２回構造改革徹底推進会合の  

「第４次産業革命イノベーション」会合において、 

竹中会長からライドシェアの推進を含む暫定的な 

論点整理が示された。 

・平成 28年 11月９日  第２５回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏ら

民間議員が連名で、「国家戦略特区 追加の規制改革

事項などについて」意見書を提出し、「Regulatory 

Sandbox（規制の砂場、ゼロベース特区）」の導入を  

検討すべきとされた。 

・平成 28年 11月 10日 第２回未来投資会議本会議において、竹中議員から 

ライドシェアの推進を含む当面取り組む改革項目が

示された。 

・平成 28 年 11 月 30 日 新経済連盟からライドシェア推進のための提言    

「ライドシェア実現に向けて」が、経済産業大臣、   

国土交通大臣、IT 政策担当大臣、経済再生担当大臣、

規制改革担当大臣宛てに提出された。 

・平成 28 年 12 月 12 日  第２６回国家戦略特区諮問会議において、再度、   

竹中氏ら民間議員が連名で、「国家戦略特区 追加の

規制改革事項などについて」意見書を提出し、

「Regulatory Sandbox（規制の砂場、ゼロベース    

特区）」の早急に導入すべきとされた。 



 

 

 

・平成 29年１月 20日   第２７回国家戦略特区諮問会議において、山本地方

創生担当大臣名で「規制改革事項の追加について」が

配布され、新たな「規制の砂場（サンドボックス）」

特区制度の創設が明記された。 

・平成 29年 １月 26日  第９回規制改革推進会議において、平成２８年８月

から１２月までの５ヶ月間に規制改革ホットライン

に寄せられた提案事項が示され、「新経済連盟提案の

ライドシェア実現のための法的環境整備」が含まれた

ところ。 

・平成 29 年１月 27 日 第４回未来投資会議本会議において、シェアリング    

エコノミーの推進等を盛り込んだ「産業競争力強化に 

関する実行計画案（2017 年版）」が取りまとめられ、

同計画は２月１０日閣議決定された。 

 また、日本経済再生総合事務局から示された  

「これまでの議論の経緯と今後の検討の方向性」の中

に「新たなチャレンジを促進する制度枠組み（「日本

版レギュラトリー・サンドボックス」等）の検討」が

明記された。 

・平成 29 年２月 ６日 未来投資会議の第４回構造改革徹底推進会合の「第４

次産業革命イノベーション」会合において、前回に 

引き続きライドシェアを巡る議論がなされた。 

・平成 29年２月 ７日  第１０回規制改革推進会議において、「需給の構造変

化を踏まえた移動・輸送サービス活性化のための環境

整備」をテーマに、日本交通（株）川鍋会長、（株）

notteco代表らからヒアリングが実施された。 

・平成 29年２月 21日  第２８回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏ら

民間議員が連名で、「国家戦略特区追加の規制改革 

事項などについて」意見書を提出し、今回法案に盛り

込む「サンドボックス」制度については、特に重要で

あり、法案提出までにもう一段議論を前進させる必要

があるとされた。 



 

 

 

・平成 29年３月６日   第２９回国家戦略特区諮問会議において、「日本版

レギュラトリー・サンドボックス」制度について一年

以内に検討・措置することを盛り込んだ「国家戦略 

特区法の一部を改正する法律案」が取りまとめられ、

同月１０日閣議決定された。 

・平成 29 年３月 ９日  第１２回規制改革推進会議において、２月７日の   

会合で、業界から提案がなされたソフトメーターの 

実装、ＩＣＴを活用した運行管理等について、国土 

交通省、経済産業省からヒアリングが実施された。 

・平成 29年３月 23日  第１３回規制改革推進会議において、「需給の構造変 

化を踏まえた移動・輸送サービス活性化のための環境

整備」をテーマに、自家用車による有償運送について、

国土交通省からヒアリングが実施された。 

・平成 29 年５月 12 日  第８回未来投資会議 日本経済再生総合事務局から、

日本版レギュラトリー・サンドボックス及びシェアリ

ングエコノミーを柱の一つとした成長戦略骨子案

（案）が示された。 

・平成 29年５月 22日   第３０回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏ら

民間議員が連名で、「観光分野に留まらない、各分野

でのシェアリングエコノミーの推進を含む「国家戦略

特区今後の進め方について」意見書を提出した。 

・平成 29年５月 23日   第１８回規制改革推進会議において、規制改革推進

に関する第１次答申がとりまとめられ安倍総理に手交

された。「ＩＣＴ、ＡＩ等の技術革新を活かした旅客 

運送事業等の規制改革」の項目において「自家用自動

車による運送」が記述された。同答申を踏まえた規制

改革実行計画が、６月９日閣議決定された。 

・平成 29年５月 30日   第９回未来投資会議において「未来投資戦略 2017」

が取りまとめられ、規制のサンドボックス及びシェア

リングエコノミーが柱の一つとして記述され、６月９

日閣議決定された。 



 

 

 

・平成 29 年５月 30 日   第７１回 IT 総合戦略本部・第２回官民データ活用   

推進戦略会議合同会議において、三木谷構成員が、   

ライドシェアの法制度化を求めた意見書「日本の IT

戦略・データ利活用戦略について」を提出した。 

・平成 29年９月 ５日   第３１回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏ら

民間議員が連名で、「シェアリングエコノミーの推進、

規制のサンドボックス制度の早期実現」を含む「国家

戦略特区 今後の運営に向けて」意見書を提出した。 

・平成 29 年９月 ８日   第１１回未来投資会議において「未来投資会議の  

今後の検討課題」が示され、「規制のサンドボックス  

制度の早期具体化」が明記された。 

・平成 29年９月 11日   第２０回規制改革推進会議において、規制改革推進

における「当面の重要事項」等が決定された。改革を

進めるべき重要事項として、インバウンド支援、オリ・

パラ成功への規制改革の項目において「利用者ニーズ

に応える新たなタクシー等の移送サービス実現」が 

盛り込まれた。 

・平成 29 年 10 月 24 日   第２１回規制改革推進会議において、第１回目の

「利用者ニーズに応える新たなタクシー等の移送 

サービス実現」をテーマとした検討会（以下、検討

会）が開催され、三ヶ森タクシー社長からヒアリン

グが行われた。 

・平成 29 年 11 月８日     未来投資会議の第１回構造改革徹底推進会合の 

「第４次産業革命イノベーション」会合において 

「規制のサンドボックス制度」について、検討の  

方向性が示され、議論された。 

・平成 29 年 11 月 17 日  第１２回未来投資会議において、竹中氏ら民間    

議員から「規制のサンドボックス制度」等に関する

提案がなされた。 

・平成 29年 12月 15日   第３２回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏

ら民間議員が連名で、「規制のサンドボックス制度の

具体的設計」を明記した「国家戦略特区今後の運営

に向けて」意見書を提出した。 



 

 

 

・平成 29 年 12 月 22 日   第７２回 IT 総合戦略本部・第３回官民データ     

活用推進戦略会議 合同会議において、三木谷構成

員が、サンドボックス等を活用した最先端サービス

の実現、移動問題に対応するためのライドシェアの

法環境整備を求めた意見書「日本の IT戦略・データ

利活用戦略について」を提出した。 

・平成 30 年１月 18 日   第２５回規制改革推進会議において、第２回目の    

検討会が開催され、国土交通省から三ヶ森タクシー

の提案に対するヒアリングが行われた。 

・平成 30 年２月１日 第１３回未来投資会議本会議において、「規制の     

「サンドボックス」の制度化」、「シェアリングエコ

ノミーの促進」等を盛り込んだ「産業競争力の強化

に関する実行計画案（2018 年版）」が取りまとめら

れ、同月６日、閣議決定された。 

また、経済産業省から「規制のサンドボックス  

制度」の具体的スキームが示された資料が提出され

た。 

・平成 30 年２月 26 日   第２６回規制改革推進会議において、第３回目の    

検討会が開催され、前回に引き続き、国土交通省   

から三ヶ森タクシーの提案に対するヒアリングが  

行われた。 

・平成 30年３月９日   第３３回国家戦略特区諮問会議において、「地域限定

型規制のサンドボックス制度の創設」を盛り込んだ

「国家戦略特区法の一部を改正する法律案」が取りま

とめられ、同月１３日閣議決定された。 

・平成 30 年３月 13 日   第２７回規制改革推進会議において、第４回目の    

検討会が開催され、前回、前々回に引き続き、国土交

通省から三ヶ森タクシーの提案に対するヒアリング

が行われた。また二種免許制度の在り方に関する検討

状況について警察庁からヒアリングが行われた。 

・平成 30年３月 20日   第９回シェアリングエコノミー検討会議において、

シェアリングエコノミー促進室の活動実績、グレー  

ゾーン解消制度の活用事例等が報告された。 



 

 

 

・平成 30年３月 26日   第３４回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏ら

民間議員が連名で、「サンドボックス関係の改正法案は、

早期成立と迅速な運用に期待」する「国家戦略特区   

指定１０区域に対する評価などについて」意見書を  

提出した。 

・平成 30年４月 1１日  新経済連盟から、ライドシェアのための法環境整備

を盛り込んだ新たな政策提言「Japan  Ahead２」が

発表された。 

・平成 30 年４月 24 日 第３０回規制改革推進会議において、第５回目の   

検討会が開催され、全タク連から川鍋会長、田中副会

長が出席、三ヶ森タクシーの提案に対する全タク連の

見解についてヒアリングが行われた。 

・平成 30 年５月８日 新経済連盟から「ライドシェア新法」の提案が国土

交通大臣、経済産業大臣、規制改革担当大臣、情報   

通信技術政策担当大臣、経済再生担当大臣宛てに提出

された。 

・平成 30年５月 11日 第３１回規制改革推進会議において、タクシー事業

者が経営主体となって自家用有償旅客運送を可能と

する趣旨の「多様な移動ニーズに応える新たなタクシ

ーサービスについての意見」が取りまとめられ、公表

された。 

・平成 30年５月 15日 経済産業省から提出された「生産性向上特別措置法

案」が、第１９６回通常国会において成立した。 

・平成 30 年６月４日 第 34 回規制改革推進会議において、「規制改革推進

に関する第３次答申」がとりまとめられ、安倍総理に

提出された。 

・平成 30年６月４日 第１７回未来投資会議において、「未来投資戦略 2018」

（素案）が提出され、審議された。 

・平成 30 年６月 14 日 第 35 回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏ら

民間議員が連名で、「本格的なライドシェアは検討課題

として残されており、早急な検討が必要である」との

内容を盛り込んだ「国家戦略特区 今後の運営につい

て」意見書を提出した。 



 

 

 

・平成 30年６月 15日 「未来投資戦略２０１８」が閣議決定。 

           「規制改革実施計画」が閣議決定。 

・平成 30年 8月 31日 生産性向上特別措置法に基づく革新的事業活動評価

委員会がスタート。 

・平成 30年９月 26日 第 10回シェアリングエコノミー検討会議において、

関委員（新経連）より「ライドシェア新法」の提案。 

・平成 30 年 10 月５日 第１９回未来投資会議において、「成長戦略の方向

性(案)」が審議され、次世代モビリティ等５つの重点

分野に関し産官協議会の開催を決定。 

・平成 30 年 10 月 10 日 「大臣と民間議員・特区区域関係自治体との意見

交換会（国家戦略特区諮問会議）」において、今後の

国家戦略特区の運営について意見交換がなされ、竹中

氏、原氏から「スーパーシティ構想」の検討について

提案された。 

・平成 30 年 10 月 12 日 第 37 回規制改革推進会議において、「第３期重点

事項」を決定。「多様な移動ニーズに応える新たな   

タクシーサービスの実現」「救援タクシー事業の明確

化」が規制改革推進会議による事前レビューの対象と

された。 

・平成 30 年 10 月 23 日 第 36 回国家戦略特区諮問会議において、第四次  

産業革命を体現する最先端都市、「スーパーシティ」 

構想を取りまとめることし、大臣の私的懇談会を設置、

11 月中を目標に中間取りまとめを行うこととされた。  

竹中氏ら民間議員もスーパーシティ構想を早急に検討

すべきとの意見書を提出。 

・平成 30 年 10 月 25 日 未来投資会議 産官協議会 次世代モビリティ/    

スマートシティ(第１回)が開催された。 

・平成 30 年 10 月 29 日 「「スーパーシティ」構想の実現に向けた有識者     

懇談会（国家戦略特区諮問会議）」が開催され、竹中

座長から「スーパーシティ五原則(たたき台)」が示さ

れた。 

・平成 30年 10月 30日 H30.5.8新経済連盟が規制改革ホットラインを通じ

規制改革推進会議に要望していた「ライドシェア新法

の提案」に対し、国土交通省が「対応不可」と回答。 



 

 

 

・平成 30 年 11 月 19 日 第 40 回規制改革推進会議において、「規制改革推

進に関する第４次答申」がとりまとめられ、安倍総理

に提出された。 

・平成 30 年 11 月 26 日 未来投資会議、規制改革推進会議等合同会議に     

おいて、「経済政策の方向性に関する中間整理案」が

審議され取りまとめられた。次世代モビリティの項目

の中で、「タクシーの相乗り導入の検討」「市町村管理

による自家用車の有償運送」「完全自動運転」等の    

ルール整備が盛り込まれた。 

・平成 30 年 11 月 26 日 「「スーパーシティ」構想の実現に向けた有識者     

懇談会（国家戦略特区諮問会議）」が開催され、従来

の特区の区域会議をさらに充実・強化した、いわば   

ミニ独立政府が運営主体とすることなどを盛り込ん

だ中間とりまとめ「スーパーシティ構想の考え方案」

について議論され、決定された。 

・平成 30 年 12 月 17 日 第 37 回国家戦略特区諮問会議において、「スーパ

ーシティ」構想について議論され、竹中氏ら民間議員

は、中間取りまとめに基づき、次期通常国会で法整備

を進めるべきであるとの意見書を提出。 

・平成 30年 12月 18日 未来投資会議 構造改革徹底推進会合「第 4次産業

革命」会合において、経済産業省、公正取引委員会、

総務省が策定した「プラットフォーマー型ビジネスの

台頭に対応したルール整備の基本原則」について審議

された。 

・平成 30年 12月 19日   第 75回 IT総合戦略本部・第６回官民データ活用推

進戦略会議合同会議において、「デジタル時代の新たな

ＩＴ政策の方向性について」を決定。三木谷構成員が

過度な規制の抑制や海外プラットフォーマーにも効力

を有する規制となるよう要望。 

・平成 31 年２月 13 日 第２３回未来投資会議において、「デジタル市場の

ルール整備についての検討項目」が審議された。 



 

 

 

・平成 31 年２月 14 日 第 38 回国家戦略特区諮問会議において、スーパー

シティ構想の実現に向けた有識者懇談会の最終報告に

基づき、「スーパーシティ」構想の加速実現に向け、   

法制度及び技術的基盤の整備を進めていく方針を決定。

「スーパーシティに関する国家戦略特区法改正（骨子）

暫定版が示された。 

・平成31年 2月 19日 第13回シェアリングエコノミー検討会議において、

関委員(新経連)が最終とりまとめに向け、ライドシェ

アについて政府内で検討の場を設置すべきとの意見を

表明。 

・平成 31 年２月 26 日 第 41 回規制改革推進会議において、「規制改革推

進会議第 3期後期重点事項について審議され、「新たな

需要に応える旅客・貨物運送事業の規制改革」が重点

フォローアップ事項とされた。 

・平成 31年３月７日 第 24回未来投資会議において、モビリティ、地域で

の移動手段をテーマに議論され、石井国土交通大臣  

から「持続可能な地域交通の実現に向けた課題と   

論点」についてプレゼンがなされ、その中で「自家用

有償旅客運送の円滑化」「タクシーの相乗り導入」の

方向性が示された。 

・平成 31年３月 20日 第 42回規制改革推進会議において、規制改革実施

計画（H30.6.15 閣議決定）の進捗状況について国土   

交通省のヒアリングが行われた。 

・平成 31 年４月３日 第 14 回シェアリングエコノミー検討会議において、

第２次報告書案について議論。関委員（新経連）が    

ライドシェアに係る記述を要請。 

・平成 31年４月 17日 第 39回国家戦略特区諮問会議において、「スーパー

シティに関する国家戦略特区法の一部を改正する法律

案」について議論され、速やかに国会へ提出すること

が了承された。 

・平成 31年４月 23日 第 15回シェアリングエコノミー検討会議において、

第２次報告書案について議論。関委員(新経連)がライ

ドシェアに係る記述を再要請。 



 

 

 

・令和元年５月 15日 第 27回未来投資会議において、「今夏の成長戦略の

とりまとめの方向性」について議論された。 

・令和元年５月 20日 第 45回規制改革推進会議において、「規制改革推進

に関する第５次答申骨子」について審議された。 

・令和元年５月 23日 シェアリングエコノミー検討会議 第２次報告書を

公表。 

・令和元年６月５日 第 28回未来投会議において「成長戦略実行計画案」

について審議された。同成長戦略案では、Society5.0

の実現の項目の一つとして「モビリティ」を掲げ、   

自家用有償旅客運送については、交通事業者が協力  

する自家用有償旅客運送制度の創設、観光ニーズへの  

対応のための輸送対象の明確化、交通空白地の明確化、

広域的な取組の促進が列挙された。さらにタクシーの

相乗り導入、MaaSの実現が盛り込まれた。 

・令和元年６月５日 第 46 回規制改革推進会議において、「規制改革推進

に関する第５次答申」がとりまとめられ、安倍総理に

提出された。 

・令和元年６月７日 「スーパーシティに関する国家戦略特区法の一部を

改正する法律案」を閣議決定。 

・令和元年６月７日   第７6回 IT総合戦略本部・第 7回官民データ活用

推進戦略会議 合同会議において「デジタル時代の  

新たなＩＴ政策大綱案」等について審議され、三木谷

構成員から同大綱案に対して、「移動・交通分野等を

始めとした徹底的な規制緩和の実施」を求めるコメン

トが提出された。 

・令和元年６月１１日 第４０回国家戦略特区諮問会議において、「未来   

投資戦略２０１９（仮称）」における国家戦略特区   

関係の記載について議論された。竹中氏ら民間議員は、

来年のオリンピック・パラリンピックに向けた課題と

して、今秋までに「ライドシェアの本格的な実現」に

取り組むべきと要望する意見書を提出。 

・令和元年６月２１日「経済財政運営と改革の基本方針 2019」、 

「成長戦略実行計画」、「規制改革実施計画」 

を閣議決定。 



 

 

 

・令和元年９月 19日 第 30回未来投資会議 成長戦略実行計画における

宿題として「交通事業者が協力する自家用有償制度の

改正法案の検討」を明示。 

・令和元年９月 30 日 第４１回国家戦略特区諮問会議 国家戦略特区法 

改正案、スーパーシティ構想等について審議。 

・令和元年 10 月 24 日 新経済連盟が「ライドシェア新法」の制定を盛り

込んだ「New Economy の実現に向けた政策要望」を  

自民党「デジタル社会推進特別委員会」、公明党「政策

要望懇談会」へ提出。 

・令和元年 10月 31日 第１回規制改革推進会議 議長に小林喜光氏を選任。 

・令和元年 12月２日 第２回規制改革推進会議 各ＷＧの運営方針と当面

の重点事項を決定。 

・令和元年 12 月 18 日 第４２回国家戦略特区諮問会議 「スーパーシテ

ィ構想」「地域限定型のサンドボックス制度」を含む 

「重点的に進めるべき追加の規制改革事項等(案）」に

ついて審議。 

・令和元年 12 月 19 日 第３４回未来投資会議 「新たな成長戦略実行  

計画策定に関する中間報告」をとりまとめ。 

・令和２年２月４日 スーパーシティ構想に関する国家戦略特区法の一部

改正法案を閣議決定。 

・令和２年２月７日 第３５回未来投資会議 「新たな成長戦略実行計画

策定に向けた今後の進め方」を審議。 

・令和２年２月 28日 投資等ＷＧ（規制改革推進会議）タクシーの利便性

向上の取組について、国交省からヒアリングを実施。 

・令和２年３月 18日 第４３回国家戦略特区諮問会議 「スーパーシティ

構想」の実現等について審議。 

・令和２年５月 27 日 スーパーシティ構想に関する「国家戦略特区方の 

一部を改正する法律」が第２０１回通常国会において

成立。 

・令和２年６月 22 日 第７回規制改革会議推進会議において、「規制改革

推進に関する答申骨子」について審議、「デジタル時代

の規制・制度について」を決定。  



 

 

 

・令和２年７月２日 第８回規制改革推進会議において、「規制改革推進に

関する答申」がとりまとめられ、安倍総理に提出され

た。 

・令和２年７月 17日 「経済財政運営と改革の基本方針 2020」、 

「成長戦略実行計画・成長戦略ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ」、「規制 

改革実施計画」を閣議決定。 

・令和２年 10 月 16 日 未来投資会議の後継として、内閣官房長官を議長

とする第１回成長戦略会議が開催された。 

・令和２年 10 月 22 日 第４７回国家戦略特区諮問会議において、竹中氏

ら民間議員は、国家戦略特区の今後の運営について、  

「特例措置創設から一定期間経過したものは全国展開

を原則とし、また、規制改革推進会議とも連携して、

強力に推進すべきである」とする意見書を提出。 

・令和２年 11 月６日 第２回成長戦略会議において、竹中氏が「海外で  

成長しているビジネスで、日本で進んでいない分野」

のリストアップを事務局へ要請。「シェアリング・エコ

ノミーが進んでいない・・・既得権益者の強い抵抗」

と例示した資料を提出。 

・令和２年 12 月 21 日 第４８回国家戦略特区諮問会議／規制改革推進  

会議議長・座長会合において、スーパーシティの区域

指定に関する専門調査会の設置等について議論された。 

・令和３年２月 17 日 第７回成長戦略会議において、竹中氏が提出した 

資料「「公正で健全な競争政策」を議論するに当たって」

の中で「タクシーの需給規制やライドシェア禁止は、

寡占状態の維持に繋がっていないか？」と主張。 

・令和３年６月１日 規制改革推進会議において、規制改革推進に関する

答申がとりまとめられ、投資ワーキング・グループの

項目に「タクシーの利便性向上」が記載された。 

・令和３年６月２日 第 11回成長戦略会議において、成長戦略実行計画が

とりまとめられた。 

・令和３年６月１８日「経済財政運営と改革の基本方針 2021」、 

「成長戦略実行計画」、「規制改革実施計画」 

を閣議決定。 



 

 

 

・令和４年６月７日 「経済財政運営と改革の基本方針 2022」、「新しい  

資本主義のグランドデザイン及び実行計画」、「規制 

改革実施計画」、「デジタル田園都市国家構想基本  

方針」を閣議決定。 

・令和５年３月 29 日 第１５回新しい資本主義実現会議において、川邊 

委員（Zホールディングス・代表取締役会長）が提出し

た資料の中で「ライドシェアサービスの拡充に努める

べき」「一部の業界のためだけに、都市部も含めて数千

万人が文字通り足止めを食っている現状は、完全に 

移動後進国」「既存の事業者に対しては政治が補償し、

圧倒的大多数の国民に、ライドシェアのメリットを 

提供すべき」等主張 

・令和５年６月１日 第１６回規制改革推進会議において、「規制改革推進

に関する答申」～転換期におけるイノベーション・  

成長の起点～がとりまとめられ、岸田総理に提出され

た 

 

 

 (２) 全タク連としての対応 

① 自公民議員連盟への陳情 

 

イ 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟 

・平成２７年５月２６日 議連総会 

・平成２７年６月１１日 議連幹部会 

・平成２７年 11月 ９日 議連幹部会 

・平成２７年 12月 17日 議連幹部会 

・平成２８年１月１５日 議連総会 

・平成２８年２月１６日 議連幹部会 

・平成２８年２月２３日 自公議連幹部会 

・平成２８年３月 １日 自公合同議連幹部会 

・平成２８年５月１９日 議連幹部会 

・平成２８年 10月 21日 議連幹部会 

・平成２８年 10月 27日 政策要望会議 



 

 

 

・平成２８年 11月 22日 議連総会 

・平成２９年 ３月 ８日 議連総会 

・平成２９年 11月 27日 議連総会 

・平成３０年２月１４日 意見交換会 

・平成３０年４月２４日 議連幹部会 

・平成３０年５月１４日 議連総会 

・平成３１年４月１６日 議連総会 

・令和 ５年５月１０日 議連総会 

 

ロ 公明党ハイヤー・タクシー振興議員懇話会 

・平成２７年 10月 27日 国土交通部会 

・平成２８年 ２月 19日 議員懇話会 

・平成２８年 10月 20日 議員懇話会 

・平成２９年 ４月 ６日 議員懇話会 

・平成２９年１１月９日 議員懇話会 

・平成３０年５月１５日 国土交通部会・規制改革委員会合同会議 

・平成３０年 11月 13日 議員懇話会 

・令和 元年５月１５日 議員懇話会 

・令和 ５年５月１０日 議員懇話会 

 

ハ 民進党タクシー政策議員連盟 

・平成２７年６月２５日 議連総会 

・平成２７年 12月 ２日 議連総会 

・平成２８年 10月 26日 議連総会 

・平成２９年３月  ２日 議連総会 

 

  二 タクシー政策議員連盟（国民民主党、立憲民主党等超党派） 

   ・平成３０年 ７月 ４日 議員総会 

・平成３０年 12月 ７日 議連総会 

・令和 ５年４月２８日 議連総会 

・令和 ５年６月１３日 議連総会 

 

 



 

 

 

② 国会議員、関係行政機関に対する陳情 

 通常総会及び全国ハイヤー・タクシー事業者大会における「白タク  

行為を断固阻止する決議」を踏まえ、白タク行為解禁阻止に向けて自公

民の国会議員、関係行政機関等に対する陳情活動を実施した。 

＊参考 

・平成 27年６月 23日 通常総会  白タク行為を断固阻止する緊急決議 

・平成 27年 11月 11日 金沢大会  白タク行為を断固阻止する特別決議 

・平成 28年６月 23日 通常総会  白タク行為を断固阻止する決議 

・平成 28年 11月 15日 徳島大会  白タク行為を断固阻止する決議 

・平成 29年６月２７日 通常総会  白タク行為を断固阻止する決議 

・平成 29年 11月 16日 東京大会  白タク行為を断固阻止する決議 

・平成 30年 6月 26日 通常総会  白タク行為を断固阻止する決議 

・平成 30年 11月 7日 仙台大会  白タク行為を断固阻止する決議 

・令和元年 11月 6日 大分大会  白タク行為を断固阻止する決議 

・令和２年 6月 22日  通常総会  白タク行為を断固阻止する決議 

・令和３年 6月 18日  通常総会  白タク行為を断固阻止する決議 

・令和４年 6月 27日  通常総会  白タク行為を断固阻止する決議 

 

③ 規制改革推進会議への対応 

平成２９年９月１１日、第２０回規制改革推進会議において、「当面

の重要事項」が決定され、その中で「インバウンド支援、オリ・パラ      

成功への規制改革」として「利用者ニーズに応える新たなタクシー等の

移送サービス実現」が取り上げられた。 

 

同年１０月２４日、 第２１回規制改革推進会議において、三ヶ森タク

シーから「コストカットした別モードのタクシー」と称する「タクシー

運転者の請負・委任制の導入」、「１．５運転免許制度の導入」、     

「タクシー事業者による自家用有償旅客運送事業の実施」等を内容と 

する提案が規制改革推進会議になされた。 

その後、規制改革推進会議においては、平成 30年 1月 18日、同年      

2月 28日、同年 3月 13日の３回にわたり国土交通省に対してのヒアリ

ングが行われた。 

 



 

 

 

国土交通省からは、 

・ 運転者の雇用だけでなく請負・委任については、タクシー事業者は、

安全確保・利用者保護のため、乗務時間の管理や健康状態の把握等を  

行い、問題がある場合は乗務させないなどの運行管理を行う必要がある。

このような運行管理を実施することから、事業者と運転者の間には直接

の指揮命令関係が必要であり、タクシー事業を指揮命令関係のない  

請負・委任で行うべきでない 

・ タクシーの運転は自家用車と異なり、一日の走行距離や輸送人員が   

多いこと、乗客の指示による急な方向転換等に対応するため通常より  

高度な運転技能や知識が必要とされるなどの特徴がある。旅客を想定 

した安全確保のために必要な運転技能の習得を要件とする第二種免許制

度を緩和することは旅客の安全の確保の観点から適切でない。 

・ タクシーによる自家用有償旅客運送はコストカットを目的としている

ものであり、安全性や利用者保護の観点からは認められない。自動車を

使用して有償で旅客を運送する場合には、安全確保、利用者保護の観点

から道路運送法の許可を受けて、バス・タクシー事業として行うことが

原則であり、旅客運送が営利として成り立たない場合においては、必要

な安全上の措置をとった上で、非営利の自家用有償旅客運送を限定的に

認めている。営利事業として成り立つ場合には、バス・タクシー事業者

が、バス・タクシー事業として行うべき。 

旨の説明がなされた。 

 また、同年４月２４日開催の規制改革推進会議において、全タク連に

対するヒアリングが行われ、川鍋全タク連会長、田中全タク連副会長兼

地域交通委員長が出席。 

 

『三ヶ森タクシーの提案は、事業者の総意ではなく、新しい別モード

のタクシー事業と銘打っているが、コストカットを目的としたタクシー

事業者による白タク行為の提案にほかならず、タクシー事業者及び運転

者が誇りを持って日々必死に努力していることを無にするものであり、

国民の安全を脅かすとともに、地方創生の担い手である地域公共交通の

存続を危うくするライドシェアと称する白タク行為を断固阻止を掲げる

全タク連としては絶対に容認することはできない。』旨の意見を陳述   

するとともに、地域公共交通機関としてのタクシー業界の様々な取組み

についてプレゼンテーションをした。 



 

 

 

 

しかしながら、同年５月１１日、規制改革推進会議は、「多様な移動

ニーズに応える新たなタクシーサービスについての意見」を発表した。 

発表された意見の要旨は、次のとおりである。 

（意見のポイント） 

・ 現在、タクシー事業が成り立たない地域では、タクシー事業者を 

事実上の運行管理者とする自家用有償旅客運送がすでに認められて 

いる。タクシー事業者が運行管理者でなく、経営主体として自家用 

車を運転するドライバーを登録し、サービスを提供する仕組みであって

も、安全性についての必要な措置を講じれば、現状を超えるような問題

は生じないと考えられる。 

・ 自家用有償旅客運送に使用する自家用車を届け出制とし、登録 

 台数の上限を設定し、運転手は直接雇用とすることで、運行管理の 

 責任主体が明確となる。運転手不足に対応するため、柔軟な働き方が 

可能となるよう工夫が求められる。 

・ 運行管理は ICTを活用してタクシー事業者が行い、運行距離に 

 制限を設けることで、自家用車であっても有償旅客運送を担うことが 

可能になると考えられる。 

・ タクシーにおいては、実車時より流し運転の際の事故率がはるかに 

高いことに鑑み、サービスの提供は予約配車に限り、運賃は事前に 

決定することが考えられる。また、顧客とドライバーの金銭の授受を 

禁止するなど、必要な要件を設定することが必要である。 

 

 

・平成３０年６月４日開催の規制改革推進会議において「規制改革推進に  

関する第３次答申」がとりまとめられ、安倍総理に提出された。 

 規制改革推進に関する第３次答申のタクシー関連部分については、次の  

とおり 

６．その他の重要課題 

（２）新たな需要に応える旅客・貨物運送事業の規制改革 

 新たな需要に応える旅客・貨物運送事業の規制改革については、  

タクシー事業者による新しいサービス実現のため、旅客運送・貨物  



 

 

 

運送の規制の在り方について検討を行った。タクシー業界は、社会的

課題に応えるための様々な取組を、業界を挙げて進めているが、運転

手不足という深刻な供給制約を抱える中で、個々人がもつ多種多様な

ニーズに応えることが必要であり、このニーズに対応するためには、

現在の基本的な規制の構造にこだわることなく、ＩＣＴを活用した 

効率的なサービスを実現することが必要であり、その実現はタクシー

業界の成長に資するものである。今後更に検討を深めていくことが 

重要である。 

 

① 多様な移動ニーズに応える新たなタクシーサービスの実現 

【平成３０年度検討開始・平成３１年度結論】 

 過疎化等を背景とした地域における公共交通基盤の脆弱化、高齢

化等を背景とした利用者層の構造変化、さらには、海外からの旅行

客の増加や東京オリンピック・パラリンピックへの対応など、タク

シーサービスに関連する社会的課題が広がりを見せている。現在、

タクシー事業者においては、これらの様々な社会的課題を認識し、

業界を挙げて取り組み、実証実験も含めた挑戦が続けられている。

例えば、「相乗り運賃」や「事前確定運賃」等の新しい運賃制度の

実証実験が進められ、また、過疎地等の地域住民の日常生活の足と

なる「乗合タクシー」などによる交通不便地域の大幅な減少も進め

られている。 

 これらの取組の多くは、公共交通の一翼を担う業界の高い意識に 

支えられた活動であるが、運転手不足などの厳しい現実に直面する

中で、企業としての収益を犠牲にし、あるいは、国や地方自治体の

支援を得ることで試みられているという側面は否めず、幅広い利用

者が求める多様なタクシーサービスを実現していくという意味で

は、持続性と裾野の広がりに課題がある。 

 運行管理等にＩＣＴを利用することが可能になり、多くの人が 

通信機器を活用するようになった今、自家用有償運送も含めた地域

交通のあり方を根本から再検討し、個々のニーズにきめ細かく応え

るべくタクシー事業者の創意工夫を可能とすることが、産業として

のタクシー業界の飛躍のために、そして、高齢者、来日旅行客等の



 

 

 

様々な人々が移動のストレスから解放される環境を創り上げる  

上で、必要である。 

 

 したがって、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技  

大会までを一つの節目とし、さらには、その先の未来の社会にも  

応えられるよう、しなやかな移動サービスを具体化し導入を目指す。

利用者のニーズや地域交通機関の課題を整理し、ＩＣＴを積極的に

活用して、利用者ニーズへのきめ細かい対応と運転手の多様な働き

方を実現する新たなタクシーサービスの在り方を総合的に検討し、

利用者の 立場に立って早急に結論を取りまとめる。 

 

② 救援タクシー事業の明確化 

【ａ:平成３０年度検討開始・平成３０ 年度結論、 

ｂ:平成３０年度検討開始・平成３１年度結論】 

 タクシー事業の無線化が普及したことにより、その機動性に着目

した「救援タクシー事業」が「タクシー事業者が行う救援事業等に

ついて」（平成元年６月２９日運輸省地域交通局自動車業務課長  

通達）により認められている。買い物代行、病院の代理受付等だけ

でなく、ペットの運送や忘れ物のお届けといった貨物運送に類似し

たサービスも、タクシー事業の妨げにならない範囲で行われている。

一方で、ＥＣ（ElectronicCommerce）サイトの普及等に伴い、貨物

運送への需要は年々上昇しているところであり、貨物運送の運転手

不足の一助として救援タクシー活用の要望もあるものの、「社会通

念上貨物運送行為」とみなされるものについては通達において認め

られておらず、実現には至っていない。 

しかしながら、貨物運送需要の増加のみならず、利用者のニーズも  

多様化しており、例えば鍵、書類、研究資材等の重要な物品を早急

に届けるといったサービス需要に対し、現行では十分に応えられて

いないという指摘もある。貨物運送事業の人手不足、利用者ニーズ

の多様化、ＩＣＴの普及によるマッチングなど、平成元年時点と状

況は変化してきており、また、貨物運送に外観的に類似している  

ようにも見える救援タクシーが幾つかのタクシー事業者で実態と 



 

 

 

して行われる場合があることから、考え方を整理することが必要で

ある。 

 

 したがって、 

ａ 救援タクシー事業について、タクシー車両を使用して本来業務

の遂行を妨げない範囲で行われ、社会通念上貨物運送行為に該当し

ない「救援事業」の範囲についてより明確化を図る。 

ｂ 利用者ニーズや生産性向上と人手不足解消の観点を踏まえ、 

貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83 号）におけるタクシー

車両を利用した貨物運送の在り方について、検討を開始する。なお、

当該検討については、関係者の意見も踏まえるとともに、輸送の安

全及び利用者利益の保護が損なわれることがないように留意して

行う。 

 

・平成 30年 6月 15日、第 3次答申を踏まえ、政府は規制改革実施計画を   

閣議決定した。規制改革実施計画におけるタクシー関連部分については、  

次のとおり 

 

７．その他重要課題 

 (2)新たな需要に応える旅客・貨物運送事業の規制改革 

１ 多様な移動ニーズに応える新たなタクシーサービスの実現 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会までを一つの

節目とし、さらには、その先の未来の社会にも応えられるよう、しな

やかな移動サービスを具体化し導入を目指す。安全性の確保を前提に

しつつ、利用者のニーズや地域交通機関の課題を整理し、ＩＣＴを 

積極的に活用して、利用者ニーズへのきめ細かい対応と運転手の多様

な働き方を実現する新たなタクシーサービスの在り方を総合的に 

検討し、利用者の立場に立って早急に結論を取りまとめる。 

【平成30年度検討開始・平成31年度結論】 

 

２ 救援タクシー事業の明確化 

a 救援タクシー事業について、タクシー車両を使用して本来業務の 



 

 

 

遂行を妨げない範囲で行われ、社会通念上貨物運送行為に該当しない

「救援事業」の範囲についてより明確化を図る。 

b 利用者ニーズや生産性向上と人手不足解消の観点を踏まえ、貨物 

自動車運送事業法（平成元年法律第83 号）におけるタクシー車両を

利用した貨物運送の在り方について、検討を開始する。なお、当該  

検討については、関係者の意見も踏まえるとともに、輸送の安全及び

利用者利益の保護が損なわれることがないように留意して行う。 

【a:平成30年度検討開始・平成30年度結論、 

b:平成30年度検討開始・平成31年度結論】 

 

・令和元年６月６日開催の規制改革推進会議において「規制改革推進に関す

る第５次答申」がとりまとめられ、安倍総理に提出された。 

  規制改革推進に関する第５次答申のタクシー関連部分については、次の  

とおり 

Ⅱ 各分野における規制改革の推進 

 

６．その他の重要課題 

 

（４）重点的にフォローアップに取り組んだ事項 

 

ア 新たな需要に応える旅客・貨物運送事業の規制改革 

 平成 30 年６月の第３次答申では、国土交通省に対して、個々人の多種

多様なニーズに応えられるような旅客・貨物運送事業の規制改革につい

て検討を求めたところである。 

 同省では、タクシー事業者と連携し、2020 年東京オリンピック・  

パラリンピック競技大会の開催を見据えながら、ＩＣＴを活用した事前

確定運賃、相乗りタクシーなどの導入に向けた制度整備を具体化させて

おり、一定の評価ができる取組内容となっている。これら新たなサービ

スは、同大会の開催を待たず早期に導入すべきである。 

 他方、自家用有償運送事業、救援タクシー事業の在り方については、

実施計画に沿って今年度中に結論を得るべく検討を進めることを引き

続き求めたい。 

自家用有償運送事業は、現在「交通空白地」における実施が要件と  



 

 

 

されている。ここで、通常のタクシー事業によって満たされないニーズ

は、過疎地など地理的要因のみならず、増加する観光客や高齢者など 

需要者側の要因、深夜時間帯やイベント開催時など時間的要因によって

も生ずることに留意が必要である。したがって、「交通空白地」は、   

期間・区域・利用対象者など様々な側面から捉え、自家用車両を用いた

サービスがニーズに応じて機動的かつきめ細かく実施できることを 

制度上明確にしていく必要がある。 

また、自家用有償運送事業は、タクシー事業者による通常の旅客運送

事業が成り立たない地域での事業であるという理由から、その実施主体

は市町村又はＮＰＯ法人等に限定されている。しかし、実際の運営は 

タクシー事業者に委託されており、自家用車両を用いる場合であれ、 

安全確保を含めてサービス提供に必要なノウハウ等を有するのはタク

シー事業者にほかならない。市町村等から委託を受ける形にとどまら

ず、タクシー事業者が実施主体となってサービスを最適かつ効率的に 

提供できるようにすることは、同事業を補助金に依存せずに持続可能な

ものとしていく上で有用である。第３次答申の趣旨を踏まえて、引き 

続き検討を行うべきである。 

 救援タクシー事業については、実施可能な事業範囲の明確化を図る 

べく、「タクシー事業者が行う救援事業等について」（平成元年６月 29 日

運輸省地域交通局自動車業務課長通達）の改定が行われたが、これに 

より、これまでにない新たなサービスが実施可能であることが十分明確

にされたとは言いがたい。例えば、書類や鍵等の緊急かつ重要な届け物

をタクシー事業者に預託することは、利用者の利便を高め、輸送の安全

と両立させることも十分可能である。こうした多種多様なニーズに応え

られる新たな仕組みについて検討すべきである。 

 

 

・令和元年 10月 31日、新たな規制改革推進会議の第 1回会議が開催され、

「規制改革推進会議の議論について」及び「重点的フォローアップ事項」に

ついて議論された。 

 

・令和元年１２月２日開催の第２回規制改革推進会議において「規制改革  

推進会議の当面の重点事項」等が決定された。 



 

 

 

  重点事項のタクシー関連部分については、次のとおり 

 

１．成長戦略実現に向けた技術革新に対応した規制の見直し 

 

 デジタル化の進展等により経済社会が大きく転換していることを踏ま

え、 Society5.0 実現に向けた成長戦略を進め、イノベーションを加速 

させるよう、データの一層の活用を推進するほか、デジタル化に対応した

規制・制度の改革 に取り組む。当面は以下の事項に取り組むが、経済  

社会の変化等に対応して、これまでの規制全般についてもその在り方の 

検討を行う 

 

（４）経済社会の環境の変化や技術革新に対応した新たなサービスの 

活用のための規制改革 

 ・多様な移動ニーズにしなやかに対応するため、ICT 等を活用し、

タクシー の利便性を高めるサービス等を実現する。 

 

 

・令和 2年 2月 28日、投資等ワーキング・グループが開催され、「タクシーの

利便性の向上」に関して、国土交通省に対してヒアリングが行われた。 

国土交通省からは、全タク連が平成 28年 10月に決定した「今後新たに取り

組む事項」の実現に向けて、事前確定運賃、相乗りタクシー、変動迎車料金・

定額タクシー等の実証実験等を行うなどの支援を行っていること。さらに、  

令和元年６月に「今後新たに取り組む事項」として９項目を追加して、さらな

る取組を進めることについての支援を行っている旨の説明がなされた。また、

今国会に提出している「持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を

推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正 

する法律案」におけるタクシー関係部分「事業者協力型自家用有償旅客運送  

制度の制度改正」、「営業区域外運送を柔軟化」についての説明がなされた。 

・令和２年 7月 2日、開催の規制改革推進会議において「規制改革推進に   

関する答申」がとりまとめられ、安倍総理に提出された。同答申を踏まえ、  

7月 17日政府は規制改革実施計画を閣議決定した。規制改革実施計画におけ

るタクシー関連部分については、次のとおり 

 



 

 

 

３．投資等分野 

 (1)規制改革の観点と重点事項 人口減少の社会にある我が国が持続的に 

成長し、いかなる状況の変化にも柔軟に対応 していくためには、イノベー

ションによって生まれる新しい価値やサービス、経済社会 の変化により 

新たに必要が生じた事業等を従前の制度の中で無理に整理しようとするの

ではなく、制度そのものを柔軟かつ最適にするアクションにまで踏み込んで

実行して いくことが不可欠である。こうした考えの下、イノベーションを

後押しするとともに、 弱者の保護と利便性の確保とビジネス機会の両立に

つながるよう、規制や慣行の見直し を行い、スピード感を持って社会実装

を行っていく観点から、(2)フィンテックによる 顧客利便性の向上、(3)自

動運転の実装に向けた環境整備、(4)多様な移動ニーズを満たすマイクロモ

ビリティについて、(5)タクシーの利便性向上、(6)電波・通信制度改革、 (7)

放送を巡る規制改革、(8)スタートアップを促す環境整備、(9)老朽化や被災

した区 分所有建物の再生の円滑化、(10)水素スタンド関連規制の見直しに

ついて、重点的に取り組む。 

 

№９ タクシーの利便性の向上 所管府省：国土交通省 

実施時期 a：令和２年検討・結論・措置 

b：令和２年度検討開始、結論を得次第速やかに措置 

c：令和２年度措置規制改革の内容 

a  地域の交通手段を持続的に確保するため、国土交通省は、事業者の営業

区域外運送の柔軟化に取り組む等、より多くの利用者が利便性の高いタクシ

ーサービスを享受できる環境整備に向けた施策を推進するとともに、公共  

交通の供給が困難な地域において行う一般旅客自動車運送事業者が協力する

自家用有償旅客運送制度について、その実効性を高めるため、導入を希望   

する地域において関係者間の協議が円滑に進むよう環境整備を図ること等を

通じ、着実に制度を運用する。 

 

b  国土交通省は、タクシーの利便性向上に資する事前確定運賃や変動迎車

料金等の制度を着実に実施する。また、タクシーのきめ細かな走行実態の  

的確な把握及び地域、曜日、時間帯、天気等様々な状況下におけるタクシー

と利用者との需給・マッチングデータの取得とそれらを通じた配車アプリの



 

 

 

活用等による、事前確定運賃等の仕組みの柔軟化を始めとした利用者の利便

性を高める新たな運賃サービス等を実現するため、国土交通省は、タクシー

事業者間の連携や変動料金制の導入も視野に入れつつ、アプリ事業者が有す

るタクシーの輸送データがタクシーサービスの高度化に還元されるよう推進

するとともに、事業者の自主的な取組を一層加速させる方策を検討及び実施

する。 

 

c  特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化

及び活性化に関する特別措置法(平成 21年法律第 64号、タクシー特措法)が、

タクシー事業の業務の適正化を図り、もって輸送の安全及び利用者の利便の

確保に資する目的を有することに鑑み、国土交通省は、その趣旨が確実に   

達成されるよう、事業の適正化及び活性化に不可欠なデータの適時把握を 

行うためのタクシー事業者の取組を推進しつつ、国がデジタルで情報を収集、

把握できる環境整備を進める。また、国土交通省は、事業者自らが利用者の

利便性を高める新たなサービス等に健全かつ持続的に取り組むことが可能と

なるよう、制度を着実に運用する。 

  

・令和３年６月１日、第３回規制改革推進会議 議長・座長会合において 

「規制改革推進に関する答申」がとりまとめられ、菅総理に提出された。  

同答申を踏まえ、6月 18日政府は規制改革実施計画を閣議決定した。規 制

改革実施計画におけるタクシー関連部分については、次のとおり 

３．成長の加速化や地方を含めた経済活性化に資する規制改革 

(1)規制改革の観点 

コロナ禍によってとりわけ疲弊している地方経済を活性化していくため、

ポストコロナを見据えた観光振興のほか、地域住民などの利便性向上に資す

るモビリティ改革を実現するべきである。 

また、農業者、漁業者の高齢化や人手不足など、我が国の農林水産業を  

取り巻く環境が厳しさを増す中、農業者や漁業者などの所得を押し上げ 、

地域経済を活性化し、農林水産業の成長産業化、国際競争力強化を促進す

るべきである。 

これらの観点から、以下の事項について、重点的に取り組む 

(4)タクシーの利便性向上 



 

 

 

№３ タクシーの利便性の向上 所管府省：国土交通省 

実施時期     a,c:令和３年結論・措置 

b:令和３年検討開始、結論を得次第速やかに措置 

 

a  国土交通省は、現行のタクシーメーターと代替可能なソフトメーターの

導入に向けた制度設計を進める。具体的には、「ソフトメーターの導入に

向けた検討会」（令和３年３月設置）において正確性の担保を始めとする

残課題を精査し、結論を得る。なお、ソフトメーターが具備すべき機能や

その活用に関しては、配車アプリ事業者等の参画も得つつ検討し、輸送等

のデータを活用したタクシーサービスの高度化に取り組む。 

 

b  国土交通省は、変動運賃制度の在り方について検討を進める。その際、

海外の実態調査や実車による実証、利用者の意向把握等を丁寧に行う。  

また、地域・曜日・時間帯・天候等、様々なケースにおける需給やマッチ

ングデータ等を取得し、配車アプリ事業者等の参画も得てエビデンスに 

基づく議論を行う。 

加えて、公共交通機関として利用者の理解が得られる、妥当な変動幅と

なるよう留意する。 

 

c  国土交通省は、隣接敷地・近距離の営業所と車庫間でのみ認められてい

る現行のＩＴ点呼を、ＩＴの進展を踏まえて遠距離を含む営業所間でも 

実施できるよう拡大する等、運行管理の高度化を進める。具体的には、   

「運行管理高度化検討会」（令和３年３月設置）における実証実験を通じ

て、ＩＴ点呼の対象拡大に向けた機器の性能要件の設定や、自動点呼の  

導入に向けた点呼支援機器の認定制度の構築を行う。 

 

 

 ・令和４年５月２７日、規制改革推進会議において「「規制改革推進に関す

る答申」～コロナ後に向けた成長の「起動」～」が取りまとめられ、   

政府に提出された。同答申を踏まえ、6月７日政府は規制改革実施計画

を閣議決定した。規制改革実施計画におけるタクシー関連部分について

は、次のとおり 

 



 

 

 

Ⅱ 実施事項 

５．個別分野における取組 

<スタートアップ・イノベーション> 

 

（６）イノベーションや地域の課題に応えるラストワンマイル配送の実現 

№１１ イノベーションや地域の課題に応えるラストワンマイル 

配送の実現 

 

＜規制改革の内容＞ 

a 貨物軽自動車運送事業で使用できる車両が軽貨物車に限られている運用

について、軽乗用車の使用を可能とする検討に着手し、結論を得次第、

速やかに必要な措置を講ずる。 

b 一定の過疎地域を対象に認められている、タクシー事業者等が貨物自動

車運送事業法（平成元年法律第 83 号）の許可の取得により荷物の有償

運送を可能とする貨客混載の制度について、現行制度下ではカバーでき

ない具体的なニーズ等について調査を行い、対応を検討し、結論を得次

第、速やかに必要な措置を講ずる。 

c 令和３年９月１日に施行した「年末及び夏期等繁忙期におけるトラック

輸送対策について」（平成 15 年２月 14 日自動車交通局貨物課長通達。

以下本項において「通達」という。）に基づき、貨物自動車運送事業者に

よる自家用自動車の有償運送を繁忙期に認める制度について、輸送の安

全性確保等を前提に、令和４年度に実施する現行通達の運用状況（事故

や法令違反の状況等）のモニタリング結果や先に実施したラストワンマ

イル配送のニーズ調査の結果等を踏まえ、必要な措置について検討し、

結論を得る。 

【a,b：令和４年度検討開始・結論、結論を得次第速やかに措置、 

c：令和５年度できるだけ早期に結論】 

 

（７）DX を通じたタクシーの利便性向上 

№１２ DX を通じたタクシーの利便性向上 

＜規制改革の内容＞ 

a 国土交通省は、ソフトメーターの導入に当たって、令和３年 10 月から

11 月にかけて行った実証実験の結果に基づき、ソフトメーターの規格策

定に必要となる事項について、「ソフトメーターの導入に向けた検討会」

等で指摘された課題等を含め、検討する。その際、ソフトメーターが具

備すべき機能やその活用に関しては、利用者から運賃を収受するに当た



 

 

 

って十分な正確性を確保することを前提として、ソフトメーターの導入

を通じてタクシー事業全体のＤＸ化が進められるよう、配車アプリ事業

者等の参画も得て検討を進めていくこととし、検討の結果を踏まえて、

速やかにソフトメーターの規格を決定し、措置する。 

b 国土交通省は、変動運賃制度の在り方について、令和３年 10月から 12

月にかけて行った実証実験の結果に基づき、利用者ニーズや運用上の 

課題への対応について検討し結論を得た上で、できるものから措置する。

なお、その検討に当たっては、公共交通機関に求められる妥当性に引き

続き配慮するとともに、利用者や事業者の声に十分に配慮しつつ制度 

設計を行う。 

【a,b：令和４年度検討・結論、結論を得次第速やかに措置】 

 

・令和５年６月１日開催の規制改革推進会議において「規制改革推進に関す

る答申」～転換期におけるイノベーション・成長の起点～がとりまとめられ、

岸田総理に提出された。 

  規制改革推進に関する答申のタクシー関連部分については、次のとおり 

Ⅱ 各分野における規制改革の推進 

 

１．スタートアップ・イノベーション 

（８）イノベーションや地域の課題に応えるラストワンマイル配送・交通 

ア イノベーションや地域の課題に応えるラストワンマイル配送・交通 

【a,b：（前段）措置済み、（後段）令和５年度検討開始、結論を得次第速

やかに措置、c：令和５年検討・結論、令和５年度措置、d：令和５年検討

開始、結論を得次第速やかに措置】 

＜実施事項＞ 

a 国土交通省は、ラストワンマイル配送における担い手不足や輸送能力

不足の解消、効率性向上を図る観点から、貨物軽自動車運送事業で使用

できる車両が軽貨物車に限られている運用について、軽乗用車の使用を

可能とする検討に着手し、結論を得次第、速やかに必要な措置を講ずる。

また、軽乗用車に積載可 能な貨物の重量の見直し等を求める意見があ

ることも踏まえ、各種データを用いた客観的な分析・検証を行いつつ、

安全性の確保を前提に対策を検討し、結論を得次第、速やかに必要な措

置を講ずる。  

 



 

 

 

b 国土交通省は、一定の過疎地域を対象に認められている、貸切バス  

事業者、タクシー事業者及びトラック事業者が貨物自動車運送事業法

（平成元年法律第 83 号）の許可の取得により荷物の有償運送を可能と

する貨客混載の制度について、令和４年度に行った具体的なニーズ等の

調査を踏まえ、全国で実施可能 

とすることの結論を速やかに得て、必要な措置を講ずる。また、制度措

置後、新規事業者の参入が妨げられることのない仕組みとなるようモニ

タリングを行い、その結果に基づいて施策効果検証のためのＫＧＩ・Ｋ

ＰＩを設定し、必要な措置を講ずる。  

c 国土交通省は、令和３年９月１日に施行した「年末及び夏期等繁忙期

におけるトラック輸送対策について」（平成 15 年２月 14 日自動車 

交通局貨物課長通達。以下本項において「通達」という。）に基づき、

貨物自動車運送事業者による自家用自動車の有償運送を繁忙期に認め

る制度について、輸送の安全性確保等を前提に、令和４年度に実施した

現行通達の運用状況（事故や法令違反の状況等）のモニタリング結果等

を踏まえ、事業者のニーズに柔軟に応えるため、事業者の選択により 

一定の日数を繁忙期として選択可能にする等の必要な措置について 

検討し、結論を得る。 

d 国土交通省は、事業者の省力化や新規参入促進の観点から、貨物用  

軽自動車の事業用ナンバープレートの郵送や手続のデジタル完結とい

った、各種手続の 簡素化・合理化につき、関係事業者・団体等と連携

しつつ速やかに検討を開始し、必要な措置を講ずる。 

 

イ ＤＸを通じたタクシーの利便性向上  

【a：引き続き検討を進め、令和５年度結論、結論を得次第速やかに措置、 

  b：令和５年度検討・結論】 

＜実施事項＞  

a 国土交通省は、ソフトメーターの導入に当たり、ソフトメーターの規格

策定 に必要となる事項について、「フィージビリティスタディ調査」等

を通じて得た、精度・費用面における課題等の解決を図る。その際、   

利用者から運賃を収受するに当たって十分な正確性を確保することを 

前提としつつ、ソフトメーターの導入を通じたタクシー事業全体の  



 

 

 

ＤＸ化の進展といった、事業者・利用者 双方の利便性向上につながるよ

う検討を加速させ、将来的な国際整合を見据えつつ、ソフトメーターの

規格を決定し、措置する。  

b 国土交通省は、変動運賃制度の在り方について、制度導入後６ヶ月の 

モニタリング期間の結果等を踏まえ、利用者の利便性を損なうことが  

ないよう、検討 を引き続き進める。その際、公共交通機関に求められる

妥当性に配慮するとともに、当該制度が潜在需要を掘り起こす新たな 

選択肢になるよう、利用者や事 業者の声に十分に配慮しつつ、利用者の

予見可能性及び需給に応じた柔軟な運賃変動の仕組みが確保されるよう

制度の改善を行う。 

 

④ 生産性向上特別措置法国会審議への対応 

未来投資戦略２０１７（平成 29年 5月 30日 閣議決定）を踏まえ、第１

９６回通常国会に経済産業省が「規制のサンドボックス制度」を柱とする

生産性向上特別措置法を提出。全タク連においては川鍋会長を先頭にライ

ドシェア事業が規制のサンドボックス制度の対象外となるよう関係方面に

鋭意働きかけをした。 

   その結果、平成３０年５月１５日に参議院経済産業委員会において  

「規制のサンドボックス制度について、ライドシェア事業のような安全と

雇用に 問題が指摘される事業の実証については、規制法令に違反するも

のが認定されることのないよう厳に対応すること」という附帯決議が採択

された。 

   同法は平成 30 年 5 月 16 日に成立し、6 月 6 日より施行されている。   

全タク連においては、その運用動向を常に注視してきたところ。 

 

⑤ 国家戦略特別区域会議提案への対応 

イ 平成２７年９月、国家戦略特区ＷＧヒアリングにおいて京都府京丹後

市から自家用車ライドシェアの導入が提案され、次いで同年１０月に  

開催された合同国家戦略特区域会議において、秋田県仙北市及び兵庫県

養父市から自動車ライドシェアの拡大が要望・提案されたが、国土交通

省、警察庁等関係省庁並びに自民党、公明党、民主党等の国会議員等に

対してライドシェアの違法性、危険性並びにタクシー業界の取り組み等

について説明し、要望活動を行った結果、国家戦略特区における自家用



 

 

 

車ライドシェアの実施は認められず、現行の自家用有償制度の枠内での

特例として、平成２８年９月に改正国家戦略特別区域法が施行され、   

バス・タクシー事業者によることが困難であるということを大前提に、

一の市町村の区域内における外国人観光旅客その他の観光旅客の移動の

ための交通手段を提供することを主たる目的とした自家用有償観光旅客

運送が認められることとなった。 

その後、特区提案をした仙北市は、自家用車ライドシェアの危険性と

自家用車ライドシェアが地域の実情に合わないということからライドシ

ェアの実施は見送り、乗合タクシーの更なる普及を図ることとなった。

京丹後市は、自家用車ライドシェアの採用を見送り、ＮＰＯ法人による

現行の自家用有償旅客運送制度をベースとし、ウーバー社提供の配車 

アプリを使用することとなった。平成２８年５月２６日より、京丹後市

丹後地区においてＮＰＯ法人「気張る！ふるさと丹後町」による自家用

有償旅客運送「ささえ合い交通」が運行開始された。 

養父市は、平成２９年３月定例市議会において「ライドシェア事業」

の実施を取りやめ、ライドシェアに代えて、養父市、自治組織、タクシ

ー・バス事業者等を構成員とするＮＰＯ法人を立ち上げ、タクシー事業

者が運行管理と配車を行うことなどを内容とする改正国家戦略特区法に

基づく自家用有償観光旅客運送事業を導入することを公表。 

平成３０年１月２０日、養父市内タクシー事業者・バス事業者、観光

関連団体、地域自治組織等で構成されるＮＰＯ法人「養父マイカー運送

ネットワーク」が設立され、平成３０年５月２６日より、タクシー事業

者が運行管理と配車を行う自家用有償観光旅客運送事業「やぶくる」の

運送が開始された。 

ロ 平成３０年２月２３日、国家戦略特区ＷＧヒアリングにおいて奈良県

橿原市、高鳥町、明日香村等から周遊観光目的での移動手段の確保を  

目的とした自家用有償旅客運送導入の提案がなされた。また、同月２８

日開催の国家戦略特区ＷＧヒアリングにおいて滋賀県大津市から外国人

観光客を対象とした自家用有償旅客運送導入の提案がなされた。 

全タク連では、特区提案を行った滋賀県大津市及び奈良県橿原市等に

対して、特区提案に係る地域においては、タクシー事業者が一般の旅客

運送のほかに、地域の需要に応じて観光タクシー、乗合タクシー等の  



 

 

 

事業を行っており、自家用有償旅客運送事業が認められる大前提である

バス・タクシー事業者によることが困難であるという要件を充たさない

ことから、タクシー協会と連携して、提案事業の取りやめとタクシーの

更なる活用等についての要望活動を行った。 

その後、奈良県橿原市、高取町、明日香村からの提案については、  

提案内容が十分に詰められていないとの理由から国家戦略特区ＷＧ 

から差し戻された。 

 

⑥ ライドシェア問題対策特別委員会の設置とフォローアップ 

全タク連では、平成２８年６月８日開催の正副会長会議においてライ

ドシェア対策の深度化を図るため、ライドシェア問題対策特別委員会を

設置。「タクシーサービスの更なる高度化策の検討」をテーマに、平成  

２８年６月から１０月にかけて７回に亘る集中的な議論の末、１１項目

からなる「今後新たに取り組む事項について」を取りまとめ、平成２８

年１０月１２日開催された正副会長会議において決定した。 

11項目策定後、２年を経過したことを踏まえ、平成 31年 3月より特

別委員会を再開し、追加項目の検討を実施。令和元年 6月 5日に９項目

の追加案を取りまとめ同日開催された正副会長会議で決定した。 

本とりまとめは、今後のタクシー事業の活性化策の方向性の案として

打ち出したものであり、各地域のタクシー業界がそれぞれの地域事情を

踏まえて鋭意取組むこととしている。 

初乗り距離短縮運賃については、平成２９年１月末以降、東京特別区・

武三地区、名古屋地区、福井地区、仙台市、京都市域地区をはじめ各地

域で実施された。事前確定運賃については、平成３１年４月２６日通達

発出・施行、相乗り運賃（タクシーシェア）については、令和３年１０

月２９日通達発出、11月 1日施行、変動迎車料金、一括定額運賃につい

ては、令和２年１１月３０日通達発出・施行された。 

また、ダイナミックプライシングについては、令和 4年 7月、国土交

通省に「タクシーにおける事前確定型変動運賃の制度化に関する検討会」

が設置され、令和 4年度中に４回開催された。検討会での議論を踏まえ、

令和５年 3月３１日～４月２９日の間、パブリックコメントに付された

ところ。 



 

 

 

⑦ 地方自治体への発信と連携 

ライドシェアを断固阻止する活動を進める一方で、過疎地域等におけ

る住民の足の確保のため、従来にも増して乗合タクシーを積極的に導入

していくことが必要であるとの認識の下、地域交通委員会では、平成  

２８年２月に初版、平成２８年１０月に第２版、平成２９年１０月に  

第３版、平成３０年９月に第４版と４回にわたり「乗合タクシー事例集」

を作成、各県協会を通じて地方自治体に対し発信した。平成３０年９月

の第４版の発信の際には、自治体等との意見交換等を通じて把握した 

地域交通の課題・ニーズ等を集約・整理するとともに、「地域交通サポ

ート計画」を策定し、課題の解決に向けたタクシー事業者として貢献で

きる取り組みを計画的に進めていくこととした。 

各協会の奔走により、平成２８年３月２４日の茨城県議会を皮切りに

令和５年３月末現在、全国で２２３の自治体議会（うち都道府県議会  

３２、政令指定都市議会１５）において、地方自治法第９９条の規定に

基づく「ライドシェアの推進に対する慎重な審議を求める意見書」を  

議決頂き、衆・参両院議長、内閣総理大臣、国土交通大臣、内閣府規制

改革担当大臣等に提出して頂いたところ。 

 

⑧ 労働組合との連携 

平成２８年３月８日日比谷公会堂において、安全破壊の白タク合法化

阻止をスローガンに全国より２５００人余のタクシー乗務員が集結し

た「ハイタク労働者総決起集会」が開催された。集会には、多くの与野

党国会議員が出席、全タク連からは、坂本タクシー事業適正化・活性化

推進特別委員会本部長、武居労務委員長、神谷理事長が出席、一般マス

コミを含めて約２０社の取材陣が集まる歴史的な総決起集会となった。 

平成２９年３月７日全電通会館において、安全破壊の白タク合法化 

阻止をスローガンに全国より５００人余のタクシー乗務員が集結した 

「ハイタクフォーラム２０１７総決起集会」が開催された。集会には、

多くの与野党国会議員が出席、全タク連からは、坂本タクシー事業適正

化・活性化推進特別委員会本部長、武居労務委員長、神谷理事長が出席

した。 

平成３０年５月２３日星陵会館において、安全破壊の白タク合法化 

阻止をスローガンに全国より４００人余のタクシー乗務員が集結した



 

 

 

「ハイタク労働者総決起集会」が開催された。集会には、多くの与野党

国会議員が出席、全タク連からは、坂本最高顧問、武居労務委員長、   

神谷理事長が出席した。 

平成３１年３月８日、全電通会館において、ライドシェア合法化阻止

をスローガンに全国より 500人余のタクシー乗務員が集結した「ハイタ

クフォーラム２０１９総決起集会」が開催された。集会には多くの与野

党国会議員が出席、全タク連からは、坂本最高顧問、武居労務委員長、

神谷理事長が出席した。 

令和４年３月１０日、星陵会館において、ライドシェア反対等をスロ

ーガンに全国より２００人余のタクシー乗務員が集結した「ハイタクフ

ォーラム２０２２総決起集会」が開催された。集会には多くの国会議員

が出席、全タク連からは、坂本最高顧問、武居副会長労務委員長、神谷

理事長が出席した。 

令和５年３月１０日、全電通労働会館において、ライドシェア合法化

反対等をスローガンに全国より２００人余のタクシー乗務員が集結した

「ハイタクフォーラム２０２３総決起集会」が開催された。集会には  

多くの国会議員が出席、全タク連からは、坂本最高顧問、武居副会長兼

労務委員長、神谷理事長が出席した。 

 

⑨ 交通の安全と労働を考える市民会議との連携 

平成２８年９月２９日 衆議院第二議員会館多目的ホールにて約 200

名の参加者を得て行われた市民会議は、「ライドシェア」に関する様々

な問題を提起し広く公共交通のあり方をテーマに公開シンポジウムを

開催。全タク連からは、理事長以下役職員が参加した。 

令和５年３月末現在、計２７回のシンポジウム等が全国各地で開催 

され、全タク連、各県協会、事業者が参加した。 

     

⑩ トヨタ自動車（株）との連携 

平成２８年５月２５日、トヨタ自動車はウーバー社との協業に関する

プレスリリースを行った。これを受け、全タク連ではトヨタ自動車との

意見交換に臨み豊田章男社長自らも急遽駆け付け議論した。その結果、

トヨタ自動車は「ウーバー社との日本での協業は考えていない」、「日本

においてはこれまでと同様にタクシー業界を重要なパートナーと考えて



 

 

 

いる」旨の回答を得、８月５日全タク連とトヨタ自動車は「未来の日本

のタクシー」実現に向け協業していくことで合意、覚書を締結し、   

「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」の普及や自動運転技術の開発・活用等について   

協力して取り組むこととした。 

「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」は平成２９年１０月２３日より発売となり、国

や一部自治体の支援を得ながら全国で導入が進み、令和５年３月末現在

で３２，６２９台となっている。 



 

 

 

４．総務関係について 

（１）予算の執行等 

収入については、令和２年の改定新単価により見込んでいた予算第一種

会費収入が新型コロナウイルス感染症の影響により旧単価での請求のため

約１千９百万円の差異が生じた。一方、支出面では、人件費で特別会計と

して区分経理している国からの受託事業である就職氷河期事業の一部を 

全タク連職員が兼務することにより約１千万円の負担軽減。その他物件費

では、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業者大会・賀詞交歓会

など事業の未執行が多く生じたため各勘定科目で余剰が生じた。また、  

継続的な渉外活動、要望活動など可能な限り諸活動を実施するとともに、

全般的な諸経費の節約にも鋭意努めたところである。 

その他、関係諸官庁等に係る情報の把握と会員への速やかな伝達に努め

るとともに、関係諸団体との連携を密にして諸活動を推進した。 

 

（２）国の支援（補助事業）等について 

［タクシー事業に対する助成制度（４年度）］ 

新型コロナウイルス感染症対策、原油価格高騰対策、地域公共交通の

確保維持、地球温暖化防止等環境対策、事故防止対策、福祉輸送問題等

に対処するための助成制度は次のとおりである。 

①コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」について 

（令和 4年 4月 26日閣議決定） 

〇令和４年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費（主なタクシ

ー関係） 

（令和 4年 4月 28日閣議決定） 

タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業 

（2,814百万円） 

ＬＰガスの価格高騰による負担軽減のため、燃料油価格の激変緩和

事業（経済産業省）に準じて、タクシー事業者に対する支援を実施。 

〇令和４年度補正予算（主なタクシー関係） 

（令和 4年 5月 17日閣議決定、令和 4年 5月 31日予算成立） 

タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業 

（8,420百万円） 

 



 

 

 

ＬＰガスの価格高騰による負担軽減のため、燃料油価格の激変緩和

事業（経済産業省）に準じて、タクシー事業者に対する支援を実施。 

 

②「足元の物価高騰に対する追加策等」について  

（令和 4年 9月 9日物価・賃金・生活総合対策本部決定） 

［エネルギー］ 

〇業種別の原油価格高騰対策 

タクシー事業者へのＬＰガス価格高騰の負担軽減支援について、予備

費を措置し、引き続き年内実施。 

〇令和４年度一般会計新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰

予備費（主なタクシー関係） 

（令和 4年 9月 20日閣議決定） 

タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業 

（7,050百万円） 

ＬＰガスの価格高騰による負担軽減のため、燃料油価格の激変緩和

事業（経済産業省）に準じて、タクシー事業者に対する支援を実施。 

 

③「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」について 

（令和 4年 10月 28日閣議決定） 

〇令和４年度第２次補正予算（主なタクシー関係） 

（令和 4年 11月 8日閣議決定、令和 4年 12月 2日予算成立） 

イ タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業 

（16,500百万円） 

ＬＰガスの価格高騰による負担軽減のため、燃料油価格の激変緩和

事業（経済産業省）に準じて、タクシー事業者に対する支援を実施。 

ロ インフラ、交通、物流等の分野におけるＤＸの推進 

（3,662百万円の内数） 

旅客運送事業者の人材の確保に対する支援を実施（二種免許取得支

援）。 

〇令和４年度一般会計新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰

対策予備費（主なタクシー関係） 

（令和 5年 3月 28日閣議決定） 

 



 

 

 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金 

（新型コロナウイルス感染症対応地方創成臨時交付金） 

地域公共交通事業者等のエネルギー価格高騰に対する影響緩和 

（700,000百万円の内数） 

 

（３）税制改正要望について 

全タク連では、国土交通省を始め関係各方面に対し、以下の通り自動車

関係諸税の減免など税制上の優遇措置の拡充を要望した。 

・令和４年 ５月２８日 自動車局長へ要望書の提出 

・令和４年１０月１７日 自民党 予算・税制等に関する政策懇談会 

（伊藤総務委員長） 

・令和４年１１月 ４日 自民党自動車議連 自動車政策懇談会 

（伊藤総務委員長） 

令和５年度税制改正要望事項は、以下のとおりである。 

①新型コロナウイルス感染症及び燃料価格高騰の影響により、極めて深刻

な状況に直面するタクシー事業者に対し、法人税、消費税、固定資産税、

事業所税、登録免許税、自動車関係諸税について緊急時の負担軽減措置 

②自動車関係諸税の簡素化及び負担軽減措置の拡充 

③エコカー減税・グリーン化特例の適用期限の延長 

④バリアフリー車両に対する自動車税の環境性能割課税の特例措置の 

延長 

⑤営自格差の見直しに名を借りたタクシー車両の自動車税増税に断固 

反対 

⑥事業所税の非課税化 

⑦教育資金及び結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税非課税措置の 

拡充 

 

※ 令和４年１２月１６日に自民・公明与党は、「令和５年度与党税制改正

大綱」を発表した。主な改正の概要は、 

〇 自動車関係諸税については、「「２０５０年カーボンニュートラル」目標

の実現に積極的に貢献するものでなければならない。その上で、自動車の

枠を超えたモビリティ産業の発展に伴う経済的・社会的な受益者の広がり

や保有から利用への移行、地域公共交通へのニーズの高まり、ＣＡＳＥに



 

 

 

代表される環境変化にも対応するためのインフラの維持管理・機能強化の

必要性等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保していく  

ことを前提に、受益と負担の関係も含め、公平・中立・簡素な課税のあり

方について、中長期的な視点に立って検討を行う。その際、電気自動車等

の普及や市場の活性化等の観点から、原因者負担・受益者負担の原則を  

踏まえ、また、その負担分でモビリティ分野を支え、産業の成長と財政  

健全化の好循環の形成につなげるため、利用に応じた負担の適正化等に 

向けた具体的な制度の枠組みについて次のエコカー減税の期限到来時まで

に検討を進める。」とされたところである。 

〇 自動車税については、「電気自動車等の普及等のカーボンニュートラルに

向けた動きを考慮し、税負担の公平性を早期に確保するため、その課税  

趣旨を適切に踏まえた課税のあり方について、イノベーションへの影響等

の多面的な観点も含め、関係者の意見を聴取しつつ検討する。」とされたと

ころである。 

 

（４）セーフティネット保証５号の指定について 

ハイヤー・タクシー事業は、「中小企業信用保険法第２条第５項第５号」の

規定に基づき、平成１０年１２月に指定業種となって以来、令和５年６月

３０日まで延長されている。 

指定業種に属する事業を行っている中小事業者であって、所在地の市町

村長により売上高の減少等の認定基準を満たすことの認定を受けた中小 

事業者は、金融機関又は信用保証協会から保証付き融資を受けるに当たり、

一般の保証限度額に加え別枠の保証限度枠の利用が可能となる。 

 

（一般の保証限度額） （指定業種の保証限度額） 

普通保証（要担保）     ２億円          ４億円 

無担保保証     ８，０００万円        １．６億円 

     

（５）自動車損害賠償責任保険等について  

令和５年１月１３日、第１４５回自動車損害賠償責任保険審議会が開催

され、報告された令和４年度保険料率検証結果によると、４年度１１０．

１％、５年度１０７．９％となり、令和３年４月の改定時予定損害率１２

２．３％と比較すると改善がみられるとともに、保険契約者への還元に  



 

 

 

活用される滞留資金の残高は、増加傾向にあることから、新たな基準料率

は全車種等の平均で１１．４％の引下げ（現行基準料率比）となった。 

Ａ地域  ７８，１００円（対現行基準料率比８３．９％） 

Ｂ地域  ６２，５００円（対現行基準料率比８４．２％） 

Ｃ地域  ４８，０６０円（対現行基準料率比８４．６％） 

なお、令和５年度予算決定では、一般会計から自動車安全特別会計に繰

り戻されていない約５，９００億円について、平成３０年度に引き続き６

年連続、その一部６０億円が繰り戻されることとされた。 



 

 

 

５．広報活動について 

（１）会報誌等の発行 

    全タク連の活動状況やハイタク業界をめぐる動き等を伝えるため、会報

誌「全タク連 NOW」を毎月発行し、会員及び全タク連役員にはメールで  

通知（協会事務局には冊子を参考配布）、又、賛助会員、関係行政機関、

労働組合等には冊子を配布した。 

    また、業界の現状を取りまとめた広報誌「TAXI TODAY in Japan 2022」

を年１回発行（発行部数：２万部）し、会員、国会議員、関係行政機関   

（地方自治体を含む。）及び報道機関に配布するとともに、関係方面への

要請等に際して活用した。 

 

（２）第３４回「タクシーの日」の実施 

３４回目を迎えた「タクシーの日」の各種の行事等が、８月５日を中心

に全国各地で実施され、広く PR効果を上げた。 

全タク連では「タクシーの日」の行事の一環として、公益財団法人  

交通遺児等育成基金に寄付金を贈呈するとともに、各協会に対してティッ

シュペーパー等の統一頒布物を斡旋し、各協会の用に供した。 

令和４年は日本でタクシーが営業を開始してから１１０年を迎えた 

ことを記念して、タクシーの歴史パネルを作成し、東京ハイヤー・    

タクシー協会と連携して、「2022タクシー生誕 110周年 タッくん大感謝

祭 ～東京のクシーから人と街にエール‼」にて展示した。また、生誕  

１１０周年シールを作成し、名刺や封筒に貼付し 110周年を広くＰＲした。 

 

（３）こども霞が関見学デーへの参加 

令和４年８月３、４日、こども霞が関見学デーに参加し、国土交通省

においてタクシー体験乗車を実施した。新型コロナウィルス感染症対策と

して事前予約制のうえ、タクシー２台を貸切として、国土交通省から皇居

前、東京駅周辺、国会周辺等を運行した。２日間合計３７組９９名のこど

もと保護者を乗車させて案内した。 

乗車後は、体験乗車証明書とミニカー等の記念品を交付した。 



 

 

 

また、タクシーの歴史パネルを会場に展示し、タクシーのＰＲを図った。 

 

（４）「全国タクシーガイド」の運用  

     タクシーに関する各種情報を、インターネットを通じて利用者の方々に

幅広く提供することを目的とする情報検索サイト「全国タクシーガイド」

は、運用開始から９年余りが経過したところであるが、登載事業者数は本

年３月末時点で５,０３０事業者（営業所を含む。）、会員事業者の９８％

を超えている。  

  本サイトは、一般タクシーはもちろんのこと、観光タクシー、福祉タク

シー、育児支援タクシー、妊婦応援タクシー、空港（定額）タクシー、   

便利タクシー、救急・救援タクシー、ハイヤー、タクシー代行、（デマン

ド型）乗合タクシー、ブライダルタクシーなどを取り扱っている全国の 

タクシー事業者の情報及び各事業者が保有する各種車両や支払方法が 

掲載されており、全国の利用者の方々が地元や出張・旅行先等で各種タク

シーを利用される際の必要な情報が網羅された、タクシーに関する日本 

最大規模の情報検索サイトとなっている。 

   今後、本サイトへの全事業者登載をできる限り速やかに実現するととも

に、各事業者がタクシー利用者の方々に提供する各種サービスの一層の 

拡充に努めることとする。 

   なお、消防庁が７年前から運用している、医療機関や受診手段の情報 

提供を行う「全国版救急受診アプリ Ｑ助」において、救急車に代わる  

医療機関への搬送手段として、全国タクシーガイドによるタクシーの利用

が紹介されている。 

 

（５）深刻化する人手不足に対応するため、人材確保・育成に関する広報費用

の助成を働きかけ、令和４年度第２次補正予算に認められたことから、 

ホームページの改修や人材募集用 PR冊子の作成・配布の準備を進めた。 

 

 

 

 



 

 

 

（６）故郷などへの移住希望者への募集、就職活動の推進 

   令和４年９月の広報サービス委員会にて提案された、故郷などへの移住

希望者へのタクシー・ハイヤー運転者の募集・就職の推進について、認定

NPO法人ふるさと回帰支援センターと連携し、周知用リーフレットを２０，

０００枚作成して周知・PRに努めた。 

 

（７）「運転中の『ながらスマホ』の禁止」注意喚起ステッカーの貼付 

株式会社ポケモンから、運転中の「ながらスマホ」の禁止について、

注意喚起のステッカー貼付と事務所に掲載するポスター配布の要請を受

けたことから、ステッカーに「タクシーは安全・安心・清潔な公共交通

機関です。」の文言を刷り込み、配布した。 

 

（８）ニュース・リリースの実施 

   ・  5月13日  全タク連広報誌「Taxi Today in Japan 2022」について 

                 （国交省記者クラブ、日本ハイヤー・タクシー記者会） 

   ・  7月28日  第34回「タクシーの日」の行事予定一覧 

                 （国交省記者クラブ、日本ハイヤー・タクシー記者会） 



 

 

 

６．事業規制の在り方について 

(１)「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に 

関する特別措置法」について 

平成２１年１０月１日施行された特別措置法に基づき、全国６４３の 

営業区域中当初１４１地域が特定地域として指定され、その後の指定  

追加・解除さらには再指定も含め、平成２５年１０月時点では全国１５５

の特定地域が指定されていた。 

既に、これらの特定地域全てにおいて地域計画が策定され、事業再構築

を含む特定事業計画が実施されることにより、多くの地域で、総需要が  

減少する中にあっても日車営収が前年対比で向上するなど一定の効果が 

現れたところである。 

しかしながら、特別措置法に基づく業界の自助努力のみでは限界があり、

「独占禁止法との関係」「特定事業計画を作成しない事業者等の問題」  

「運賃問題」「特定地域指定の解除後に対する不安」が、公共交通としての

使命を果たしていく上で大きな課題となっていた。 

 

（２）タクシー新法を巡るこれまでの動きについて 

①平成２１年度の特別措置法施行から令和３年度までの動き 

平成２１年１０月 １日 特別措置法施行、全国１４１地域を指定 

平成２２年 ４月１４日 民主党タクシー政策議員連盟設立 

（民主党ハイタク政策議員懇談会にて） 

平成２２年 ５月２０日 民主党タクシー政策議員連盟総会におい

て、道路運送法改正検討ＷＴを設置し、  

同年１１月末日迄に延べ２５回の会議を  

開催し「一般乗用旅客自動車運送事業法  

（以下、『タクシー事業法』）」案の    

「基本方針と概要」案を取りまとめる。 

平成２２年１１月１８日 民主党タクシー政策議連総会において、 

タクシー事業法案の「基本方針と概要」を

了承。衆議院法制局と条文の検討を開始。 

平成２３年 ３月１１日 東日本大震災発生 

平成２４年 ３月 ７日 民主党タクシー政策議員連盟において、 

タクシー事業法案の「要綱」を了承。 



 

 

 

平成２４年 ８月 ８日 自民党より対案が提示される。 

平成２４年１０月 １日 特別措置法施行時の特定地域を再指定 

平成２４年１１月 国交省より民・自案の整理試案（複数案を

併記したもの）が示される。 

平成２４年１２月１６日 総選挙実施、自公政権となる。 

平成２５年 １月２５日 自民党タクシー・ハイヤー議員連盟再構築 

平成２５年 ４月２６日 自民・公明・民主三党の法案担当責任者間

で、「年内国会において成立を図る旨」の 

三党合意 

平成２５年１０月３０日 自民・公明・民主三党共同で第１８５回  

臨時国会に改正タクシー特措法案を提出 

平成２５年１１月２０日 １１月６日・８日の（衆）国土交通委員会

で質疑採決後、参議院本会議で可決成立。

（賛成２１１、反対１８（みんなの党）） 

平成２６年 １月２７日 改正法は、平成２５年１１月２７日に公布、

平成２６年１月２７日に施行 

平成２６年 ４月 １日 消費税改定に併せ公定幅運賃制度が初めて

運用実施 

平成２６年 ６月１３日 政府規制改革会議は、国交省に対し、特定

地域に係る指定基準について、意見書を 

提起 

平成２７年 １月３０日 特定地域に係る指定基準は、議連・秋の  

臨時国会などで大きく取り上げられ多くの

議論の末、「特定地域の指定等について」の

通達を発出。 

平成２７年２月２日・３日 各運輸局から２９の特定地域候補地が提示 

平成２７年 ６月 １日 ２９の特定地域候補地のうち地域協議会で

同意を得た秋田・仙台・熊本の３地域に  

ついて、運輸審議会からの答申を経て平成

３０年５月３１日までの３年間の特定地域

指定がなされた。 

平成２７年７月～１１月 ７月１日には、奈良・広島・大分、８月  １

日には、京浜・新潟・金沢・長野・倉敷・



 

 

 

北九州・長崎、宮崎、鹿児島、９月１日に

は神戸、１１月１日には札幌・大阪・福岡

の１６地域が特定地域に指定され、平成 

２５年度輸送実績に基づく指定候補２９ 

地域のうち、第一弾の３地域と合わせて 

１９地域が特定地域に指定された。 

平成２７年１２月２８日 国土交通省は、平成２６年度輸送実績に 

基づく特定指定候補１３地域(新規５地域、

継続８地域)を発表した。 

平成２８年 １月１５日 タクシー事業適正化・活性化推進特別委員

会では、指定基準・営業方法の制限等改正

法施行における課題・要望をとりまとめ、

国土交通省に提出した。 

平成２８年 ４月  ７日 予てより全タク連から強く要望していた

「預かり休車制度」の創設は、運用基準 

「営業方法の制限」の一部改正という形で

通達が発出された。 

平成２８年  7月  1 日 国土交通省は、平成２６年度輸送実績に 

基づく特定指定候補１３地域(新規５地域、

継続８地域)のうち、同意を得た宇都宮、 

県南中央(埼玉)、千葉・東葛・京葉(千葉)、

南多摩、富山、久留米の８地域について、

運輸審議会の答申を経て特定地域に指定し

た。 

平成２８年 ９月 

～平成２９年 ５月 

長野交通圏及び京浜交通圏を初め平成２９

年５月までに、秋田、福岡、新潟、仙台、

長崎、北九州、札幌、金沢、南多摩、大分、

広島、大阪、熊本交通圏まで、１５の地域

協議会で特定地域計画を承認した。 

平成２８年１０月  1 日 国土交通省は、平成２７年度輸送実績に 

基づき準特定地域の指定等について、追加

指定１地域、解除７地域の見直しを行い、

準特定指定地域を１２２地域から１１６ 

地域へ変更した。 



 

 

 

平成２８年１１月 ４ 日 国土交通省は、準特定地域に係る「営業  

方法の制限」について、復活要件を一部  

見直した上で一部改正を行った。 

平成２９年 ４月 

～平成３０年 ３月 

国土交通省は、平成２８年度中に特定地域

計画を認可した６地域に引き続き、札幌 

交通圏はじめ１６地域の特定地域計画を 

認可した。 

平成２９年１０月  １日 国土交通省は、平成２８年度輸送実績に 

基づき準特定地域について、新たに３地域

の指定及び５地域の指定解除を実施し、 

準特定指定地域を１１６地域から１１４ 

地域へ変更した。 

平成３０年 ３月１６日 国土交通省は、平成２８年度輸送実績に 

基づく特定指定候補３地域（河北交通圏、

大津市域交通圏、高松交通圏）を発表した。 

国土交通省は、特定地域の指定期限の延長

の取扱いに関する指針について、通達を 

発出した。 

平成３０年 ３月 国土交通省は、衆・参両院に対し地域指定

の状況と取組、その効果、さらには、今後

の方向性などをとりまとめ国会報告して 

いる。 

平成３０年 ６月 

～平成３１年 ３月 

国土交通省は、特定地域の指定期限の延長

の取扱いに関する指針に基づき、平成２７

年及び平成２８年に指定した２７の特定 

地域について、平成２９年輸送実績により、

３年間の延長１４地域、３０年度３１年度

末までの延長１１地域、当初期限で指定 

解除２地域として見直しを行っている。 

平成３０年 ９月 １日 国土交通省は、平成２８年度輸送実績に 

基づく特定指定候補３地域のうち、大阪府

河北交通圏を特定地域に指定した。 

平成３０年１０月  １日 国土交通省は、平成２９年度輸送実績に基

づき準特定地域について、新たに１地域の

指定及び６地域の指定解除を実施した。 



 

 

 

平成３１年 ３月３１日 国土交通省は、秋田交通圏始め５地域の 

特定地域指定を年度末に解除。これに 伴い

同５地域が翌４月１日に準特定地域に移行

した。 

よって、平成３１年４月１日現在の特定 

地域は２１地域、準特定地域は１１５地域

となっている。 

令和 元年 ７月 １日 国土交通省は、平成２９年度輸送実績に 

基づく特定指定候補４地域のうち、大阪府

北摂交通圏を特定地域に指定した。 

令和 元年１０月 １日 国土交通省は、平成３０年度輸送実績に 

基づき準特定地域について、６地域の指定

を解除するとともに指定期間が令和元年  

９月３０日までの９８地域について延長し

た。 

令和 ２年 ３月３１日 国土交通省は、平成３０年度輸送実績に 

基づき特定地域として、南多摩交通圏を 

３年間延長するとともに、札幌交通圏始め

１２地域の特定地域指定を解除、これに 

伴い同１２地域が翌４月１日に準特定地域

に移行した。 

よって、令和２年４月１日現在の特定地域

は１０地域、準特定地域は１２０地域とな

っている。 

令和 ２年１０月  １日 国土交通省は、準特定地域として、群馬県

東毛交通圏始め８地域を追加指定した。 

令和 ２年１１月２６日 国土交通省は、特定指定候補地１０地域の

協議会に対し「基準に該当している旨」の

通知したところであるが、何れの協議会も

指定に不同意としたところである。 

よって、令和３年４月１日現在の特定地域

１０地域、準特定地域は１２８地域となっ

ている。 



 

 

 

令和 ３年 ６月 宮城県仙台市を始め７つの特定地域が指定

解除となり準特定地域に移行した。 

令和 ３年 ９月 １日 平成３０年９月に指定を受けた河北交通圏

について特定地域指定を継続した。 

令和 ３年１０月 １日 国土交通省は、令和２年度輸送実績に基づ

き準特定地域として、苫小牧交通圏を始め

１７地域を追加指定した。 

令和 ３年１１月２４日 国土交通省は、準特定地域の協議会の運営

に関する取扱いについて、令和３年度に 

限り、特定地域の指定に関する議決につい

て書面の郵送又は持ち回りにより行うこと

ができるよう措置する旨の旅客課長事務連

絡を発出した。 

令和 ３年１１月２４日 国土交通省は、令和２年度輸送実績に基づ

き特定地域指定基準に該当する特定指定 

候補地３８地域の協議会に対し「基準に 

該当している旨」を通知したが、何れの  

候補地の協議会も指定に不同意とした。 

 

② 令和４年４月から特定地域計画の実施等に向けた一年の動き   

イ 令和４年６月３０日国土交通省は、特定地域の指定期限の延長の取扱

いに関する指針に基づき、令和３年度輸送実績による特定地域の見直し

を行い、令和元年７月指定を受けた北摂交通圏については特定地域指定

を３年間延長するとともに、令和元年７月指定を受けた南多摩交通圏に

ついては特定地域指定を解除し、翌７月１日に準特定地域に移行した。 

ロ 令和４年９月２１日国土交通省は、令和４年度における準特定地域の

指定の解除は、令和３年度の輸送実績等に基づくことになるが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により令和３年度の輸送実績が昨年度に引き

続き減少していることから、指定を解除することによって供給過剰とな

るおそれがあると認められる場合は、令和５年９月３０日まで指定の解

除を見送ることにした。 

ハ 令和４年９月３０日国土交通省は、令和３年度輸送実績に基づき  

準特定地域として、札幌交通圏を始め１１０地域を延長した。 



 

 

 

これらにより、令和５年４月１日現在全国６３０の営業区域のうち、  

河北交通圏及び北摂交通圏の２地域が特定地域、１５３地域が準特定地域

となっている。 

 

(３）規制改革推進会議の動向 

① 令和３年２月２２日、規制改革推進会議 第９回投資等ワーキンググルー

プ（座長：高橋進）が河野規制改革担当大臣出席の下「タクシーの利便性

の向上」をテーマにＷＥＢ開催された。 

国土交通省からは祓川自動車局長が出席、全タク連からは川鍋会長  

及び田中副会長が出席し、担当副会長・委員長、理事長が陪席した。 

会議は、タクシー規制の見直しとして「ＩＴリモート点呼の拡大」   

「ソフトメーターの導入」「ダイナミック・プライシングの導入」を    

テーマに議論がなされた（詳細は別途委員会業務に記述）。 

② 令和３年６月１日規制改革推進会議は、菅総理に対し規制改革推進に 

関する答申を提出した。答申では、運輸分野における規制改革推進項目と

して、タクシーの利便性向上に向けて「ＩＴリモート点呼の拡大」「ソフ

トメーターの導入」「変動運賃制度の在り方について検討」が盛り込まれ

ている。 

政府は、本答申に盛り込まれている各施策について、令和３年６月１８

日「規制改革実施計画」として閣議決定している。 

③ 令和３年１２月２２日規制改革推進会議は、当面の規制改革の実施事項

として、ソフトメーターの導入に加え変動運賃制度について、その対応状

況を明確化した。 

④ 令和４年５月２７日規制改革推進会議は、岸田総理に対して規制改革 

推進に関する答申を提出した。答申では、運輸分野における規制改革推進

項目として、ＤＸを通じたタクシーの利便性向上に向けて「ソフトメータ

ーの導入」「変動運賃制度の在り方について検討」が盛り込まれた。 

政府は、本答申に盛り込まれた各施策について、令和４年６月７日に 

「規制改革実施計画」として閣議決定した。 

  

（４）個人タクシーが抱える課題解決に向けた取組  

令和４年３月３０日国土交通省は、パブリックコメントの意見募集を 

経て、個人タクシーが抱える課題解決に向けた取組について、各運輸局等



 

 

 

に対し通達を発出した。具体的には、①コロナ禍対策、②高齢化対策、   

③運営の効率化、④利便性の向上、⑤その他から構成される取り組み   

パッケージを示したもので、主に２～３年度及び４～５年度の一般廃業件

数を以降の５年間にそれぞれ配分し、新規参入枠として準特定地域に付与

する特例措置である。これを受け関東運輸局は、令和５年４月２０日個人

タクシー特例新規参入枠を公示した。特別区・武三交通圏では、令和４年

度の残余と合わせて２５３を付与したところである。 

全タク連では、引き続き個人タクシーの新規参入状況等について注視し

ていくこととしている。 

    

 (５）「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置」の 

取扱いについて 

国土交通省は、業界からの強い要望を踏まえ、令和２年３月タクシー  

事業者が抱える未稼働車両の維持コスト（保険料等）を抑えるため、臨時

的に「休車特例制度」を創設。これまで休車期限を６回延長してきた   

ところであるが、令和４年１月３１日タクシー需要の回復傾向を理由に 

本制度を令和４年３月３１日で終了し、休車復活期限を令和６年３月３１

日とする旅客課長事務連絡を発出した。 

なお、半導体不足等による車両の生産・販売状況が改善されていない  

ことから、計画的な車両の調達が行えず、臨時休車の復活への取り組みに

支障をきたしている状況に鑑み、今後このような状況が解消されない場合

には、臨時休車の復活期限の延長について検討されたい旨の要望書を令和

５年５月１８日に国土交通大臣あて提出した。 

 

(６）ハイヤー臨時流用特例制度の創設について 

昨年に引き続き、令和５年１月５日、国交省は文部科学省の方針を受け

て、濃厚接触者となった受験生の受験機会を可能な限り確保するため、  

受験生の輸送についても、タクシー車両をハイヤー車両として臨時的に 

流用することを認めた。 

 

（７）インボイス制度に関する周知について 

消費税の軽減税率制度の実施に伴い、令和５年１０月１日から消費税の

適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）が施行されることとな



 

 

 

っている。制度においては、消費税の仕入税額控除のためのインボイスの

保存或いはインボイス交付のための「適格請求書発行事業者」の登録申請

が必要となるが、全タク連では、令和４年４月２２日及び令和５年４月  

１９日の経営委員会において、財務省担当官から本制度についてご講演を 

頂いたところであり、円滑な移行に向け適切な移行準備を進めることと 

している。 

また、会員事業者向けに次の事務連絡を発出することにより、インボイ

ス制度の周知徹底に努めた。 

〇令和４年２月１日付け事務連絡 

消費税の適格請求書等保存方式の施行に向けた周知等について 

〇令和４年３月１５日付け事務連絡 

免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａの

改正について 

〇令和４年１１月１５日付け事務連絡 

消費税の適格請求書等保存方式の開始に向けた周知等について 

〇令和５年２月２日付け事務連絡 

消費税の適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）について 

〇令和５年５月１２日付け事務連絡 

令和５年度税制改正を踏まえたインボイス制度に関する周知等について

（協力依頼） 

 

（８）国土交通省における道路運送法の運用基準等を巡る動き 

全タク連では、告示・通達等について、正副会長会議、各委員会及び   

各県協会を通じて会員に周知を図った。 

主な告示・通達・事務連絡は、下記のとおりである。 

［東日本大震災関連］ 

①令和４年７月２５日（自動車局） 

「準特定地域における期間限定減車の取扱いについて」の期間の再延長に

ついて 

 

［改正タクシー適正化・活性化特別措置法関係］ 

①令和４年６月３０日（令和４年国土交通省告示第７３１号） 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法施行規程の一部を改正する告示 



 

 

 

②令和４年９月２１日（自動車局） 

新型コロナウイルス感染症の影響により輸送実績が急減している地域に 

おける準特定地域の指定の解除の取扱いについて 

③令和４年９月３０日（令和４年国土交通省告示第１０３１号） 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化 

及び活性化に関する特別措置法施行規程の一部を改正する告示 

 

［一般旅客自動車運送事業関係］ 

①令和４年９月１６日（自動車局） 

タクシー事業者による食料・飲料に係る貨物自動車運送事業の許可の取扱

い等に関する通達等について 

②令和４年９月１６日（安全政策課、旅客課、貨物課） 

「タクシー事業者による食料・飲料に係る貨物自動車運送事業の許可の 

取扱い等について」の事務取扱について 

③令和４年１２月１２日（自動車局） 

一般乗用旅客自動車運送事業の運賃料金の認可の処理方針について 

④令和４年１２月１２日（自動車局） 

公定幅運賃の範囲の指定方法等について 

⑤令和４年１２月１２日（自動車局） 

一般乗用旅客自動車運送事業の運賃組替え申請の処理方針等について 

⑥令和４年１２月２８日（安全政策課、旅客課、整備課） 

「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正に 

ついて 

⑦令和５年２月１０日（道路局高速道路課、自動車局旅客課） 

有料道路における障害者割引の要件緩和に伴うタクシー利用の運用につい

て（協力要請）  

⑧令和５年５月３０日（自動車局） 

旅客自動車運送事業者が旅客自動車運送事業の用に供する事業用自動車を

用いて貨物自動車運送事業を行う場合及び貨物自動車運送事業者が貨物自

動車運送事業の用に供する事業用自動車を用いて旅客自動車運送事業を 

行う場合における許可の取扱い及び運行管理者の選任について 

 

 



 

 

 

［交通安全関係］ 

①令和４年６月２８日（安全政策課） 

夏季における運転者の体調管理の徹底について 

②令和４年１２月８日（安全政策課） 

運転者が体調不良等を生じた場合における適切な運行管理の徹底について 

③令和４年１２月２０日（安全政策課） 

乗務後自動点呼実施要領について 

④令和５年１月６日（安全政策課） 

自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び

監督の実施マニュアルの一部改正について（周知） 

⑤令和５年３月２４日（運輸安全監理官、安全政策課、旅客課、貨物課） 

「自動車運送事業者における運輸安全マネジメント等の実施について」の

一部改正について 

⑥令和５年３月３１日（安全政策課、旅客課、貨物課） 

「旅客自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」の一部改正につ

いて 

⑦令和５年３月３１日（安全政策課、旅客課、貨物課） 

「遠隔点呼実施要領について」の廃止について 

⑧令和５年３月３１日（安全政策課） 

業務後自動点呼機器認定要領について 

 

［自家用有償旅客運送関係］ 

①令和４年９月３０日（自動車局） 

交通空白地有償運送の登録に関する処理方針について 

②令和４年９月３０日（自動車局） 

福祉有償運送の登録に関する処理方針について 

③令和４年９月３０日（自動車局） 

「自家用有償観光旅客等運送の登録に関する処理方針について」等の 一部

改正について 

④令和４年９月３０日（旅客課） 

「福祉有償運送に係る地域公共交通会議等における協議に当たっての留意

点等について」の一部改正について 

⑤令和４年９月３０日（地域交通室長） 



 

 

 

道路運送法施行規則及び自動車事故報告規則の一部を改正する省令（令和

４年国土交通省令第６６号）によるアルコール検知器を使用した酒気帯び

確認の義務化に伴う自家用有償旅客運送における旅客から収受する対価の

取扱いについて 

⑥令和５年３月３１日（安全政策課、旅客課、整備課） 

「自家用有償旅客運送の監査方針の細部取扱いについて」の一部改正に 

ついて 

⑦令和５年３月３１日（自動車局） 

交通空白地有償運送の登録に関する処理方針について 

⑧令和５年３月３１日（自動車局） 

福祉有償運送の登録に関する処理方針について 

⑨令和５年３月３１日（自動車局） 

「自家用有償観光旅客等運送の登録に関する処理方針について」等の一部

改正について 

 

［新型コロナウイルス感染症関係］ 

①令和４年７月２９日（旅客課） 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえたタクシーの運賃改定の取扱い

について 

②令和５年１月５日（旅客課） 

一般乗用旅客自動車運送事業者が保有するタクシー車両をハイヤー車両と

して臨時的に流用する特例制度（令和５年度大学入学者選抜等における受

験生の運送に限る。）について 

③令和５年４月２８日（旅客課） 

マスク非着用者のタクシー乗車に係る約款の認可について 

 



 

 

 

７．運賃・料金等について    

（１）「今後新たに取り組む事項」における運賃関係施策の実施状況 

全タク連では、平成２８年６月設置したライドシェア問題対策特別  

委員会において、「タクシーサービスの更なる高度化策の検討」をテーマに、

６月から１０月にかけ７回に亘る集中的な議論の末「今後新たに取り組む

事項について」取りまとめた。 

本とりまとめに掲げた各活性化策は、各地域が地域事情を踏まえて鋭意

取り組んでいくこととしている。 

①初乗り距離短縮運賃 

国土交通省は、平成２７年８月「新しいタクシーのあり方検討会」の  

中間とりまとめの中で、「初乗距離短縮運賃が近距離移動におけるタクシ

ー利用を躊躇する潜在的な需要の顕在化を図る上で有効である」と提言 

するとともに、２８年度予算において初乗距離短縮運賃の実証実験を事業

化、さらには、平成２８年３月「一般乗用旅客自動車運送事業の運賃組替

え申請の処理方針等」の通達を発出した。 

これらを受け、東京都内の事業者は、平成２８年４月これまでの初乗り

運賃「２ｋｍ７３０円」から「１．０５９ｋｍ４１０円」等への運賃変更

を国土交通省に要請した。平成２８年６月国土交通省は、東京のタクシー

運賃の上下限の幅の変更手続きに入り、消費者庁との協議、内閣府消費者

委員会での審議、物価問題に関する関係閣僚会議の了承等を経て平成２８

年１２月２０日に新たな公定幅運賃を公示した。各事業者は、当該公定幅

運賃の範囲内で実施運賃の届出を行った後、平成２９年１月３０日に新た

な運賃を実施した。 

この他、全国各地域で、初乗り距離短縮運賃が実施されている。 

②事前確定運賃 

国土交通省は、平成２９年８月～１０月東京特別区・武蔵野市・三鷹市

で実施した実証実験等を踏まえ、平成３１年４月２６日「一般乗用旅客  

自動車運送事業の運賃及び料金に関する制度について」の一部改正に併せ

て「一般乗用旅客自動車運送事業の事前確定運賃に関する認可申請の取扱

いについて」の自動車局長通達を発出した。 

本通達は、事前確定運賃の要件及び適用方法、認可申請手続き、審査  

方法、認可の条件等を規定するものであり、令和元年１０月から運用開始

され、令和３年１２月２４日には本通達の一部改正が行われ、曜日・時間



 

 

 

帯ごとの係数（距離制換算）を一本化した平準化係数に変更した。 

令和５年６月１日現在全国３３地域において３３２事業者、約３万２千

両を超える車両により事前確定運賃サービスが実施されている。 

 

③相乗りタクシー運賃 

国土交通省は、平成３０年１月２２日～３月１１日相乗りタクシー実証

実験を東京特別区・武蔵野市・三鷹市の地域、２グループ１５社（９４９

両）で実施した。さらに、令和２年３月３１日から一ヶ月間のパブリック

コメントを経て、令和３年１１月１日「一般乗用旅客自動車運送事業の   

運賃及び料金に関する制度について」一部改正通達を発出し、「配車アプ

リ等を通じて、目的地の近い利用者同士を運送開始前にマッチングし、  

タクシーに相乗りさせて運送するサービス」を可能とした。今後、制度の

普及が期待されるところである。 

令和５年６月１日現在全国１１地域において相乗りタクシー運賃サービ

スが実施されている。 

 

④変動迎車料金及び一括定額運賃 

国土交通省は、３０年度予算においてタクシーサービスの革新として 

事業化されている変動迎車料金及び定額タクシーの実証実験を次のとおり

実施した。 

 

○変動迎車料金 

（実験内容） 

＊期間：平成３０年１０月１日～１１月３０日  

＊地域：東京特別区・武蔵野市・三鷹市 

＊規模：大和自交Ｇ、国際自Ｇ、日本交通Ｇ（７，０１４両） 

○一括定額運賃  

（実験内容） 

＊期間：平成３０年１０月１日～３１年２月２８日  

＊地域：全国７地域 

北海道帯広市等、福島県郡山市、福島県白河市、東京都立川

市等、神奈川県厚木市等、岡山県真庭市、福岡県北九州市等 

 



 

 

 

国土交通省は、令和２年３月３１日から一ヶ月間のパブリックコメント

を経て、令和２年１１月３０日通達「一般乗用旅客自動車運送事業の運賃

及び料金に関する制度について」の一部改正を行い変動迎車料金及び一括

定額運賃を制度化した。 

令和５年６月１日現在、水戸市内５事業者による乗り放題・定額運賃、

全国６地域９事業者において回数券による定額運賃が実施されている。 

 

 (２）ダイナミック・プライシングの導入について 

令和３年２月２２日、規制改革推進会議 第９回投資等ワーキング・  

グループ（座長：高橋進）において「タクシーの利便性の向上」に向けた

施策の一つとして、「ダイナミック・プライシングの導入」が議論された。

以降、国会・行政・業界・労組等の様々な場で大きな議論が展開されたと

ころである。 

国土交通省は、令和３年１０月から１２月事前確定型変動運賃について、

東京都内においてアプリ会社２社、タクシー事業者１７社が参画する実証

実験を実施した。 

令和４年７月１９日に設置された「タクシーにおける事前確定型変動運

賃の制度化に関する検討会」には、全タク連から佐藤経営委員長、西澤  

副委員長が参画し、行政と連携の下、実証実験による実証結果も踏まえな

がら制度の在り方等について検討を進めた。 

なお、同検討会の議論を踏まえ、国土交通省では令和５年３月３１日  

から４月２９日までの間、パブリックコメントを実施した。 

 

（３）運賃改定 

燃料費高騰や事業運営の基本である良質な運転者の確保のためには、 

企業経営の安定・健全化を図り労働時間の短縮や賃金等の待遇改善による

労働環境を改善する必要があるため順次運賃改定を実施している。 

①運賃改定の取扱いについて 

令和４年７月２９日国土交通省は、事務連絡「新型コロナウイルス感染

症の影響を踏まえたタクシーの運賃改定の取扱いについて」を発出し、 



 

 

 

ア．延実在車両数（車両１台ごとの在籍日数の累計）に実働実車率（実

働率に実車率を乗じたもの）を乗じた延実働実車車両数の推計による将来

の運送収入の推定 

イ．直近年度の実績にコロナ以前の令和元年の実績を考慮し、補正するこ

とにより将来の費用の推定 

により、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた輸送実績の見込みを

適切に推計することとし、令和４年８月以降の申請から適用することとし

た。 

  

②運賃改定申請及び改定の実施状況 

コロナ禍による運送収入の減少、さらには令和２年後半からＬＰＧ価格

が高騰を続けており、タクシー事業者の経営危機に更なる追い打ちをかけ

る事態となった。この状況に対応するため運賃改定の早期実施が期待され

る中、全国１０１の運賃ブロックのうち、令和２年度以降、９１ブロック

が運賃改定の申請を行った。このうち、令和５年６月１日現在では、既に

４５ブロックにおいて運賃改定が実施されており、審査中・申請中のもの

は４６ブロックとなっている。 

なお、４６ブロック中、令和５年６月末までに約１５ブロックの運賃  

改定が予定されている。 



 

 

 

８．交通安全対策等について  

（１）交通事故発生状況 

令和４年中の全国の交通事故発生状況は、人身事故件数が 30 万 1,193 件

（前年比－4,003 件、－1.3％）、交通事故による死者数は 2,610 人（前年

比－26 人、－1.0％）であった。 

一方、法人タクシーが第１当事者となった交通事故件数は、7,269 件で

前年より 783 件（前年比＋10.8％）増加した。また、死亡事故件数も 19

件で前年より９件（前年比＋47.4％）増加した。 

交通事故件数は平成 22 年から昨年まで 12 年連続して減少していたが、

13 年ぶりに増加となった。 

死亡事故件数は、平成 25 年以降増加傾向に転じて以降、増減を繰り返し

ながら高い水準のままほぼ横ばい状態で推移していたところ、一昨年は  

コロナ禍において大幅に減少していたが、昨年はほぼ倍増した。 

また、未だに飲酒運転、ひき逃げ等の悪質な事案も発生しており、予断

を許さない状況にある。 

 

（２）「ハイタク事業における総合安全プラン２０２５」の策定と交通事故   

抑止対策の推進 

令和３年３月、国土交通省に設置された事業用自動車に係る総合安全

対策検討会において「事業用自動車総合安全プラン２０２５」が策定され、

「事業用自動車全体の事故の削減目標を令和７（2025）年までに死者数

を 225 人以下、重傷者数 2,120 人以下」と決定された。 

全国ハイヤー・タクシー連合会（以下「全タク連」という。）におい

ては本決定を踏まえ、同月に「ハイタク事業における総合安全プラン２０

２５」を策定し、令和７（2025）年までの５年間、「乗客の死者数ゼロ、

飲酒運転ゼロ、死者数 23人以下、重傷者数 630人以下、人身事故件数 6,060

件以下、出会い頭衝突事故件数 870 件以下」との目標を掲げ、業界の総

力を挙げてタクシー事故の特徴を踏まえた重点対策の推進、交通事故防止

のための安全文化の確立等交通事故削減のための対策を推進することと

した。 

特に、タクシーによる死亡事故の約 25％を占める路上寝込み者轢過  

事故防止対策については、「早めのライト点灯とライト上向き走行の徹底」

を全国の協会で展開することとした。 



 

 

 

また、事故が多発する 10 月から 12 月までの３か月間を「早めのライ

ト点灯とライト上向き走行の徹底による交通事故防止対策の推進期間」と

して位置づけ、各協会に取り組みの強化を要請した。 

なお、路上寝こみ者等の轢過事故防止については、各県協会と警察   

本部が協定（覚書）を締結して、路上寝こみ者の発見・保護活動等を実施

することとし、令和５年３月末現在で 32 協会が警察と協定を締結して  

いる。 

 

（３）飲酒運転防止対策 

   飲酒運転の根絶については、「ハイタク事業における総合安全プラン   

２０２５」において重点削減目標として「飲酒運転ゼロ」を掲げ、飲酒運

転防止対策の徹底に努めているところであるが、取組みの更なる推進を図

るため、従来の「飲酒運転防止対策マニュアル」を全面的に改訂し、従来

からの項目を見直すとともに、新たに「正しいアルコール知識の教育と   

節酒実践法の指導の必要性」を追加した「飲酒運転防止対策ガイドライン」

を策定し、各協会に通知した。 

 

（４）運転者の健康管理 

平成 29 年１月に改正道路運送法が施行され、疾病運転防止措置が事業

者に義務付けられた。また、平成 30 年４月に旅客自動車運送事業運輸規

則の一部改正が改正され、旅客自動車運送事業者が乗務員を乗務させて

はならない事由等として、睡眠不足を追加するとともに点呼時の記録   

事項として睡眠不足の状況が追加されるなど、健康起因による事故防止

について対策の強化が図られた。 

これまでも全タク連では、健康に起因する事故防止のため会員事業者

に対して、「事業用自動車の運転者に関する健康管理マニュアル」     

（国土交通省自動車局作成）に基づく、運転者に対しての定期健康診断

の確実な受診指導、要再検査等の所見がある場合には所見に応じた検査

を受診させるなど定期健康診断の結果を踏まえた健康状態の把握及び 

主要疾病に関するスクリーニング検査の受検の勧奨を行ってきたところ

であるが、「自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドライン」

が新たに策定されたことから、その活用についての周知を図っている。 

 



 

 

 

他方、毎年、国交省が事業者に対し実施しているアンケート調査では

各種ガイドラインの認知度は 80％程度にとどまっており、さらなる周知

徹底を行う。 

令和２年９月には、高齢ドライバー雇用上の留意点、加齢に伴う心身

機能の変化に対する健康管理対策等を盛り込んだ「ハイヤー・タクシー

業 高齢者の活躍に向けたガイドライン」を策定し、各協会に配布した。 

また、平成 30 年度から令和２年度まで国土交通省から協力金が支給 

され脳健診普及に向けたモデル事業が３年間行われたが、令和３年度  

からは同様に国交省から協力金が支給される眼科健診モデル事業が３年

間実施されることとなり、各協会に対し積極的に協力するよう周知した。 

また、令和４年３月、「自動車運送事業者における視野障害対策マニ

ュアル」（国土交通省自動車局作成）が発出され、その活用について     

周知徹底した。 

睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）スクリーニング検査については、令和

５年２月から３月の２か月の間、ＮＰＯ法人ヘルスケアネットワーク  

及びＮＰＯ法人睡眠健康研究所の協力を得て、タクシー業界向けの割引

料金によるＳＡＳスクリーニング検査の受検推進キャンペーンを行った

ところである。 

   

（５）運行管理の高度化 

   令和３年３月、国交省により「運行管理高度化検討会」が立ち上がり、

全タク連として、同年４月から遠隔点呼の実証実験、同年９月から自動点

呼の実証実験に参加した。これら実証実験の結果を踏まえ、国交省では同

年１２月、遠隔点呼の実施要領に関する通達を発出、昨年４月から遠隔点

呼について申請が開始され、７月から運用が開始されることとなった。 

自動点呼についても、国交省は昨年１２月、乗務後の自動点呼の実施要

領に関する通達を発出、本年１月から事業者は運輸支局長等への事前届出

により、これを運用できることとなった。 

また、本年以降、遠隔点呼の被実施側の場所拡大、乗務前の自動点呼等

についての実証実験が行われる予定であり、引き続き国交省と連携してま

いることとする。 

 

 



 

 

 

（６）改正道路交通法 

    特別な教習を受講した場合、二種免許取得のための受験資格である年齢

制限及び経験年数を 21 歳、３年以上から 19 歳、１年以上に緩和する内容

の改正道路交通法が昨年５月、施行となった。 

特例講習の受講者は、本年３月末現在、３４８人。 

  全タク連の強い要望と国交省のご尽力により、令和４年度第２次補正予算

により二種免許取得支援が行われることとなった。   

 

（７） 運輸安全マネジメント制度の普及・啓発 

全タク連では、運輸安全マネジメント制度のより一層の普及・定着を  

図るため、保有車両 30 両未満の小規模事業者向けに運輸安全マネジメ

ント導入の簡便な手引書として作成した「運輸安全マネジメントの進め

方」(平成 29 年 12 月、全タク連作成)の活用を図るとともに、官民連携

して運輸安全マネジメント普及・啓発を図るため設立された運輸安全  

マネジメント普及・啓発促進協議会の行う認定セミナーの受講の勧奨等

の広報・啓発活動に努めた。 

 

 （８）交通事故抑止対策優秀都道府県協会表彰の実施 

「ハイタク事業における総合安全プラン」の取り組みの一層の推進を  

図るため、平成 23 年に年間の交通事故削減に努めた県協会を表彰する   

「交通事故抑止対策優秀都道府県協会表彰制度」を創設した。 

令和４年中の交通事故抑止対策優秀協会表彰は、栃木県、和歌山県、    

岡山県、山口県、佐賀県及び熊本県の６協会で、総会において表彰盾が    

授与された。 

 

（９）優良乗務員表彰の実施 

優良乗務員表彰制度は、優良な乗務員を表彰することにより交通事故防

止の徹底を期するとともに、タクシー乗務員の資質の向上を図り、以て業

界の発展を期することを目的として昭和 41 年に導入され、以来毎年実施し

てきた。 

 

 

 



 

 

 

令和４年度は、前年に引き続きコロナ禍の影響により表彰式は中止とな

ったが、無事故無違反表彰として 17 協会から推薦のあった 31 名、善行表

彰として 10 協会から推薦のあった 14 名の計 45 名に、全タク連会長から

優良乗務員表彰状、表彰盾が授与された。 

 

（10）全国交通安全運動等への積極的取り組み 

「春・秋の全国交通安全運動」及び「交通事故死ゼロを目指す日」につい 

ては、中央交通安全対策会議交通対策本部の推進要綱及び国土交通省実施

計画を踏まえたハイヤー・タクシー事業における重点実施事項等を策定

し、各県協会に積極的な取り組みを要請した。 

 

（11）交通事故統計資料等の配布 

交通事故防止及びタクシー乗務員の指導教養に資するため、「事業用 

自動車の交通事故統計（交通事故総合分析センター発行）」、「ハイヤー・

タクシーの交通事故発生状況（警察庁提供）」等の交通事故統計資料等を

各県協会に配布した。 



 

 

 

９．ケア輸送について 

（１）運営協議会等への対応 

      自家用有償旅客運送について、令和４年３月末日では福祉有償運送は  

登録団体数２，４７０団体、車両数１４，４５６台となり、前年度比で     

団体数、車両数とも減少した。交通空白地有償運送は、団体数６７０団体、

車両数４，３０４台となり前年度比で団体数、車両数とも増加した。   

 

   ※自家用有償旅客運送に係る規制緩和の動きについて 

     平成２５年８月２９日に内閣府に設置された地方分権改革有識者会議に 

報告された地方交通部会報告及び同年９月１３日の国から地方公共団体へ 

の事務・権限の希望する市町村等への移譲にかかる具体的な制度設計、 

輸送の安全を確保するために必要な仕組み等に関する検討会が開催され、

平成２７年４月に施行、令和５年４月までに全国で２０自治体が事務・   

権限を移譲された。 

  （平成２７年４月１日 移譲地域） 

新潟県、長野県、佐賀県、北海道美深町、北海道豊富町、北海道池田町、

神奈川県大和市、富山県富山市、徳島県つるぎ町、熊本県山江村、熊本県

球磨村 

（平成２７年１０月１日 移譲地域） 

大分県  

（平成２８年１月１日 移譲地域） 

  横浜市 

  （平成２８年４月１日 移譲地域） 

栃木県、埼玉県、岡山県、鹿児島県、茨城県五霞町、東京都江東区 

  （令和５年４月３日 移譲地域） 

静岡県藤枝市 

 

（２）現行の「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」へ

の対応 

➀ 令和２年１１月に改定されたバリアフリー法の移動等円滑化の促進

に関する基本方針におけるバリアフリー化の福祉タクシー車両（ＵＤタ

クシーを含む。）導入目標台数は、２０２５年度末までに約９０，００

０台、各都道府県における総車両数の約２５％について、ＵＤタクシー



 

 

 

にすることとなった。 

  国土交通省の発表では、令和３年度末 福祉タクシー（ＵＤタクシー

を含む。）車両数は、４２，６２２台 内 ＵＤタクシーは、２９，６５

７台 総車両数に対する割合１６．９％であった。 

  全国のタクシー事業者は目標達成等を目指し導入に意欲を示して  

おり国への補助金申請が増大していることから、国土交通省の地域公共

交通確保維持改善事業におけるバリア解消促進等事業費（総合政策局  

予算）及び訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費（観光庁予算）

を活用し事業者が希望する台数について、常時限度額まで対応できる  

よう国へ引き続き助成の要望をしている。 

また、都道府県協会においても、自治体に対しＵＤタクシー購入費   

助成要望を続けており、協会長等のご尽力で自治体からの助成が拡大し

てきている。今後も都道府県協会に対して自治体に出向いてＵＤタクシ

ーの助成要望活動を積極的に行っていただくことを要請していく。 

   ＪＰＮ ＴＡＸＩは燃費効率が良く、健常者から乗降しやすい等好評

だが、反面、乗降操作が難しく、時間がかかるため乗車拒否が発生、     

地方部ではＬＰＧスタンドが近隣にない、道幅が狭い等でＬＰＧ使用  

以外の車種、後ろから乗降できる車種を求められている。 

また、国会、障害者団体からも「なぜ横乗りのＵＤタクシーになって   

後ろから乗降できるＵＤタクシーが少ないか」など質問されている。 

今後も引き続き、ＪＰＮ ＴＡＸＩ車両の改良・開発要望をしていく。 

 

➁ 職員研修 

平成２３年から懸命に取り組んできたＵＤ研修も本年１０月で１２年

を迎える。平成２５年度末まで伸び悩んでいた UD 研修は、東京タクシ

ーセンター、大阪タクシーセンター及び名古屋タクシー協会において運転

者登録講習時にＵＤ研修を組み入れていただいたこと、一部認証団体で  

対象者全員の UD 研修を目指していること、トヨタ自動車(株)から UD  

タクシー「JPN TAXI」（29.10 月）が発売されたことに伴い国土交通省

のＵＤタクシー導入補助申請する要件に３名（現在は２名）以上の UD

研修を受講していることなどが追加されたこと及び国土交通省の補正  

予算において、ユニバーサルドライバー研修受講料の 1/2 を補助していた

だけることも UD 研修受講者数の増加の要因となり、令和４年度のＵＤ

研修は、令和４年３月末日３３０団体が実施機関の認証を受け、７８８回



 

 

 

実施、１３，７３０名の方々が受講した。平成２３年１０月の制度開始   

以来の受講者数は、約１３万名となった。 

また、講師養成講座は、令和４年度は４回開催、平成２３年から４０回

開催され、９７４名の方が登録された。 

 

（３）行政等への対応 

   本年度においても、国土交通省等が開催した下記各種委員会等に全タク

連も委員として参加した。 

１. 移動等円滑化評価会議 

   関係行政機関及び高齢者、障害者等、地方公共団体、施設設管理者その 

他関係者が定期的に、移動等円滑化の進展状況を把握し、評価するため  設 

置（平成３０年１１月１日施行）された。 

 本年度は２回開催され、１回目は「当事者目線にたったバリアフリー評 

価指標のあり方」等について意見交換を行った。 

 ２回目は、移動等円滑化の進展状況、評価会議における主な意見と国土 

交通省等の対応状況が報告された。 

 また、各運輸局・地方分科会の最近の主な取組みの中で、北陸信越運輸 

局「ユニバーサルデザイン教室」が紹介された。 

 

２．道路空間のユニバーサルデザインを考える懇談会 

   道路移動等円滑化基準は、社会情勢の変化や技術向上等に合わせ、内容

を見直し、必要に応じて改正を行ってきたが、旅客特定車両停留所施設等

の移動等円滑化に向けて、基準、ガイドラインの反映に必要な事項を検討

するため、「道路空間のユニバーサルデザインを考える懇談会懇談会」が

設置された。 

   今年度は、「道路の移動等円滑化ガイドライン改定の概要と踏切道に   

おけるバリアフリー対策の現状」が報告された。 



 

 

 

１０．技術及び環境について   

（１）燃料事情について 

ＬＰガス（ブタン）のＦＯＢ価格の推移は、原油高、中国等新興国の   

需要増等により平成１６年度から上昇傾向が続き、さらに世界的な金融・

商品投機の対象となる影響から平成２０年７月には９５０ドル／トン 

（１６年度比で２５５％）と異常な高騰を示したものの、その後のリー  

マンショックに始まる急激な景気後退を受けて２１年度は５９０ドル／ 

トンに低下した。 

しかし、中国経済の復調などを背景に２１年度後半からは再び上昇傾向

を示し、２５年１２月には史上最高値の１，２２５ドル／トンに至った。 

その後、２６年３月には８７０ドル／トンまで下降、さらに米国シェー

ルガスの生産拡大等に伴い、２７年度で４０４ドル／トンまで下落し、  

２８年度以降では小幅な変動を繰り返し、令和２年度では４１１ドル／ 

トンまで下落したものの、令和３年後半からの原油価格の高騰に伴い、  

令和３年１１月には８３０ドル／トンまで急上昇した。 

全タク連では、これらの状況を踏まえ令和３年１１月１５日には国土 

交通大臣へ要望書を提出した。さらには令和３年１２月２日全日本トラッ

ク協会、日本バス協会の３団体合同による「燃料価格高騰経営危機突破  

総決起大会」の開催など要望活動を積極的に実施した。 

更に、令和４年４月には９６０ドル／トンまで高騰したものの、５月  

以降はなだらかに下降を続け、令和５年６月には４４０ドル／トンまで 

下降した。 

 

（２）燃料価格高騰への対応について 

①燃料価格高騰経営危機突破総決起大会の開催 

令和３年１２月２日、自民党本部、第一ホテルの両会場において、   

全タク連、全日本トラック協会、日本バス協会三団体合同による燃料価格

高騰経営危機突破総決起大会を開催した。 

両会場の来賓には、３団体の自民党・公明党の議連会長を始め多くの  

国会議員、国土交通省他関係団体に出席頂き、昨今の燃料価格高騰に伴う

深刻な経営状況の悪化に対し、「燃料高騰分の価格転嫁のための対策の  

実施」を始めとする５項目の決議を採択した。 

 



 

 

 

②要望書の提出 

イ 全タク連による取り組み 

令和４年３月１日及び４月１日、国土交通大臣に対し「ＬＰＧ価格の

高騰により危機に瀕するタクシー業界からの要望書」を提出した。 

ロ ３団体（ハイタク・バス・トラック）連名による取り組み 

令和４年８月２４日、国土交通大臣及び経済産業大臣に対し「燃料価

格激変緩和措置等の延長に関する要望書」を提出した。 

ハ ３議連（ハイタク・バス・トラック）連名による取り組み 

令和４年９月５日、自民党政務調査会長、令和４年９月６日、財務  

大臣、国土交通大臣及び経済産業大臣に対し「燃料価格激変緩和措置等

の延長に関する要望書」を提出した。 

 

（３）タクシー車両開発等について 

①次世代タクシーの開発について 

全タク連では、従来から自動車メーカー等に対しＬＰガス乗用自動車の

継続生産及びタクシー用ＬＰガス乗用自動車のハイブリッド化の実現に 

ついて要望してきたところである。 

トヨタ自動車（株）は、平成２５年開催の東京モーターショーに次世代

タクシー「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」を発表後、引き続き「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」

の細部に亘る仕様及びオリンピックに向けた対応策など、これまで４年余

り全タク連との意見交換を重ね、平成２９年１０月２３日新型タクシー  

専用車両「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」を発売した。 

今後、全タク連では、環境性能に優れたユニバーサルデザイン車両の  

普及促進を図るとともに、トヨタ自動車（株）と「カーボンニュートラル

実現に向けた取組」等を中心に引き続き意見交換を継続していくこととし

ている。 

なお、「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」の令和５年３月末累計登録台数は、全国で

３２，６２９台（東京：１８，０９３台）であり、ここ２年の普及状況は、

コロナ禍の影響もあって鈍化傾向となっている。 

②「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」車両の改善等に関する要望について 

導入開始から５年が経過した「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」車両において、イン

バーター及びスライドドアなど特定の装置に関する故障の報告が多数寄せ

られた。東京ハイヤー・タクシー協会では、この状況を踏まえ、会員事業



 

 

 

者向けに「不具合状況に関するアンケート調査」を実施した。 

調査結果では、回答があった事業者全体の「ＪＰＮ ＴＡＸＩ」保有車

両数１１，０２９両のうち１０，５１３両（割合９５．３％）について不

具合が判明した。 

この調査結果を踏まえ、令和５年３月１６日東京ハイヤー・タクシー  

協会から全タク連に対して、「ＪＰＮ ＴＡＸＩ車両の改善に関する要望

について」が提出された。 

上記要望書を受けて、令和５年３月２９日全タク連では、トヨタ自動車

（株）に対して「ジャパンタクシー車両の改善等に関する要望」を発出し、

車両の不具合状況の確認及び耐久性の向上等の改善、更なる燃費向上に 

ついて対応を求めた。 

令和５年５月１１日トヨタ自動車（株）から全タク連に対して、検討  

状況に関する中間報告があった。 

全タク連では、トヨタ自動車（株）と連携を図り、川村技術環境委員長

を中心として引き続き原因の追究及び改善対策等を求めていくこととして

いる。 

 

（４）環境対策について 

①自主的行動計画等の実施状況 

イ．排出量の数値目標 

平成２２（２０１０）年に対し２０２０年度までに２０％、２０３０

年度までに２５％削減するとした自主的行動計画の目標については、 

平成２２年の業界のＣＯ２排出量約３８３万トンに対して、令和３年度

はコロナ禍の影響に伴う走向距離の減少もあって約１２７万トン６６．

８％の削減となっている。 

ロ．グリーン経営の推進 

平成１６年に開始したタクシーのグリーン経営認証制度は、燃費改善、

交通事故や車両故障の減少、職場のモラル向上、お客様の高評価などの

効果が報告されている。その導入状況は、令和５年３月末で２４２事業

者、３２６事業所、２６，２６８台が認証を取得している。 

ハ．タクシー車両の燃費改善  

ＣＯ２排出を低減するために、アイドリングストップ、デジタルタコ

グラフによる適正運転の指導を推進するとともに環境対応車の導入を 



 

 

 

推進している。令和５年３月末のデジタルタコグラフ導入状況は   

１，１９７社７２，９２２台であり、環境対応車両の導入状況は、    

ハイブリッド車（ＰＨＶ、ＪＰＮＴＡＸＩを含む）４４，４９７台、   

電気自動車４１５台である。 

 

＊２０３０年度を目標年度とした新たな自主的行動計画 

全タク連では、平成２７年５月、技術環境委員会において、政府が  

２０１５年末開催のＣＯＰ２１で予定する２０３０年を目標年度とした

削減目標の公表を控え、政府側要請により２０３０年を目標年度とした

新たな自主的行動計画として「ハイヤー・タクシー業界の低炭素社会  

実行計画」を策定した。 

計画の概要は、次のとおりである。 

イ．実行計画の策定について 

地球温暖化防止のため「低炭素社会実行計画」を策定し、低炭素社会

実現に向け自主的に取り組むこととする。 

ロ．目標水準 

２０２０年度目標値：２０１０年度比２０％のＣＯ２を削減する。 

   ２０３０年度目標値：２０１０年度比２５％のＣＯ２を削減する。 

ハ．目標設定の根拠 

タクシー車両の３０％～４０％をハイブリッド・電気自動車等の環境

対応車への切り替えを進める等。 

ニ．具体的な計画 

・タクシー車両の環境対応車への切り替え 

・タクシー車両数の適正化 

・タクシーの利用促進  等々 

 

②カーボンニュートラルの実現 

イ．令和２年１０月、政府は「２０５０年カーボンニュートラル」を宣言

し、２０５０年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする  

目標を掲げ、令和３年６月閣議決定した「２０５０年カーボンニュート

ラルに伴うグリーン成長戦略」では、「２０３５年までに、乗用車新車

販売で電動車１００％を実現できるよう、包括的な措置を講じる」こと

とした。 



 

 

 

ロ．グリーン成長戦略の実行計画の改定に先立ち、経済産業省及び国土  

交通省は、カーボンニュートラル実現に向け令和３年３月自動車政策 

検討会を立ち上げ、３月２６日にはｗｅｂ開催された第二回会合で、  

関係７団体からのヒアリングが行われた。全タク連からは、川村技術  

環境委員長、根本副委員長が出席し、業界の現状、これまでの環境対策、

電動化の推進にあたりその影響・課題を強く発信した。  

経済産業省及び国土交通省は令和３年５月１９日、同検討会の第５回

の会合を開き、業界団体などを対象としたヒアリング結果をまとめた。 

ハ．全タク連は、令和３年８月２６日「２０５０年カーボンニュートラル」

実現に向けた燃料電池自動車、電気自動車等のタクシー専用車両の早期

開発に関する要望書をトヨタ自動車（株）及び日産自動車（株）あて   

提出した。 

引き続き、カーボンニュートラル実現へ向けた議論を自動車メーカー

等関係者と連携して進めていくこととしている。 

ニ．令和５年２月１０日「ＧＸ実現に向けた基本方針」が閣議決定され、

エネルギー安定供給の確保を大前提としたＧＸの取組み、成長志向型 

カーボンプライシング構想等の実現・実行など、今後１０年を見据えた

ＧＸの取組みの方向性等がとりまとめられた。 

国土交通省では、「ＧＸ実現に向けた基本方針」を踏まえ、ＧＸの   

実現に向けた取組みの一環として「公共交通の利用促進、ＥＶ導入の  

推進」等により省エネ化を図ることとしている。具体的には、 

〇 運輸部門のＣＯ２排出量の大宗を占める自動車分野では、カーボン

ニュートラル実現に向け、事業用トラック、バス、タクシーにおける

電気自動車、燃料電池自動車等の次世代自動車の普及促進。 

〇 公共交通・物流分野では、再エネ活用や公共交通利用促進、モーダ

ルシフト推進等によるＧＸの推進 

ホ．令和４年５月１３日に「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」

が改正され、令和５年４月１日から施行された。省エネの対象に「非化

石エネルギー」が追加され、非化石エネルギーを含むエネルギー全体で

の使用合理化を推進することとなった。 

現行の仕組みに、非化石エネルギーへの転換を加えることにより、  

国の判断基準に非化石エネルギーへの転換目標及び取組事項が追加され

るとともに、特定輸送事業者（タクシー事業では保有車両数３５０台  



 

 

 

以上であり、全国では２０社が該当。）に対して、非化石エネルギーへ

の転換に関する中長期計画の作成が義務付けられた。 

ａ．非化石エネルギーへの転換に向けた目標設定の基本的な考え方 

国は、各事業者における目標の目安を設定し、各事業者において  

事業環境等を踏まえて目標を設定する。特定輸送事業者は目標に向け

た毎年の進捗を国に報告する。 

ｂ．非化石エネルギーの割合が増加する輸送方法の選択に関する事項 

タクシー事業では、電気や水素等を動力源とする非化石エネルギー

自動車を使用する輸送、化石燃料に代替してバイオ燃料等の非化石燃

料を使用する輸送の選択が示されている。 

また、全輸送モード共通として、利用者や他の事業者等と連携する

ことにより、輸送に際し消費エネルギーの量に占める非化石エネルギ

ーの割合が増加する輸送方法の選択が示されている。 

ｃ．輸送に係る非化石エネルギーへの転換に係る目標 

タクシー事業では、設定する目標の目安として、定量的目標として

２０３０年度までに保有台数の８％を非化石エネルギー自動車へ更新、

定性的目標として車両に使用する電気の使用量に占める非化石エネル

ギーの割合の増加が示されている。 

ｄ．非化石エネルギー転換の目標達成のために取組むべき措置 

タクシー事業が取組むべき措置として、 

① 非化石エネルギー自動車（ＥＶ、ＦＣＶ、ＰＨＥＶ、非化石燃料

車）の導入。 

② 化石燃料に代わり非化石燃料を使用。 

③ ①と一体的な充電等インフラの導入。 

④ ①又は②に向けた関係者（行政機関等）との協力、調査・検討。 

⑤ ＥＶやＰＨＥＶに使用する電気について、非化石エネルギー率が

高いものを選択。 

が示されている。 

また、タクシー事業については、公共交通機関を担うものとして、

地域の脱炭素に貢献する旨を取組方針に明記することが示されている。 

全輸送モード共通として、利用者や他の事業者等との連携・協力に

よる非化石エネルギーへの転換に向けた取組みが示されている。 

 



 

 

 

③グリーンイノベーション基金事業 

政府の「２０５０年カーボンニュートラル」宣言を踏まえ、経済と環境

の好循環につなげるための新たな成長戦略として、「２０５０年カーボン 

ニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定され、新エネルギー・産業

技術総合開発機構に２兆円の「グリーンイノベーション基金」が創設され

た。 

同基金では、官民において野心的かつ具体的な目標を共有した上で、  

これに経営課題として取り組む企業等に対して１０年間、研究開発・実証

から社会実装までを継続的に支援することとしている。 

タクシー事業においては、商用利用されるＥＶ・ＦＣＶの大規模導入を

実現するために必要となる運輸事業者における運行管理と一体的なエネル

ギーマネジメント等に関する研究開発を進めていくこととしており、具体

的なテーマは次のとおり。 

〇 第一交通産業（株）と（株）電脳交通との連携の下、ＥＶタクシー   

約１６０台を広島・和歌山エリアに導入、タクシー車両のＥＶ化及び  

配車システムでの運用効率化によるカーボンニュートラルへのシフト。 

〇 ＧＯ（株）（当時：（株）モビリティテクノロジーズ）では、ＥＶタク

シー約２，５００台を首都圏・京阪神圏・名古屋圏等に導入、タクシー

領域における電気自動車の運行管理及びエネルギーマネジメントシステ

ム構築プロジェクト。 

 

（５）ソフトメーター開発を巡る動向について 

令和４年６月７日閣議決定した「規制改革実施計画」において、ＤＸを

通じたタクシーの利便性向上に向けた「ソフトメーターの導入」及び    

「変動運賃制度の在り方」の二つの規制改革項目が盛り込まれた。 

ソフトメーターは、タイヤの回転数に基づく計測（計量法の対象）では

なく、ＧＰＳ情報を基に走向距離を計測し、運賃を算出するものであり、

これにより、タクシー事業全体のＤＸ化、計量法に基づく検定費用や運賃

改定に伴うメーター改修費の負担軽減が期待されている。 

国土交通省では、既存のメーター開発企業や配車アプリ企業等の関係者

の参画の下、利用者から運賃を収受するに当たり、十分な正確性を確保し、

ソフトメーターとして備えるべき必要な基本仕様の検討を進めるため、  

ＪＩＳ化に向けたフィージビリティスタディ調査を実施した。 

 



 

 

 

国土交通省では、令和５年度においても、経済産業省の委託事業を  

活用し、ソフトメーターの機能要件や性能要件について継続的に調査・

検討を行うこととしている。調査・検討に当たっては、令和４年度に  

抽出された課題について、関係者間での議論や実機によるテスト等を 

通じ、現行メーターとソフトメーターの違いにも留意しながら、丁寧に

課題の解決を図り、令和５年度内のＪＩＳ原案作成を目標としているが、

通常のＪＩＳ策定には２～３年を要することもあることから、具体的な

策定時期の明示は困難であるとしている。 

 

（６）自動運転技術を巡る動向のフォローアップ 

政府は、平成３０年４月１７日、自動運転等実現のための政府全体の  

整備方針（大綱）を閣議決定した。 

大綱では、「自動運転車は、これからの日本における新しい生活の足や、

新しい移動・物流手段を生み出す「移動革命」を起こし、多くの社会     

課題を解決して我々に「豊かな暮らし」をもたらすものとして大きな   

期待をよせる。」として、「車両の安全確保の考え方」「交通ルールの在り

方」「安全性の一体的な確保」「責任関係」などを検討していくこととし

ている。 

また、国内外の自動車メーカー等は、技術開発、市場化時期に関する  

方針、市場化に向けての実証実験等が加速しているところである。 

令和４年度において、全タク連が参画した検討会等は以下のとおり。 

イ．自動走向ビジネス検討会は、２０１５年２月から経産省製造産業局長

及び国交省自動車局長の主催により、自動車走行分野において世界を 

リードし、社会課題の解決に貢献することを目指し、参学官オールジャ

パン体制で自動走向のビジネス化を推進するため検討を進めている。 

令和２年度は、令和元年度に策定した「無人自動運転サービスの実現

及び普及に向けたロードマップ」の具現化等に向けて、①次期プロジェ

クトの工程表、②実証実験の実施者の協調による取組の推進、③今後の

協調領域として取り組むことが考えられる課題等について検討されてい

る。 

令和２年１０月８日、令和３年１月２５日開催の次期プロジェクト 

ＷＧでは、タクシー業界を代表して川村技術環境委員長が出席し意見を

具申した。その後、令和３年４月３０日には「自動走向の実現及び普及

に向けた取組報告と方針」version５がとりまとめられた。 



 

 

 

ロ．令和４年６月８日国土交通省は、自動車運送事業において、従来と  

同等の輸送の安全等を確保しつつ、自動運転車を用いて運送事業を行う

ことを可能とするため、自動車運送事業者が講ずべき事項等について 

検討することを目的に「自動運転車を用いた自動車運送事業における 

輸送の安全確保等に関する検討会」を設置した。 

同検討会には、タクシー業界を代表して全タク連から川村技術環境 

委員長が委員として参画し、令和５年１月に報告書がとりまとめられ、

公表された。 

ハ．上記報告書を踏まえ、令和５年３月３１日国土交通省は、「道路運送

法施行規則等の一部を改正する省令」を公布、４月１日施行された。 

また、令和５年５月３１日国土交通省は、上記省令に基づき、「旅客

自動車運送事業運輸規則の解釈及び運用について」を一部改正するとと

もに、「限定地域での無人自動運転移動サービスにおいて旅客自動車運

送事業者が安全性・利便性を確保するためのガイドライン」を同日付で

廃止した。 

 

   

 



 

 

 

１１．労務対策について 

（１）労働関係法令等の周知及び円滑な施行 

   自動車運転者の労働時間等の労働条件の維持・改善を図るため、労働  

基準関係法令及び改善基準告示について、労務委員会、全国労務連絡会等

を通じて一層の理解及び定着の促進に努めた。 

 

（２）働き方改革への取組 

   現在国を挙げて取り組んでいる働き方改革に関しては、「働き方改革を 

推進するための関係法律の整備に関する法律」が成立し、平成３１年４月

から施行されたところであるが、全タク連においては平成３０年３月に 

策定した「タクシー事業における働き方改革の実現に向けたアクション 

プラン」に基づき、タクシー事業の労働生産性の向上、人材の育成・確保、

長時間労働の縮減等に向けて、各地の説明会・研修会への講師派遣など、

各種の取組を進め、周知啓発を図った。 

 

（３）改善基準告示の見直しについて 

   働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の付帯決議に

改善基準について「総拘束時間等の改善について、関係省庁と連携し、  

速やかに検討を開始すること。」とされたことから、令和元年 12 月から  

労働政策審議会労働条件分科会自動車運転者労働時間等専門委員会が開催

され、全タク連から武居副会長兼労務委員長及び清水労務副委員長が参加

し各種の意見を述べてきた。 

   令和４年９月２７日に改正内容がとりまとめられ、審議会への報告を  

経て、同年１０月から１１月にかけてパブリックコメントの募集が行われ

たことから、都道府県タクシー協会と調整の上、人口３０万人以上の都市

での車庫待ち等に意見を提出した。 

   その結果、令和４年１２月２３日に同告示が改正されるとともに、労働

労働基準局長名の施行通達において実態に即した解釈が示されたところで

ある。    

      今後とも、同改正告示内容について周知を図るとともに遵守を図ってゆ

く。 

 

    



 

 

 

（４）自動車運送事業のホワイト経営の見える化について 

   平成３０年５月３０日自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁 

連絡会議で決定された自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府 

行動計画において、働き方改革に取り組む事業者を認証する制度の設計に

ついて検討することとなり、同年６月からホワイト経営の見える化検討会

が開催され、全タク連からは武居副会長兼労務委員長ほかがこれに参加し

各種の意見を述べてきた。 

   令和元年６月２５日報告書が取りまとめられ、正式名称は「運転者職場

環境良好度認証制度」となり、８月には実施団体が一般財団法人日本海事

協会に選定された。 

   その後、１８回にわたり運営委員会が開催され、全タク連からは武居  

副会長兼労務委員長ほかがこれに参加し各種の意見を述べてきた。 

令和４年度（令和４年４月３日現在）において、タクシー事業は、一つ

星３６８事業者、二つ星２６６事業者が認証をうけたところである。 

今後、三つ星について認証基準等の公表と募集が進められる予定である

が、今後とも同認証制度の周知と取得への取組を進め、タクシー業界の  

イメージを向上させることにより、乗務員不足の解消を図って行く予定で

ある。 

 

（５）就職氷河期世代の方向けの短期資格等習得コース事業について 

   令和２年６月に厚生労働省との間で委託契約を締結し、３年間同事業を

すすめたが、最終年度である令和４年度も新型コロナウィルス感染症拡大

の影響を受けて、計画人数を下回る１１７名の職業訓練実施となった。 

 

（６）令和２年６月に第二種免許に係る道路交通法の改正が行われ、昨年５月

１日から１９歳以上かつ第一種免許取得後１年以上経過者が第二種免許を

取得できるようになったことから、令和５年３月現在、３４８人が二種免

許の特例講習を受講している。 

 

（７）深刻化する人手不足に対応するため、第二種免許取得費用の助成等人材

確保のための取り組み対する助成を働きかけ、令和４年度第２次補正予算

に認められたところであり、今後第二種免許の取得の推進、人材確保セミ

ナーの実施等を行うこととしている。 



 

 

 

（８）深刻化する人手不足に対応するため、外国人ドライバーの登用の拡大に

ついて、外国人在留資格特定技能１号の特定産業分野に自動車運送業が  

追加されるよう、制度の見直し等を国土交通省へ働きかけた。 

 

（９）最低賃金引上げ額の目安審議に当たっての要請 

   地域別最低賃金額の改定について、厚生労働大臣が中央最低賃金審議会

に諮問を行う前の、令和４年６月１６日、厚生労働大臣及び中央最低賃金

審議会会長に対し、新型コロナウィルス感染症の影響を受けてタクシー 

事業は甚大な影響を受けていることからこれ以上の引き上げを行わない 

よう、かつ、地域別最低賃金の原則を定めた最低賃金法第９条の趣旨を  

踏まえた慎重な審議が行われるよう、文書で要請した。 

   しかし、同審議会から８月２日厚生労働大臣あてに ABCDランク別に３０

円から３１円の引き上げが目安として答申された。 

なお、三重を始めとする７協会において各地方最低賃金審議会宛てに 

文書要請、意見の申述、異議申出書等の提出がなされた。 

 

（10）第１１３回全国労務連絡会の開催 

   新型コロナウィルス感染症予防措置を厳重に行うことにより、令和４年

１１月２８日に約２５０名に及ぶ事業主・労務責任者の出席の下に開催し、

武居副会長兼労務委員長が最近のタクシー業界に関する情勢を交えた挨拶

を行うとともに、竹田真弁護士による判例解説及び国土交通省自動車局 

旅客課梅田タクシー事業活性化調整官からタクシーをめぐる最近の諸情勢

について講演が行われ、事務局から配布資料に基づき説明がなされた。 

 

（11）各種調査の実施及び資料の取りまとめ 

  ① 「タクシー運転者の賃金・労働時間の現況」の取りまとめ 

   タクシー運転者の賃金及び労働時間を把握するため、厚生労働省が 

毎年実施している「賃金構造基本統計調査」から令和３年における調査

結果を分析し、「タクシー運転者の賃金・労働時間の現況」として取りま

とめ、各協会に配布した。 

② 「ハイタク労組別春闘方針一覧」の取りまとめ 

    令和５年の春闘に向け、各ハイタク労組がどのような運動方針を掲げ、

どのような要求をしているかについて把握し、適切に対応するため、  

全自交労連、交通労連、自交総連及び私鉄総連ハイタク協議会の要求事

項等を取りまとめ、前年との相違点を明らかにした上、各協会に配布し

た。 



 

 

 

１２. 地域における諸課題にかかる対応について 

（１）自治体との連携による乗合タクシー等の導入 

ア 自治体との連携 

各協会では、道路運送法に基づく運営協議会、地域公共交通会議及び  

地域公共交通活性化・再生化法に基づく法定協議会等に積極的に参画する

などして自治体の行う「まちづくり」と一体となった乗合タクシーの導入

等による地域住民の生活交通の確保に努めた。 

 

イ 乗合タクシーの果たす役割と現況 

乗合タクシーは、過疎地等での通勤、通学、買い物、通院といった日常

生活上必要な移動を支えるだけでなく、趣味や余暇のための移動などの  

需要を満たし、生活の質を高め、地域住民の活動を活発化させる役割を   

担っている。また、輸送効率向上及びサービスの向上や地球温暖化防止の

観点からも、一層の導入が期待されている。 

乗合タクシーは、平成４年３月末現在、全国で 4,880コース、14,956台

が運行している。このうち過疎地における廃止バス路線の代替などに対応

する過疎地型乗合タクシー3,959 コース、空港と周辺市町村を結ぶ空港型

乗合タクシー328 コース、地域の観光スポットを効率よく周遊する観光型

乗合タクシー334 コース、都市部において駅などを出発点として一定の  

エリア内を運航する都市型乗合タクシー94コース、移動困難な高齢者など

の通院等お出かけ支援に対応する福祉型乗合タクシー40コース、住宅団地

と駅などを結ぶ団地型乗合タクシー36 コース、その他の乗合タクシー89

コースとなっている。これは平成 21 年に比べて、コース数で約 1.7 倍、    

車両数で約 2.0倍の増加となっている。 

 

ウ 地域交通サポート計画の策定  

乗合タクシーについては、従来から、協会役員等が自治体を直接訪問し

て乗合タクシーの導入についての働きかけを行う「自治体訪問活動」など

の取組みを進めているところであるが、その取組みを更に強化するため、

地方運輸局の支援を得て、地方運輸局担当官と協働して自治体訪問活動等

を行い、自治体等との意見交換等を通じて把握した地域交通の課題・ニー

ズ等を集約・整理するとともに、「地域交通サポート計画」を策定し、課題

の解決に向けたタクシー事業者として貢献できる取り組みを計画的に進め

ている。  

 



 

 

 

エ 乗合タクシー事例集の作成 

   全タク連では、自治体訪問活動のツールとして「乗合タクシー事例集を 

作成している。「乗合タクシー事例集」は、平成 28年２月に初版を作成後、 

同年 10月に第２版、同 29年 10月に第３版作成、同 30年 10月に第４版と 

リニューアルを重ねてきたところであるが、令和５年６月に全国 280余の 

事例を掲載する第５版を作成し、各県協会と連携して全国の自治体等へ展 

開。 

 

（２）タクシーの活性化対策の推進 

便利タクシー等高齢者の日常生活の支援、救援サービス、育児支援タク

シー、妊婦応援タクシー、観光タクシー及びＩＴを活用したスマホアプリ

配車サービス等の導入を積極的に推進するとともに、優良タクシー乗り場、

ＥＶ・ＦＣＶタクシー優先乗り場、近距離乗り場のほか、ＵＤタクシー    

専用レーンを設置する等、お客様のニーズに対応した専用乗り場の設置な

ど、タクシーの活性化対策の推進に努めた。 

また、利用者利便を図るため、カード支払いが可能な決済機器導入を  

進めている。利用可能なカードは、各種のクレジットカード及び iD、

QUICPayといった電子マネーや、Suica（及び相互利用可能な PASMO、Kitaca、

Toica などの交通系電子マネー）などがある。また、増加する訪日中国人

観光客のニーズに対応するため、Alipay、Wechatpayを導入にも努めた。 

 

（３）観光タクシー 

観光タクシーについては、都道府県タクシー協会と自治体、観光関係団

体 

が一体となり、地域の観光スポットや特産物等を案内する観光ガイドに相

応しい運転者を養成・認定する制度が広がっている。 

 

（４）インバウンド対策 

我が国の成長戦略の大きな柱である観光先進国の実現に寄与することを 

目的に、多様化する訪日外国人のニーズに対応した安心・安全で快適な  

タクシーサービスを提供するため「母国と同じタクシー・ハイヤー利用  

環境づくり」、「言葉の不安解消」、「決済の不安解消」、「関係機関・団体と

連携したプロモーション活動」の４項目を柱として掲げた「訪日外国人向



 

 

 

けタクシーサービス向上アクションプラン」を平成 30年１月に策定し、令

和３年に延期開催された東京オリンピック・パラリンピックに向けて、業

界の総力を挙げて取り組んだ。 

 

(５) 白タク対策 

ア 運転代行業者によるタクシー類似行為対策 

   自動車運転代行業者による白タク行為やＮＰＯ等によるボランティア 

輸送を装ったタクシー類似行為により、タクシー事業の健全な運営が阻害

され、タクシーが地域公共交通としての機能を十分発揮することが困難な

状況にあることから、白タク行為等の取締りの徹底と自家用有償旅客運送

や福祉輸送事業限定制度の適正な運用を関係機関に要望した。 

 

イ いわゆる中国式白タク行為防止対策 

   近年、成田、関空、羽田など国際空港あるいは大型クルーズ船が入港す

る沖縄県石垣島などの港で、在日中国人が無許可で観光客を送迎する違法

ないわゆる「中国式白タク」が横行している。 

全タク連では、国土交通省、警察庁に対して、中国式白タクの取締り強

化を要望していたところ、羽田、成田、関西国際空港などに国土交通省、

警察本部及びタクシー協会等関係機関・団体を構成員とする対策会議が設

置され、取締りの強化と中国語での注意喚起のチラシの作成・配布等の広

報啓発活動の強化が図られることとなった。 

   国土交通省では、日中両政府パートナーシップ協議の場などを通じて、

中国政府に対して訪日中国人に対する日本のルールの周知の働きかけを行

った結果、平春節期間前に在日本中国大使館のホームページに営業許可の

ない車両は安全上の問題が無視できないため利用しないようにとの注意喚

起が掲載された。 

また、警察においては、令和元年 12月 10日付で、「春節期間における各

運輸支局等と連携した白タク行為防止対策の推進」が全国の警察本部に発

出された。 

コロナ禍において、令和２年４月から外国人観光客は大幅に減少してい

たが、昨年 10月に入国制限が緩和されて以降、一部観光地等において白タ

ク行為が散見されており、さらに今後、中国人観光客が来日するようにな

れば、羽田、成田、関西等の国際空港や主要観光地においても白タク行為



 

 

 

が本格化するおそれがあることから、改めて国土交通省、警察庁に対して、

在日中国人等による白タク行為の取締り強化を要望した。 

一方、外国人観光客のニーズに対応した安心・快適なタクシーサービス

を提供することが白タク行為の抑止に繋がるものであることから、この国

の成長戦略の大きな柱である観光先進国の実現のため、「訪日外国人向けタ

クシーサービス向上アクションプラン」に掲げた対策の積極的な取組みを

推進した。 

 

ウ いわゆる「実証実験ビジネス」について 

政府の進めるデジタル田園構想の名の下で、タクシー事業者以外のシス

テム会社、ベンダーが配車アプリを構築し、自治体への売り込みを図り、

他省庁の実証実験と称して、タクシー業界への説明や地域公共交通会議を

経ることなく、人の輸送を行っている状況が各地で散見されるたため、全

タク連として、このような実証実験が把握された際には、国交省、地方運

輸局、各協会等との連携を図りつつ、迅速的確に対処した。 

 

（６）「リ・デザイン有識者検討会」への対応 

  国交省では、令和４年３月、住民の豊かな暮らしの実現に不可欠なバス・

鉄道などの地域交通について、人口減少やコロナの影響で一層厳しい状況に

あることを踏まえ、最新のデジタル技術等の実装を進めつつ、①官と民で、

②交通事業者相互間で、③他分野とも、「共創」を推進し、地域交通を持続可

能な形で「リ・デザイン」（刷新・再設計）する方策を探る目的で、「リ・デ

ザイン有識者検討会」を立ち上げた。 

全タク連としても、田中地域交通委員長が令和４年５月 10日開催の検討会

において、九州エリアにおける鉄道、バス、タクシーの交通事業者間共創事

例について紹介しつつ、行政や地域との連携が不可欠であること発信した。 

  国交省では、令和４年度の共創モデル実証プロジェクトとして全国 15の事

業を支援した。 

 

（７）「交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会」への対応 

  令和４年 10 月７日に開催された「交通政策審議会交通体系分科会地域公

共 

交通部会」において、田中地域交通委員長がオブザーバとして出席し、鉄 



 

 

 

道・バス路線の廃止、減便に伴い、タクシー、乗合タクシーがこれを補って 

きたことを強調しつつ、地方においては、営業エリアと生活圏が異なってき 

ていること、地域公共交通会議の調整力の強化、遠隔点呼の対象拡大、営業 

所の最低保有台数の緩和、高齢者割引への助成など、タクシー業界の現状と 

課題等について発信した。 

 

（８）「ラストワンマイル・モビリティ/自動車交通 DX・GX に関する検討会」

への対応 

  人口減少やコロナ禍の影響で厳しい経営状況にある地域公共交通の再構

築に向けて、令和４年８月に「アフターコロナに向けた地域交通のリ・デザ

イン有識者検討会」がとりまとめた提言、令和５年２月にとりまとめられた

交通政策審議会地域公共交通部会の中間とりまとめを踏まえ、令和５年２月

に国土交通省自動車局が発足させた「ラストワンマイル・モビリティ/自動車

交通 DX・GXに関する検討会」に田中地域交通委員長が委員として参画し、タ

クシー業界の実情、課題、要望事項について発信。また、本検討会における

審議と併行し、全国の事業者から様々な要望についてアンケート調査を実施

し、国交省に提出した。令和５年５月に「ラストワンマイル・モビリティに

係る制度、運用の改善策」が公表された。 

 

（９）タクシー代行陸送保険について 

対人８千万円、対物２百万円を基本とするタクシー代行事業者向けの陸送

保険は、平成１５年１０月の商品化以来、順調に推移し令和３年度の保険料

の割引率は８０％であった。 

 

（10）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した自治体へ

の支援の働きかけについて 

  コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金については、令和２年度第 

１～第３次補正において合計４兆 5,000億円が計上され、マスク、飛沫シー 

ト、消毒等の感染症防止対策、事業者に対する一律給付等による運行支援、 

MaaS等の新たな地域交通体系整備、高齢者、妊婦、学生の移動支援、キャッ 

シュレス決済導入補助等の設備投資等に活用されたほか、ワクチン接種に向 

けて高齢者等の接種会場への輸送、ワクチン輸送等にもタクシーが利用され 

た。令和３年度補正予算において６兆 8,000億円が計上され、地方公共団体 

が新型コロナウイルス感染症により影響を受けた事業者の灯油等購入費の補 



 

 

 

助等を行う場合においても活用することが可能とされた。 

 さらに令和４年度予算予備費においても「地域交通や地域観光事業等に対 

する支援として 7,000 億円が計上された。 

全タク連としては、交付金の活用について周知徹底を図るとともに、関連 

情報の早期収集と各自治体の好事例等について各協会に逐次情報提供を行っ 

た。 

 


